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Press Release

報道関係者 各位

事務処理誤り等（平成２３年２月分）について

平成23年 2月分の事務処理誤り等の件数及び個別の事案等について、別添

のとおりお知らせいたします。

なお、日本年金機構においては、引き続き事務処理誤り等の再発防止に努めて

まいります。

平成２３年３月３０日

（照会先）

品質管理部長 伊藤 誠一

（電話直通 ０３－６８９２－０７５２）

経営企画部広報室

（電話直通 ０３－５３４４－１１１０）
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別添

事務処理誤り等（平成２３年２月分）について

Ⅰ 概 要

日本年金機構（本部及び年金事務所等）における公的年金業務の事務処理誤り及び業

務上発生した事件・事故（以下「事務処理誤り等」という。社会保険庁時代のものを含

む。）について、２月に、本部担当部署及び年金事務所等の事務処理誤り等の詳細な報

告が完了したもの及びシステム事故等の詳細な報告が完了したものを取りまとめたもの。

・これらの事務処理誤り等については、被保険者等の関係者から公表を控えるよう強く要請されない

限り、原則として、その事案の概要等を公表します。今回取りまとめた208件のうち、公表可能な160

件及びシステム事故3件について、その概要を日本年金機構ＨＰに掲載しています。

Ⅱ 状 況

以下の分析については、システム事故等を除く事務処理誤り等の２０８件を対象とし

ています。

１ 事務処理区分別件数

（１）受付時の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

〔郵送や窓口で受領した書類の担当部署への回付漏れ等、受付時の誤り〕

（２）確認・決定誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 73件（35.1%）

〔届書内容の確認誤り、金融機関等のコード記入誤り等、事実関係の誤認や法令の適用誤り〕

（３）未処理・処理遅延・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36件（17.3%）

〔審査決定すべき届書の未処理、社会保険オンラインシステムへの入力漏れ、日本年金機構本部

への進達漏れ、関係部署からの返戻書類の未処理等〕

（４）入力誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24件 (11.5%）

〔数字や氏名等の入力誤り、一部項目の入れ違え等、入力時の誤り〕

（５）通知書等の作成誤り・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ 12件 （5.8%）

〔様式誤り、記載事項誤り等、出力・作成時等の誤り〕

（６）誤送付・誤送信・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ 12件 （5.8%）

〔別の送付先への書類混入等の誤送付、誤送信、誤交付等、配付時の誤り〕

（７）説明誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24件（11.5%）

〔窓口、電話等での制度説明誤り、申請書等の指示誤り等、相談時の誤り〕

（８）受理後の書類管理誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1件 （0.5%）

〔受理した申請書、添付書類の紛失等〕

（９）記録訂正誤り・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2件 （1.0%）

〔別人の記録を訂正、別人の記録を統合〕

（10）事故等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24件（11.5%）

〔身分証明書等の紛失、不適正な事務処理等、通常の業務処理の流れの中での誤りには該当しな

いもの〕

合計 208件（100.0%）
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２ 制度等別件数

（１）厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 31件 （14.9%）

（２）厚生年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18件 (8.6%）

（３）国民年金適用関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17件 （8.2%）

（４）国民年金徴収関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22件 （10.6%）

（５）年金給付関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 98件 （47.1%）

（６）船員保険関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 0件 （0.0%）

（７）その他 ・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ 22件 （10.6%）

合計 208件（100.0%）

３ 制度等別･事務処理区分別内訳

表１ 制度等別・事務処理区分別内訳一覧表
受付時

の書類

管理誤

り

確認・

決定誤

り

未処理・

処理遅

延

入力誤

り

通知書

等の作

成誤り

誤送付・

誤送信

説明誤

り

受理後

の書類

管理誤

り

記録訂

正誤り
事故等 計

厚生年金

適用関係

0 6 9 12 0 4 0 0 0 0 31

(0) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2)

厚生年金

徴収関係

0 12 3 0 0 3 0 0 0 0 18

(0) (3) (1) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (5)

国民年金

適用関係

0 6 4 3 1 2 0 1 0 0 17

(0) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1)

国民年金

徴収関係

0 8 4 0 7 0 2 0 0 1 22

(0) (1) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (3)

年金給付

関係

0 41 16 9 4 3 22 0 2 1 98

(0) (13) (4) (3) (2) (1) (8) (0) (1) (1) (33)

船員保険

関係

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 22 22

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (4) (4)

計
0 73 36 24 12 12 24 1 2 24 208

(0) (17) (8) (4) (3) (2) (8) (0) (1) (5) (48)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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４ 事務処理誤り等の原因

（１）原因別件数

① 確認不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 134件（64.4%）

〔窓口装置操作の際にキータッチ等を誤ったもの・入力を漏らしていたもの、通知書等の封入

封緘時における内容物や宛先の確認を漏らしていたもの等〕

② 適用・認識誤り・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・ 13件 （6.3%）

〔法令や通知等に係る解釈を誤っていたもの、理解が不足していたもの等〕

③ 届書等の放置・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ 37件 (17.8%）

〔本来行うべき処理を多忙や失念により適切な時期までに処理を行わなかったもの〕

④ その他・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24件（11.5%）

〔不正行為、不適正な事務処理、事故等〕

合計 208件（100.0%）

（２）原因別･事務処理区分別内訳

表 ２ 原因別・事務処理区分別内訳一覧表

受付時
の書類
管理誤り

確認・
決定誤り

未処理・
処理遅
延
入力誤り

通知書
等の作
成誤り

誤送付・
誤送信 説明誤り

受理後
の書類
管理誤り

記録訂
正誤り 事故等 計

確認不足
0 68 0 23 11 12 17 1 2 0 134

(0) (16) (0) (4) (3) (2) (7) (0) (1) (0) (33)

適用・認識誤り
0 5 0 1 0 0 7 0 0 0 13

(0) (1) (0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (0) (2)

届書等の放置
0 0 36 0 1 0 0 0 0 0 37

(0) (0) (8) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (8)

その他
0 0 0 0 0 0 0 0 0 24 24

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (5) (5)

計
0 73 36 24 12 12 24 1 2 24 208

(0) (17) (8) (4) (3) (2) (8) (0) (1) (5) (48)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（３）原因別･制度等別内訳

表 ３ 原因別・制度等別内訳一覧表

厚生年金
適用関係

厚生年金
徴収関係

国民年金
適用関係

国民年金
徴収関係

年金給付
関係

船員保険
関係

その他 計

確認不足
21 14 13 15 71 0 0 134

(1) (4) (0) (2) (26) (0) (0) (33)

適用・認識誤り
1 1 0 1 10 0 0 13

(0) (0) (0) (0) (2) (0) (0) (2)

届書等の放置
9 3 4 5 16 0 0 37

(1) (1) (1) (1) (4) (0) (0) (8)

その他
0 0 0 1 1 0 22 24

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (4) (5)

計
31 18 17 22 98 0 22 208

(2) (5) (1) (3) (33) (0) (4) (48)

（注）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。
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５ 事務処理誤り等による影響

（１）事務処理誤り等による影響額別内訳

表 ４ 事務処理誤り等による影響額別一覧表

影響額
厚生年金

適用関係

厚生年金

徴収関係

国民年金

適用関係

国民年金

徴収関係

年金給付

関係

船員保険

関係
その他 計

影響額なし
18 10 10 14 45 0 21 118

(1) (4) (1) (3) (14) (0) (4) (27)

１万円未満
0 1 1 3 3 0 0 8

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

１万円以上

５万円未満

1 3 1 3 8 0 1 17

(0) (0) (0) (0) (3) (0) (0) (3)

５万円以上

１０万円未満

1 2 1 2 5 0 0 11

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1)

１０万円以上

５０万円未満

3 0 3 0 18 0 0 24

(1) (0) (0) (0) (8) (0) (0) (9)

５０万円以上

１００万円未満

3 1 0 0 6 0 0 10

(0) (1) (0) (0) (2) (0) (0) (3)

１００万円以上

５００万円未満

5 0 1 0 12 0 0 18

(0) (0) (0) (0) (4) (0) (0) (4)

５００万円以上
0 1 0 0 1 0 0 2

(0) (0) (0) (0) (1) (0) (0) (1)

計
31 18 17 22 98 0 22 208

(2) (5) (1) (3) (33) (0) (4) (48)

（注１）（ ）内は、非公表とした事案の件数を再掲したものである。

（注２）影響額の区分は、事務処理誤り等によって年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響の

あった額を表示した。

（注３）影響額の区分欄の「影響額なし」とは、①誤送付などで年金や健康保険等の給付額、保険料徴

収額等に影響のないもの、②賞与支払届の金額を誤って入力したが、保険料納付までに保険料納

付額を訂正できたものなどで年金や健康保険等の給付、保険料徴収額等に影響のないものをいう。

また、影響額の未確定のものも「影響額なし」とする。
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（２）事務処理誤り等による事象別内訳

表 ５ 事務処理誤り等による事象別一覧表

事 象 件 数 総額（円） 平均金額（円）

過払い（年金等の額を多く払いすぎた件） 25 20,705,791 828,232

未払い（年金等の額を少なく支払った件） 28 32,000,420 1,142,872

過徴収（保険料金額を多く徴収した件） 17 13,094,885 770,287

未徴収（保険料金額を少なく徴収した件） 14 12,580,564 898,612

誤還付（保険料金額を誤ってお返しした件） 3 211,720 70,573

その他 3 231,070 77,023

計 90 78,824,450 875,827

（注１）「表５事務処理誤り等による事象別一覧表」は、「表４事務処理誤り等による影響額別一覧表」

の「影響額なし」以外の内訳を表示した。

（注２）「総額（円）」は、事務処理誤り等によって年金や保険料徴収額等に影響のあった額の合計金

額を表示した。

（注３）「その他」の内訳は以下のとおりである。

未払いと過払いがある件 2件 216,070円

詐欺による被害 1件 15,000円

６ 事務処理誤り等の判明契機

（１）日本年金機構内部で判明・・・・・・・・・・・・・・・ 85件 （40.9%）

（２）日本年金機構外部からの通報等により判明・・・・・・・ 105件 (50.5%）

（３）その他（事件・事故等）・・・・・・・・・・・・・・・ 18件 （8.6%）

合計 208件（100.0%）

Ⅲ システム誤りに伴う事故等

表 ６ システム事故等一覧表

発生年月日 件 名 対象者数 影響区分 総額（円）

2006年4月
老齢基礎年金一部繰上げ受給者に係る付加年金の未払
いについて

2名 未払い 1,578

2011年1月31日

2011年3月5日

歳入金電子納付システムのデータベースアクセスエラ
ーについて

不明 ― 0

2011年2月28日 ねんきんネットサービスの不具合について 不明 ― 0

（注１）「総額（円）」は、システム事故等によって年金等に影響のあった額の合計金額を表示した。

（注２）システム事故等の詳細は、別添の「日本年金機構の平成 23 年 2 月分システム事故一覧」を参

照して下さい。



○日本年金機構の平成23年2月分 システム事故等一覧（43ページ）

（注）各事項について、１.受付時の書類管理誤り、２.確認・決定誤り、３.未処理・処理遅延、４.入力誤り、５.通知書等の作成誤り、６.誤送付・誤送信、７.説明誤り、８.受理後の書類管理誤り、９.記録訂正誤り、１０.事故等の順に編綴

○日本年金機構の平成23年2月分の事務処理誤り等一覧（１～42ページ）

１．厚生年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１Ｐ 整理番号 １～２９

２．厚生年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９Ｐ 整理番号 ３０～４２

３．国民年金適用関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１２Ｐ 整理番号 ４３～５８

４．国民年金徴収関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１７Ｐ 整理番号 ５９～７７

５．年金給付関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２Ｐ 整理番号 ７８～１４２

６．その他 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９Ｐ 整理番号 １４３～１６０



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○当該事象を課内で周知するととも
に、標準報酬月額の決定の際は慎重
に事務処理を行い、特に担当者が届
書を訂正・補正した箇所については他
の者が再度チェックすることを徹底し
ました。
○決裁においても確実にチェックする
ことを徹底しました。

内
部

○担当者が事業所へ訪問し、お詫び
のうえ、保険料の差額について説明し
ました。
○事業主様より面談のご要望があり、
事業所へ訪問しましたところ、全額一
括にてお支払いただける旨のお申出
がありました。
○事業主様あてに文書にて差額保険
料をお知らせするとともに、お支払の
時期についてご連絡をいただくことを
お願いしました。
○事業主様より、平成２３年１月末引
落しにて支払したいとの回答があり、
誤った標準報酬月額の訂正入力処理

○平成２２年度算定基礎届の入力等級者リ
ストにより、平成２２年度と平成２１年度の記
録の照合及び入力内容の確認をしていまし
たところ、標準報酬月額に著しい差が生じて
いる事例を発見しました。
○調査しましたところ、平成２１年度の算定基
礎届の標準報酬月額を誤って決定しているこ
とが判明しました。

○平成２１年に提出された算定基礎届の点
検時において、平均額欄が未記入であった
ため、補正記入した際、本来であれば、１，２
５０，０００円と記入すべきところ、誤って、１２
５，０００円と記入してしまった結果、標準報
酬月額を、１２６千円と決定してしまいまし
た。
○また、その後の確認及び決裁においても
記入誤りをチェックできなかったことによるも
のです。

1事業
所1名
未徴収 2,251,797

平成２１年
度算定基
礎届提出
時におけ
る報酬決
定誤りにつ
いて 確

認
・
決
定
誤
り

東京 世田谷 2009年7月15日
～2009年8月11日

2010年8月31日1

○担当者が事業所に電話し、お詫びし
ました。事業所を訪問のうえ、再度お
詫びし、正しい健康保険被保険者証を
持参することを説明しました。
○担当者が事業所を再度訪問し、
誤った健康保険被保険者証と正しい
健康保険被保険者証の交換を求めま
したが、対応していただけなかったた
め、正しい健康保険被保険者証のみ
を交付し、誤った健康保険被保険者証
を早期に返納していただくよう返信用
封筒をお渡ししました。誤った健康保
険被保険者証の回収に いては 継

○事業所に健康保険被保険者証を送付しま
したところ、「扶養家族の名前が間違ってい
る」と年金事務所にお客様が来所されまし
た。
○確認しましたところ、入力委託業者が被扶
養者異動届を入力する際、姓を間違えて入
力していたことが判明しました。

外
部

○入力委託業者の責任者に対し、状
況・原因を説明し、入力時における入
力内容の十分な確認及び入力内容の
ダブルチェックの徹底を改めて指示し
ました。

誤った標準報酬月額の訂正入力処理
を行いました。
○口座振替にて納入いただいたことを
確認しました。

1事業
所1名

― 0

被扶養者
異動届の
誤入力に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

香川
事務
センター

2010年10月20日 2010年10月26日

○入力委託業者が被扶養者様の姓を被保
険者様と別姓で入力すべきところ、同姓で入
力したことによります。
○また、チェック時にも確認が不十分であっ
たことから、間違った健康保険被保険者証を
発行したものです。

2

2010年10月7日

○事業所から、育児休業終了時月額変更届
の提出があり、届書の被保険者様と事業主
様が同一であったため、育児休業取得時に
誤った審査、決定（事業主様は育児休業制
度の対象外）されていたことが判明しました。

○担当者が事業主様にお詫びしまし
た。事務ミスは機構の責任であり、納
得できない、全て機構の負担で処理す
べきであるとのことでした。
○担当者が事業主様に電話で数回お
話し、分割支払で保険料を納めること
に了解をいただけましたが、分割納付
により発生する延滞金については機
構のミスが原因で発生するものなの
で、支払う必要はないとのことでした。
延滞金を除く保険料については分割
支払の同意をいただけているため、育
児休業の取消処理を行い、請求する
こととしました。

○育児休業等取得者申出書受理時に
事業主様の氏名、被保険者様の氏名
を必ず確認することを、お客様相談
室、適用調査課で徹底し、育児休業制
度について改めて復習・確認し、説明
誤り等のないよう周知しました。

○育児休業等資格取得者申出書を受付した
際、被保険者様の氏名が事業主様と同一で
あることに気がつかなかったものです。
○また、事務センターで入力前の審査、決裁
時にも届出内容のチェック漏れをしたことに
よるものです。

険被保険者証の回収については、継
続して回収に努めます。

内
部

育児休業
等取得者
申出書に
係る審査・
決定誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 兵庫 2009年8月29日 1名 未徴収 567,5073

こととしました。

1
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○課内会議において、当該事象を説
明し、マニュアルに沿った事務処理を
徹底するとともに、入力処理の際には
書類の記載内容確認を徹底するよう
指示しました。

内
部

2010年12月9日
1事業
所1名

基礎年金
番号の付
番誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

東京 文京 2010年2月15日 ― 0

○他年金事務所より、「ねんきん定期便の作
成処理に係る被保険者記録の確認対象者一
覧表を確認していたところ、対象者の中に基
礎年金番号に疑義のある方がいる」との連絡
がありました。
○確認しましたところ、平成２２年２月に付番
した被保険者様の基礎年金番号が、同姓同
名かつ同一生年月日の別人の方の番号であ
ることが判明しました。

○被保険者資格取得届を処理する際に、届
書には被保険者様の基礎年金番号が記入さ
れておらず、また、被保険者様と同姓同名か
つ同一生年月日の方が別に存在していたこ
とから、一旦仮の整理番号を付番し、被保険
者様あてに基礎年金番号の調査文書であ
る、基礎年金番号の確認についてを送付しま
した。
○被保険者様からの回答は、「年金手帳や
基礎年金番号通知書は持っておらず、また、
過去に会社に勤めたことがない」との内容で
あったことから、平成２２年２月に調査結果の
登録処理をする際、本来であれば、基礎年
金番号はない、として新規に基礎年金番号を

○誤って登録した基礎年金番号を取
消し、新たに払出した番号を基礎年金
番号として登録する処理を行いまし
た。
○担当課長より事業所の担当者様に
電話し、お詫びのうえ、事象の説明を
行いました。その際、事業所の担当者
様より、「経過等について文書で回答
してもらえれば、被保険者様に説明し
ていただける」とのお申出がありました
ので、経過説明の文書の送付を約束
し、了承を得ました。
○事業所に経過等の説明とお詫びの
文書、年金手帳及び基礎年金番号の

4

5

健康保険
被保険者
資格取得
届処理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

群馬 高崎 2011年1月28日 2011年2月4日

○事務センターより、「リストに、健康保険の
被保険者とならない方の氏名が載っている」
との連絡がありました。
○確認しましたところ、後期高齢者医療制度
の被保険者の方を健康保険の被保険者の方
として、誤って処理していたことが判明しまし
た。

○窓口での受付時に年齢チェックが漏れ、後
期高齢者医療制度の被保険者の方と気付か
ずに、健康保険被保険者資格取得届を受理
してしまいました。
○また、審査・入力及び決裁時にも同様に
チェックが漏れ、気付かずに処理を進めてし
まったことによるものです。

1事業
所1名

― 0

○担当者が事業所に電話し、お詫び
のうえ、説明しました。健康保険被保
険者証の返送を依頼し、了承を得まし
た。
○健康保険被保険者資格取得届の取
消処理をしました。
○事業所より、健康保険被保険者証
が返送されました。

○今後、窓口受付時・審査時に年齢
のチェックを必ず行うように、課内会議
で徹底しました。

内
部

育児休業
等取得者
申出書の 確

○職員の申出により、事務センターで保管さ
れている育児休業等取得者申出書を確認し
ましたところ 育児休業の取得者が育児休業

○本来、事業主様は育児休業を取得できな
いという理由で、育児休業等取得者申出書を
提出できないにもかかわらず 職員が知識不

○職員が事業主様宅を訪問し、今回
の事象を説明してお詫びし、了承を得
ました その後 事業主様の育児休業

○課内会議において、当該事象を説
明し、育児休業等取得者申出書を受
付する場合は事業主様でないことを確

金番号はない、として新規に基礎年金番号を
付番すべきところ、誤って、基礎年金番号が
確認できたものと誤認してしまったため、誤っ
て別人の方の基礎年金番号を被保険者様の
基礎年金番号として登録してしまいました。

文書、年金手帳及び基礎年金番号の
付番結果通知を送付しました。

6

申出書の
処理誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

兵庫 豊岡 2010年9月17日 2011年1月26日

ましたところ、育児休業の取得者が育児休業
を取得できない事業主様の分であることが判
明しました。

提出できないにもかかわらず、職員が知識不
足のため受付し、その日のうちに当所で入力
処理を実施しました。
○翌日、処理結果リストを入力処理した職員
および別の職員で確認していますが、２名と
も事業主が育児休業を取得できないというこ
とを認識していなかったことによるものです。

1名 ― 0

ました。その後、事業主様の育児休業
等取得者申出書の取消届を受理し、
育児休業中は事業主様の報酬が出て
いないため、事業主様の資格喪失届
を提出のうえ、配偶者様の扶養に入る
手続きをしていただくよう説明しまし
た。

付する場合は事業主様でないことを確
認し、また、処理結果リストを確認する
際も事業主様でないことを確認するよ
う徹底しました。

内
部

○担当者が事業所を訪問し、お詫び
のうえ、事情説明、対応方法の相談を
行いました。
○年金受給者の方に対しては、直接
事情説明を行い、年金額の変更につ
いて了承をいただき、再裁定手続きを
依頼し、その後、機構本部に進達しま
した。
○年金受給前の被保険者様に対して

○課内会議において当該事象を説明
し、届書並びに処理が必要な通知は
受付簿に記載し、複数人で進捗を管
理すること、また未処理の届書・通知
に関して指定の場所以外には保管せ
ず、１週間毎に点検し、処理漏れのな
いよう、早期対応することを申し合わ
せました。

外
部

2010年11月4日

○年金相談で来所されたお客様より、年金加
入記録のお知らせの内容に疑義があるとの
お申出がありました。
○確認しましたところ、解散したはずのＡ厚生
年金基金に現在も加入している記録となって
おり、厚生年金基金解散に伴う事業所の脱
退処理漏れが判明しました。

○Ａ厚生年金基金は、平成１８年６月に解散
認可されており、脱退処理を行うよう通知が
出されていました。しかし、その脱退処理がさ
れた形跡がなく、引続きＡ厚生年金基金に加
入状態となっていました。
○詳細な原因は不明ですが、当時の担当職
員が手続きをしなかったことによるものと思
われます。

1事
業所
22名
未徴収 4,543,770

厚生年金
基金解散
に伴う事業
所の脱退
処理漏れ
について

未
処
理
・
処
理

新潟 新発田 2006年7月7

は、事情説明と被保険者記録照会回
答票にて訂正の通知を送付しました。
○保険料に関しては、３年分割にて納
付いただくことで了解を得ました。

遅
延

2
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8

平成２０年
度実施の
被扶養者
調書に係
る被扶養
者解除未
入力につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

群馬 渋川 2008年9月 2011年1月18日

○全国健康保険協会より、平成２２年度被扶
養者資格再確認に係る扶養解除の確認につ
いての送付がありました。
○確認しましたところ、平成２０年度に実施さ
れた被扶養者調書の処理過程において、Ａ・
Ｂ事業所の被扶養者２名に係る被扶養者解
除処理が行われていなかったことが判明しま
した。

○平成２０年度の被扶養者調書において、２
事業所から提出された被扶養者調書につい
て、被扶養者でなくなった日の欄に記載が
あったため、本来、被扶養者解除処理を行う
べきところ、処理不要届出書に混在させてし
まい、入力処理を行わなかったものです。
○その原因は、入力不要届書の決裁時にお
いて内容確認が不十分であったためです。

2事業
所2名

― 0

○厚生年金適用調査課長がＡ・Ｂ事業
所に対し、お詫びするとともに、事務セ
ンターにおいて解除処理をする旨を説
明し、了承を得ました。また、当該解除
対象者の方に係る健康保険被保険者
証については、被扶養者調書提出当
時、返却を受けていることを説明しまし
た。

○課内会議において当該事象を説明
し、入力にあたっての内容審査及び入
力後の処理結果リストとの突合せを徹
底し、今後誤りが発生しないように指
示しました。 外

部

ねんきん
定期便に
おける二
次調査処

未
処
理

○お客様より、年金記録の報酬訂正につい
て、その後の調査について照会がありまし
た。
○確認しましたところ、調査協力のお願いを

○担当課長の異動に伴い、事務引継されて
いましたが、現物を確認していなかったため
に、書類が処理されていませんでした。

○適用調査課長がお客様宅に訪問
し、経過等を説明し、お詫びしました。
二次調査の回答書を手渡し、第三者
委員会への申立について説明しまし

○事務引継ぎ及びその後の経過確認
の徹底を指示しました。

外
9
次調査処
理漏れに
ついて

・
処
理
遅
延

群馬 前橋 2009年11月19日 2011年1月27日

○確認しましたところ、調査協力のお願いを
平成２１年１１月に受付していましたが、その
後の処理がされていませんでした。

1名 ― 0

委員会への申立について説明しまし
た。後日、年金記録に係る確認申立書
を提出することで了承を得ました。

外
部

10

厚生年金
被保険者
月額変更
届の入力
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

栃木
事務
センター

2010年8月6日 2011年1月31日

○お客様から、年金加入記録回答票に報酬
が違う旨の記載がありましたと、年金事務所
の記録課にお問合せがありました。
○年金事務所の適用調査課で確認しました
ところ、平成２２年度算定基礎届と同時に月
額変更届（７月）が提出されていましたが、入
力処理において月額変更届（７月）が未処理
であったことが判明しました。

○事業所より平成２２年度算定基礎届と同時
に月額変更届（７月）が提出され、入力委託
により作成され、FDの集信処理を行ったとこ
ろ、月額変更届が算定登録済であると、エ
ラーとなりましたが、審査において、算定基
礎届と誤認したため、処理不要としたことに
よるものです。

1事
業所
68名
未徴収 1,314,927

○年金事務所にて、未処理となってい
た月額変更届の入力処理を行いまし
た。
○年金事務所の適用調査課長が事業
所に赴いてお詫びのうえ、今回の事象
を説明しました。
○未収納となっていた保険料について
は、次の保険料と合わせて請求するこ
ととなる旨を説明し、了承を得ました。

○管理・厚生年金適用グループ職員
に当該事象を説明し、処理内容の複
数の目によるチェックの強化、最重点
チェック項目等の意識の共有化を図
り、再発防止の徹底をしました。
○朝会において、全職員に処理誤り
が、思い込みによることが主因である
ことを報告し、注意を喚起しました。

内
部

○今回の事象を全員に周知するととも
に センタ 長から改めて注意喚起を

○全国健康保険協会から、「レセプト（診療報
酬明細書）審査において 資格喪失後の受

○事業所から年金事務所に届出された資格
喪失届（ＦＤ）について ＦＤ処理の場合はシ

○全国健康保険協会と事務センター
の双方で事実確認を行いました

健康保険
被保険者 に、センター長から改めて注意喚起を

行いました。
○県内年金事務所長に対し、ＦＤ届書
受付時の健康保険被保険者証回収区
分欄の確認・補正の徹底を文書により
周知しました。
○センター長から事務センター担当者
全員に、健康保険被保険者証回収確
認リストのチェックの徹底について指
導するとともに、年金事務所と事務セ
ンターが連携を強化し、再発防止に努
めるよう周知しました。

外
部

酬明細書）審査において、資格喪失後の受
診として医療機関へ連絡したところ、医療機
関側から、健康保険被保険者証を確認して
いるとの申出があった」との連絡を受けまし
た。
○確認しましたところ、該当者にかかる資格
喪失届（ＦＤ）処理時に、健康保険被保険者
証が未回収であるにもかかわらず、回収済と
して処理していたことが判明しました。

喪失届（ＦＤ）について、ＦＤ処理の場合はシ
ステム上、健康保険被保険者証回収済とし
て収録されるため、年金事務所で未回収分
の補正処理が必要ですが、この補正処理が
漏れていました。
○また、本来であれば事務センターにおいて
も、別途送付された回収済の健康保険被保
険者証と健康保険被保険者証回収確認リス
トを照合し、未回収と訂正処理すべきところ、
この訂正処理を怠っていました。健康保険被
保険証は未回収であるにもかかわらず、回
収済として登録されてしまいました。

1医療
機関
1名
― 0

の双方で事実確認を行いました。
○事務センター長が医療機関を訪問
し、今回のお詫びと事象の説明を行い
ました。また、今後の再発防止策につ
いて別途報告させていただくことをお
約束しました。
○事務センター長と年金事務所担当
者が事業所を訪問し、お詫びのうえ、
今回の事象を説明するとともに、健康
保険証の回収の徹底及び添付できな
い場合は、回収不能・滅失届をご提出
いただくようお願いしました。
○事務センター長と年金事務所長が
医療機関を訪問し、再度お詫びのう
え、今回の顛末を文書で報告するとと
もに、今後の再発防止策について説
明し、了承を得ました。

被保険者
証の未回
収訂正漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

愛媛
事務
センター

2010年8月20日 2011年2月7日11

3
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内
部

○平成２３年１月分の保険料計算にかかる
関係届書の入力締切日が定められており、
保険料計算にかかる届書は、その日までに
入力処理を終了させる必要があります。
○今回の２事業所分の資格喪失届について
は、全喪届が同時に提出されており、決裁を
受けた後に入力処理を行うため、決裁を受け
る過程において書類が他の書類とまぎれて
しまい、決裁が遅れたため、保険料計算の締
切日までに入力が間に合わず、本来発生し
てはいけない平成２３年１月分の保険料が発
生してしまったものです。

2事業
所4名

― 0

○年金事務所に連絡し、保険料納入
告知額の訂正処理を依頼しました。あ
わせて、納入告知書が事業所に送付
されないよう、委託業者に対して納付
書の引抜き依頼を行いました。

○決裁書類が他の書類とまぎれること
のないよう、常に机上は整理整頓に努
めるとともに、決裁の必要な書類は必
ず決裁箱へ入れるよう再徹底を行い
ました。

被保険者
資格喪失
届の入力
漏れに伴う
保険料の
発生につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

長野
事務
センター

2011年1月26日 2011年2月9日

○年金事務所より、「平成２３年１月中に事務
センターへ送付した資格喪失届及び全喪届
の入力が行われておらず、平成２３年１月分
の保険料納入告知が行われている」との連
絡がありました。
○確認しましたところ、資格喪失届及び全喪
届の入力が行われていないことが判明しまし
た。

12

○年金事務所厚生年金適用課長より
事業 話 今 事象

○朝ミーティングにおいて今回の事象
説 書を 扱

○年金事務所より、「総合調査において、事
業 額変 提 れを指摘

○平成２２年８月に事業所より、同一人の２
給 変 伴う 改 額変

被保険者
報酬 額

1事
業所
― 0

○直ちに入力するとともに、事業所の
担当者様に連絡し、お詫びのうえ、経
過説明を行い、了承を得ました。
○また、年金事務所に報告のうえ、未
提出事業所一覧表からの削除を依頼
しました。

○今回の事象についてグループ内職
員に説明し、同時に集信されたデータ
の一方がエラーとなった場合には、同
一の事業所にかかる届書をすべて抜
出し、再度入力するとともに、二重
チェックすることを周知徹底しました。

内
部

賞与支払
届総括表
の入力漏
れについ
て 未

処
理
・
処
理
遅
延

福井
事務
センター

2010年7月22日 2011年2月22日

○年金事務所より、「平成２２年７月分の賞与
支払届未提出事業所一覧表にて事業所あて
電話勧奨したところ、賞与の支給はなかった
が、賞与支払届総括表のみを提出したとの
回答でした」との連絡があり、確認しましたと
ころ、当該届書は提出済で、入力漏れである
ことが判明しました。

○事業所からは、平成２１年７月分と平成２２
年７月分が同時に届出されており、両方とも
入力委託し、当該ＦＤを集信しましたところ、
平成２１年７月分が１年経過によりエラーと
なったため引抜きをして、平成２１年７月分の
みを直接入力しました。
○平成２１年７月分がエラーとなった時点で
同時に集信した平成２２年７月分も登録され
ないため、両方とも引抜きのうえ再入力しな
ければならないところ、平成２１年７月分のみ
を入力したことにより、平成２２年７月分が未
登録となり、賞与支払届未提出事業所一覧
表が出力されたものです。

13

事業所に電話し、今回の事象につい
て経過を説明のうえ、お詫びを行い、
了承を得ました。また、届書の入力漏
れに伴い、保険料が過徴収となってし
まっていることを説明し、次回の保険
料請求時に調整させていただくことと
しました。

について説明し、届書を入力不要の扱
いとする場合においては、入力不要の
根拠となる印字を添付のうえ、理由を
記載することを徹底しました。

内
部

2011年2月18日

業所に対して月額変更届の提出漏れを指摘
したところ、平成２２年８月に提出済であると
のお申立があったため、当時の届書を確認し
てほしい」との連絡がありました。
○確認しましたところ、月額変更届の入力が
行われていないことが判明しました。

月給与変動に伴う５月改訂の月額変更届と３
月給与変動に伴う６月改訂の月額変更届の
２枚が提出されましたが、同一人の届書で
あったため、審査時に２月給与変動に伴う５
月改訂の月額変更届の正と副の２枚が提出
されたものと勘違いしてしまい、５月改訂の月
額変更届のみ入力処理を行い、３月給与変
動に伴う６月改訂の月額変更届を入力不要
の扱いとして、入力を漏らしてしまったもので
す。
○また、決裁の段階においても、届書の入力
漏れに気がつかなかったものです。

1事業
所1名
過徴収 128,713

報酬月額
変更届の
入力漏れ
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

長野
事務
センター

2010年8月20日14

4



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○課のミーティングで、今回の事象を
説明し、入力の際は十分に注意すると
ともに、三重チェックをするよう、周知
徹底しました。

外
部

○お客様から回答のありました、ねんきん定
期便の調査により、事務センターから標準報
酬月額の補正依頼があり、その内容を確認
しましたところ、平成２０年の月額算定基礎届
の入力誤りが判明しました。

○事業所が月額算定基礎届を提出され、被
保険者様の月額報酬額を本来、３，０００千
円として入力すべきところ、誤って、３００千円
として入力してしまいました。
○その後のチェックでも発見できませんでし
た。

1名 未徴収 1,482,105

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明しました。
○担当者が事業所を訪問し、お客様
へお詫びし、正しい報酬月額に訂正し
なければならないこと、徴収不足の保
険料について説明しましたが、ご納得
いただけませんでした。
○お客様から連絡をお待ちしていまし
たが、連絡がないため、担当者がお客
様へ電話し、訂正入力期限が迫って
おり、入力せざるを得ないことを説明
し、審査請求の方法と保険料支払の
スケジュールについてお伝えしまし
た。お客様は、ご納得はされていませ

標準報酬
月額の入
力誤りにつ
いて

入
力
誤
り

愛知 一宮 2008年7月30日 2010年12月1日15

外

○平均賞与額の入力時に、数字を見誤って
入力されており、委託業者による入力後の２
回の確認及び事務センターでのFD入力後の
確認においても、誤りを見落としていたもので
す。

1事業
徴

○事務センター長が事業所を訪問し、
担当者様と面談し、お詫びのうえ、事
象の説明を行いました。記録の訂正は
もとより、差額保険料を支払うこととな
るので、請求時には訂正分の額が判
るようにしてほしいとのお申出がありま
した。
○年金事務所に、事業所での面談の
経過を伝えるとともに、保険料告知に
おける対応（訂正による差額内訳書の
同封）を依頼しました

○委託業者に事象を伝え、今後このよ
うなことがないよう、注意喚起しまし
た。
○入力後の点検審査が十分でなかっ
たことも要因であることから、厚生年金
の担当以外のグループに対しても、事
象報告と審査確認の周知・徹底を行い
ました。

賞与支払
届の入力
誤りについ
て

入
力
広島

事務

○県下の年金事務所から、「他の年金事務
所から、ねんきん定期便を受けた被保険者
様から平成２１年１２月支払の平均賞与額の
記録が相違しているとの相談があり、確認を
依頼されたので、事務センターで確認してほ
しい」との連絡がありました。
○確認しましたところ、２名の方の賞与支払
届の入力誤りが判明しました。

た。お客様は、ご納得はされていませ
んが、説明した内容については了解さ
れました。
○事業所へ決定通知書とともに、お詫
びの手紙を送付しました。
○保険料の口座振替を確認しました。

17

健康保険
被扶養者
異動届の
誤入力に
ついて

入
力
誤
り

福島
事務
センター

2011年1月31日 2011年2月7日

○社会保険労務士から、事業所に届いた被
保険者証の元号が違っているとの連絡が年
金事務所にあり、当事務センターにその旨連
絡がありました。
○確認しましたところ、平成を昭和で入力して
いたことが判明しました。

○健康保険被扶養者(異動)届を入力する際
に、コード番号を誤って入力したためです。
○また、読み合わせ時においても誤りに気が
つかなかったものです。 1名 ― 0

○担当者が社会保険労務士と事業所
に電話し、今回の事象を説明してお詫
びをし、了承を得ました。
○生年月日訂正入力処理を行いまし
た。

○入力委託業者へ今回の事象を伝
え、入力・チェック体制等の品質確保
の徹底を要請しました。

外
部

外
部

1事業
所2名
未徴収 504,880

同封）を依頼しました。
○担当者が事業所へ連絡し、担当者
様に保険料告知の際は計算額の内訳
書を同封することを伝え、次回の口座
振替によって納付するとの回答を得ま
した。
○記録の訂正処理（正しい賞与標準
額の訂正入力）を行いました。
○事業所あてに保険料納入告知額通
知書等を送付しました。

力
誤
り

広島
事務
センター

2009年12月24日
2011年1月12日
2011年1月13日16

り いたことが判明しました。

5



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

1事業
所4名
過徴収 93,424

○担当者が事業所を訪問し、事業主
様にお詫びのうえ、説明しました。適
用事業所の適用種別は変更できない
ので、既存の適用事業所記号番号を
取消して、新たな事業所記号番号を払
出すことになり、新たな健康保険被保
険者証が発行されたら現在の健康保
険被保険者証を回収することについて
了承を得ました。
○過徴収した保険料は、平成２３年２
月分及び３月分の厚生年金保険料に
充当することとしました。
○事業所の登録処理、被保険者様の
記録を訂正し、新しい健康保険被保険

○課内職員に対して当該事象を説明
し、処理結果の確認については、今ま
でどおり複数名によるチェックを必ず
行うよう再確認しました。

内
部

適用事業
所の適用
種別の入
力誤りにつ
いて

入
力
誤
り

鹿児島 加治木 2007年3月22日 2011年2月14日

○総合調査を予定している事業所について
事前確認をしていましたところ、当該事業所
の適用種別が誤っていることが判明しまし
た。

○平成１９年３月に新規適用届を受理して、
届書の入力を行いましたが、適用種別欄を
空白（未入力）とするべきところを、誤って違う
コード番号を入力したためです。
○その後の決裁でも誤りに気付かず、平成１
９年３月から平成２１年８月分について厚生
年金保険料の過徴収が生じました。

18

19

７０歳以上
被用者該
当届の入
力誤りにつ
いて 入

力
誤
り

静岡 浜松西 2010年2月8日 2011年2月14日

○７０歳以上被用者届の未提出者を確認
中、７０歳以上被用者該当届の決定報酬と、
７０歳以上被用者算定基礎届で決定した報
酬との相違が大きい受給者の方を発見しまし
た。
○確認しましたところ、桁数見誤りによる入力
誤りが判明しました。

○本来の報酬月額を見誤り、１桁少なく入
力・登録されており、処理結果の確認過程に
おいても発見することが出来ませんでした。
○年金額への影響を調査しましたところ、本
来支給停止されるべき年金額が停止されず
過払いになっており、さらに７０歳以上被用者
賞与支払届が未提出でした。

1名 過払い 1,669,623

○担当課長から受給者様に電話にて
お詫びし、事業所を訪問のうえ、再度
お詫びし、誤入力の経緯と年金の過
払いについて説明のうえ、返納につい
て了承を得ました。確定申告書に添付
する正しい源泉徴収票又は証明書の
要望があったため、機構本部に処理を
依頼しました。
○担当者が受給者様に電話し、訂正
後の源泉徴収票・返納金納付書の送
付時期をお伝えし、了承を得ました。

○課内において、当該事象を周知す
るとともに、入力時及びダブルチェック
時における確認の徹底を指導しまし
た。
○届書の審査の際、見誤りやすい数
字等はペンで強調し、入力時の注意
喚起を行うとともに、入力処理確認、
決裁時には処理結果リストをペンで囲
み、確認を行うよう徹底しました。

内
部

厚生年金 ○お客様より 「指定口座に年金の振込がな ○平成２１年８月に 健康保険の資格を喪失 ○年金事務所の担当者がお客様に電 〇グループ内朝礼において 当該事

記録を訂正し、新しい健康保険被保険
者証の発行を確認し、旧健康保険被
保険者証は回収しました。

20

厚生年金
保険７０歳
以上被用
者不該当
届の誤入
力につい
て

入
力
誤
り

新潟
事務
センター

2010年11月16日 2011年2月15日

○お客様より、「指定口座に年金の振込がな
い」との電話連絡が、年金事務所にありまし
た。
○確認しましたところ、厚生年金保険７０歳以
上被用者不該当届を入力した際、不該当原
因をその他で入力すべきところ、誤って死亡
で入力していたことが判明しました。

○平成２１年８月に、健康保険の資格を喪失
していたお客様の氏名が厚生年金保険７０
歳以上被用者算定基礎届未提出者一覧表
に載っていました。厚生年金保険７０歳以上
被用者不該当届が未届であったため、催告
の結果、事業所から届出のあった当該届書
を入力処理した際、不該当原因をその他で
入力すべきところ、誤って死亡で入力してい
たことによるものです。
○また、決裁においても確認等チェックが不
十分であったため、発見できませんでした。

1名 未払い 204,832

○年金事務所の担当者がお客様に電
話し、お詫びしました。機構本部へ早
期支払の依頼をしました。

〇グル プ内朝礼において、当該事
象を説明し、届書等入力の際は複数
名によるチェックを必ず行うよう、再度
申し合わせました。

外
部

被保険者
資格取得
届の入力
誤りについ
て

入
力 事務

○委託業者より、入力担当者が事業所の被
保険者資格取得届を入力した際、取得区分
を誤って入力したため、被保険者整理番号が
１つ欠番になる旨の連絡があり、入力誤りが
判明しました。

○国民健康保険組合の被保険者の方につ
いては、取得区分を誤って入力すると健康保
険被保険者証が発行されるとともに、健康保
険料が発生してしまいます。また、取得区分
については入力後の訂正ができないため、

1事

○担当者が事業所の担当者様に連絡
し、お詫びのうえ、被保険者整理番号
が欠番になることを説明し、了承を得
ました。
○誤った取得区分が入力されて発行

○委託業者に対し、再度、要領・マ
ニュアルに基づく作業手順の徹底を確
認し、事故防止策の指示と品質の確
保を要請しました。
○委託業者では入力担当者に厳重注

内
21

て
力
誤
り

東京
事務
センター

2011年2月9日 2011年2月9日

判明しました。 については入力後の訂正ができないため、
入力データを取消することが必要となり、そ
の結果、当該被保険者整理番号が欠番とな
りました。

1事
業所
― 0

○誤った取得区分が入力されて発行
された被保険者整理番号を取消したう
えで、新たな整理番号にて被保険者
取得届の入力を行いました。

○委託業者では入力担当者に厳重注
意を行い、入力者全員に対して今回
の事象を周知し、国民健康保険組合
の被保険者の方の取得区分の入力に
ついての注意喚起を行いました。

内
部

6
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22

被保険者
資格取得
届の入力
誤りについ
て

入
力
誤
り

東京
事務
センター

2011年2月7日 2011年2月10日

○年金事務所の担当者より、「被保険者資格
取得届の記録を確認していたところ、事務セ
ンターで入力処理を行った当該事業所の４名
分の被保険者資格取得届において、被保険
者整理番号が空いて処理がされている」との
連絡がありました。
○確認しましたところ、委託業者で記載した
被保険者整理番号に誤りがあることが判明し
ました。

○委託業者のチェック担当者が入力前の作
業において事業所記録を確認し、本来であ
れば、被保険者整理番号をそれぞれ順番に
４５番、４６番、４７番、４８番と届書に記載す
るところ、誤って４５番、４６番、６７番、６８番
と２名の方の番号を書き間違えてしまい、入
力担当者も誤りに気付かないまま入力してし
まったことが原因で発生した事象です。

1事
業所
― 0

○年金事務所の担当者から事業所の
担当者様にお詫びのうえ、経過を説明
し、了承を得ました。空いた被保険者
整理番号については、今後入社した
社員を届出する時に使用するため、取
消等はしないでほしいとのお申出があ
りました。

○委託業者に対し、再度、要領・マ
ニュアルに基づく作業手順の徹底を確
認し、事故防止策の指示と、品質の確
保を要請しました。
○委託業者からチェック担当者及び入
力担当者に厳重注意を行い、関係者
全員に今回の事象を周知し、集中力
を持って作業にあたるよう注意すると
ともに、今後におけるチェック担当と入
力担当の組み合わせの見直しを行
い、再発防止に努めるとの報告があり
ました。

内
部

資格取得 ○年金事務所より Ａ事業所Ｂ様の疑重複リ ○入力処理したＣ事業所Ｄ様の資格取得届 ○担当者がＣ事業所及びＤ様に電話 ○会議で当該事象の原因究明及び再

23

資格取得
届処理時
における
基礎年金
番号登録
誤りについ
て

入
力
誤
り

大阪
事務
センター

2010年10月25日 2011年2月17日

○年金事務所より、Ａ事業所Ｂ様の疑重複リ
ストが出力されたため、二以上勤務状態につ
いての確認依頼がありました。
○確認の結果、Ｃ事業所Ｄ様の資格取得届
及び年金手帳再交付申請書の処理の際、
誤ってＢ様の基礎年金番号を登録したことに
より、二以上勤務状態になったことが判明し
ました。

○入力処理したＣ事業所Ｄ様の資格取得届
（ＦＤ）に基礎年金番号の記入がなく、年金手
帳再交付申請書が添付されていました。処
理時において疑重複警告画面により基礎年
金番号を確認したのち、誤って別人の番号を
転記・入力したため、Ａ事業所Ｂ様の基礎年
金番号がＤ様の厚生年金記録に登録されま
した。このため、誤った番号の年金手帳及び
資格取得確認通知書が交付されました。ま
た、Ｂ様の厚生年金記録及び住所記録にＤ
様の記録が登録されました。

2事業
所2名

― 0

○担当者がＣ事業所及びＤ様に電話
し、お詫びのうえ、基礎年金番号の訂
正、年金手帳及び健康保険被保険者
証の差替について了承を得ました。ま
た、Ｂ様に電話にてお詫びし、了承を
得ました。

○会議で当該事象の原因究明及び再
発防止策を検討し、疑重複警告画面
の全部印字、目視確認、別職員による
照合を行うこととし、職員に周知徹底し
ました。

内
部

○担当課長より事業所に電話し、標準
報酬月額を誤って登録してしまったこ
とをお詫びし、次回からは正しい保険
料で請求させていただくとともに、今ま
での差額についても請求させていただ

○朝礼にて今回の事象を説明し、金
額の桁を見誤ることがないよう、細心
の注意を払って対応するよう徹底しま
した。
○点検方法についても等級差リストの

○事業所より、「厚生年金保険料が著しく低く
なっている」との電話連絡がありました。
○確認しましたところ、誤って報酬月額が入
力されていることが判明しました。

○事務センターにおける入力処理の際、入
力担当者が１桁誤って入力してしまいまし
た。
○その後、年金事務所に届書が返送され、
処理結果リストとの突合せを行いましたが、

算定基礎
届の入力
誤りについ
て

25

標準報酬
月額変更
届の報酬
入力誤り
について 入

力
栃木 今市

○事業所の受託社会保険労務士から、「平
成２３年１月分保険料告知額が相違している
ため確認したい」との電話連絡を受けました。
○確認しましたところ、標準報酬月額の入力
誤りが判明しました。

○標準報酬月額変更届を入力した際、本来
は修正平均額を入力すべきところ、平均額を
入力したことのよるものです。
○書類審査時の確認漏れ及び入力誤りの
チェック漏れがありました。

3名 過徴収

○受託社会保険労務士に電話し、今
回の入力誤りに対するお詫びをしまし
た。
○事業所へ訪問し、お詫びのうえ、説
明しました。また、保険料は次回調整
のうえ、口座振替をすることで了承を

○朝会において、書類審査確認の際
は複数人による確認を再徹底するよう
指示しました。
○その後の担当課の打合せ会におい
て、修正平均額等の記載がある届書
については、複数人による審査を行 外

での差額についても請求させていただ
くことをお伝えし、了承を得ました。分
割払の対応を希望されました。
○標準報酬月額の訂正を行い、決定
通知書を発行しました。
○担当課長より事業所に連絡し、再度
お詫びするとともに、支払方法につい
て協議し、分割払での対応をさせてい
ただく旨お伝えしましたところ、了承を
得ました。

○点検方法についても等級差リストの
等級変更を十分に気をつけるよう注意
喚起しました。

外
部

2011年2月4日

処理結果リストとの突合せを行いましたが、
この入力誤りを発見できず、そのまま処理完
了としてしまいました。

1事業
所1名
未徴収 613,148

入
力
誤
り

東京 武蔵野 2010年7月14日24

25
力
誤
り

栃木 今市 2011年1月11日 2011年2月24日 3名 過徴収 10,203 得ました。調整される内訳を文書にて
お渡しすることとしました。
○事業所へ訪問し、再度お詫びのう
え、調整される保険料額について、内
訳書を手渡し、了承を得ました。

い、再度審査した旨をマーカー等で
チェックを入れる、また、入力後の
チェック体制についても引続き、二重
による体制の再徹底を図りました。

外
部

7



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
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(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○業務委託業者に対して、業務責任
者に対し、チェック体制等の改善の申
入を行い、改めて事故防止の注意を
申入れしました。
○また、事務センターの他グループに
対しても、事象の説明と決定通知書、
年金証書等の送付について、複数者
で確認して業務にあたるよう指示をし
ました。

外
部

○Ａ事業所から、「配達された賞与支払届の
中に、Ｂ事業所の賞与支払届が混入してい
る」との連絡が事務センターにあり、誤送付
が判明しました。
○同日、Ｃ事業所から、「配達された送付物
に、賞与支払届の用紙とは別にＤ事業所の７
０歳被用者一覧表が入っていた」との連絡が
あり、誤送付が判明しました。

○委託業者の担当者が賞与支払届総括表
及び賞与支払届を事業所ごとに束ねる作業
過程で、記号により仕分ける際に、Ａ事業所
の次の記号であるＢ事業所の賞与支払届の
１枚目を、同一記号であると見誤って束ねて
いたためです。
○また、Ｃ事業所の場合も事業所記号毎に
賞与支払届と７０歳被用者一覧表を束ねる
際に記号を見誤り、Ｄ事業所の７０歳被用者
一覧表を束ねて送付したものです。
○このことは、記号毎の事業所分に束ねて
発送準備をする作業において、仕分けから封
入までの間に行うチェックが十分にされない
まま封緘され、発送したことによるものです。

4事
業所
11名
― 0

○担当者がＡ事業所とＣ事業所へ電
話し、お詫びのうえ、説明し、返信封筒
を送付して、誤送付した届書等を返送
いただくことで了承を得ました。
○担当者がＢ事業所へ電話し、誤封
入していたことを説明し、お詫びしまし
た。賞与支払届の送付は不要であると
のお申出があり、事象についての了承
を得ました。
○担当者がＤ事業所へ電話し、７０歳
被用者一覧表を他の事業所へ誤送付
したことのお詫びし、改めて７０歳被用
者一覧表をお送りすることを伝えし、
了承を得ました。

賞与支払
届等の誤
送付につ
いて

誤
送
付
・
誤
送
信

広島
事務
センター

2010年11月2日
2010年11月5日

2010年11月10日26

27

賞与額決
定通知書
の誤送付
について

誤
送
付
・
誤
送
信

宮城
事務
センター

2011年1月18日 2011年1月20日

○賞与額決定通知書を送付したＡ事業所か
ら、Ｂ事業所の通知書が同封されてきたと年
金事務所に連絡があり、誤送付が判明しまし
た。

○Ｂ事業所から賞与支払届４名分を受理し、
入力業者へ委託しました。
○入力データ確認後、委託業者へ発送依頼
しました。委託業者は発送作業の際、一次担
当者が届書と決定通知書を突合せし、事業
所記号ごとに仕分け・ホッチキス止め封入、
二次担当者が事業所名称・記号の再確認し
封緘することとしていますが、確認が不十分
なまま発送してしまったことによるものです。

2事業
所4名

― 0

○年金事務所の担当者がＡ事業所を
訪問し、お詫びのうえ、決定通知書を
回収しました。
○事務センターの担当者がＢ事業所
を訪問し、お詫びのうえ、事実経過を
説明しました。個人情報の取扱に十分
留意するよう要望され、再発防止策に
ついて説明しました。決定通知書を年
金事務所からＢ事業所あてに送付しま
した。

○封入・封緘は必ず２名以上で行い、
封緘時には封入者と別の担当者が行
い、その際封入物の再確認後に封緘
することを徹底させることとしました。
○朝礼で事象報告を行い、注意喚起
を行いました。 外

部

○提出された届書を受付した際、社会保険
労務士事務所あてに送付すべき事業所控え
（写）分に、返信用封筒が同封されていな
か た事業所分の控え（写）を混合し しま

○担当者が社会保険労務士事務所に
連絡し、お詫びのうえ、事象の説明を
するとともに、届書控え（写）の回収さ
せ いただきたい旨 お願いしました

○担当課長が当該事象を担当課職員
全員に周知するとともに、受付時にお
ける受付書類の確認の徹底と、発送
時におけるあ 先と封入物の事業所

賞与支払
届事業所
控え（写）
の誤送付

○社会保険労務士事務所より、「当所の受託
している事業所届書の控えに違う事業所分
の賞与支払届の控えが入っている」とのお申
出がありました

まま封緘され、発送したことによるものです。 了承を得ました。

2事

○担当職員がＢ事業所に電話し、お
詫びのうえ、説明し、了承を得ました。
事業所担当者様より、「訪問は不要で
あり、Ｂ事業所分の提出届出書ととも
に、Ｃ事業所分の通知を本日返送す
る」とのお申出をいただきました。
○Ｂ事業所よりＣ事業所の通知書が

○受付処理簿入力者全員に、誤入力
の際は必ず登録情報を全て削除した
うえで、再度入力することを徹底する
よう指示しました。
○受付処理簿入力後のチェックの際
に、新しく別送先一覧表を作成のう
え 届出書と入力されたデ タを突合 外

外
部

賞与支払
届標準賞
与額決定
通知書の
誤送付に
ついて

誤
送
付

○Ａ事業所にかかる通知書等の送付先であ
るＢ事業所より、「他の事業所の賞与支払届
標準賞与額決定通知書が送付された」との
連絡がありました。
○確認しましたところ、Ｃ事業所分の通知書
を誤ってＢ事業所に送付してしまったことが
判明しました

○当所においてＣ事業所より届出があった賞
与支払届を受付処理簿に入力していた際、Ｃ
事業所の事業所記号を誤ってＡ事業所の事
業所記号で入力してしまいました。
○本来であれば、誤入力した事業所情報の
入力項目すべてを削除してから再度入力す
べきところ 事業所記号及び名称のみをＡ事

かった事業所分の控え（写）を混合してしま
い、両事業所分ともに社会保険労務士事務
所あてに送付するものとして、ファイリングを
してしまったことが原因です。
○また、発送を行う際の確認においても、誤
りを発見することが出来なかったことにより発
生した事象です。

1事業
所4名

― 0

せていただきたい旨、お願いしました。
○担当者が社会保険労務士事務所に
お伺いし、再度お詫びのうえ、届書控
え（写）を回収しました。
○担当者が事業所の担当者様へ連絡
し、お詫びのうえ、事象の説明を行い
ました。届書控え（写）を送付すること
で了承を得ました。届書控え（写）を事
業所に送付しました。

時におけるあて先と封入物の事業所
名等の確認を複数人で行うよう改めて
指示しました。

の誤送付
について

誤
送
付
・
誤
送
信

東京 港 2011年1月20日 2011年1月25日

出がありました。
○確認しましたところ、社会保険労務士が受
託されていない事業所分の賞与総括表なら
びに賞与支払届の事業所控え（写）を誤って
送付していることが判明しました。

28

2事
業所
10名
― 0

○Ｂ事業所よりＣ事業所の通知書が
返送されました。
○担当者がＣ事業所に電話し、お詫び
のうえ、説明し、通知書を送付すること
で了承を得ました。

え、届出書と入力されたデータを突合
することとしました。
○課内会議において担当者全員に当
該事象を説明し、受付処理簿のシステ
ムおよび別送先のチェック方法につい
て再度確認するよう周知徹底しまし
た。

外
部

付
・
誤
送
信

東京 目黒 2011年1月17日 2011年2月9日
判明しました。 べきところ、事業所記号及び名称のみをＡ事

業所からＣ事業所に訂正したため、Ａ事業所
の別送先であるＢ事業所の情報が削除され
ずに登録されたまま回付票が作成されてしま
い、この回付票を使用して発送作業が行わ
れたことによって発生した事象です。

29

8



整理
番号

件名
事故
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区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

30

納付期限
繰上げ徴
収にかか
る緊急時
の認可申
請漏れに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

北海道 旭川 2010年7月13日 2010年7月16日

○厚生局から、「認可書の送達はあったが、
当該電子メールによる報告がない」との連絡
がありました。電子メールの発信記録を確認
しましたところ、事前の電子メール報告がさ
れていなかったことが判明しました。

○繰上げ徴収処理における認可申請につい
て、本来は厚生局及び年金局へ緊急時の電
子メール報告と原本送付を同時にすべきとこ
ろ、原本送付したのみで電子メール報告を漏
らしてしまったため、領収した保険料は誤っ
た収納となりました。
○その原因は電子メール報告についての確
認不足にあります。

1事
業所
過徴収 40,406

○担当者が事業所を訪問し、お詫び
のうえ、繰上げ請求と差押執行が誤っ
たものであり、取消処理をしなければ
ならないことについて、事情を説明し、
了承を得ました。受入金については、
還付処理を行いました。
○担当者が事業所を訪問し、再度お
詫びのうえ、還付金にかかる差押調書
をお渡ししました。
○還付金に係る差押債権受入処理を
行いました。

○緊急時の認可申請については、原
本送付と同時に電子メール報告するこ
ととされており、繰上げ徴収通知書の
決議については、報告漏れがないよう
事前確認を徹底し、再発防止に努める
こととしました。

外
部

滞納事業 ○滞納事業所の事業主様より 「口座を差押 ○金融機関において差押を行った際に 口 ○事業主様より 誤った差押であるた ○徴収職員に今回の事象について伝

31

滞納事業
所名義と
異なる口
座の預金
を差押した
件につい
て

確
認
・
決
定
誤
り

福岡 南福岡 2011年1月17日 2011年1月21日

○滞納事業所の事業主様より、「口座を差押
されているが、その内の１つは個人口座であ
り、差押できない分になる」との連絡がありま
した。
○確認しましたところ、誤って個人口座を差
押したことが判明しました。

○金融機関において差押を行った際に、口
座名義の確認が不十分であったために、
誤って個人口座に差押を行ってしまったもの
です。

1事
業所
過徴収 68,864

○事業主様より、誤った差押であるた
め、すぐ口座にお金を戻すようにとの
要求がありましたが、少し時間がかか
ることをお伝えしましたが、ご理解いた
だけませんでした。その後、事業主様
に再度連絡し、還付請求書を提出して
いただけることとなりました。
○機構本部より支払予定の連絡があ
り、事業主に連絡し、振込がされてい
ることを確認しました。

○徴収職員に今回の事象について伝
達し、今後差押の際は、再度名義につ
いて確認の徹底を指示しました。
○また、事前に差押調書の確認につ
いても金融機関の回答票での名義の
確認を徹底することとしました。 外

部

32

無効領収
書の交付
について 確

認
・
決 秋田 秋田 2011年1月27日 2011年1月31日

○担当者が、発行済領収証の事務所控えを
点検中、合計領収金額欄が訂正されている
ものを発見しました。
○確認しましたところ、書損すべき領収証を
事業所あてに交付したことが判明しました。

○担当者が、領収証を作成の際に合計領収
金額を間違えた際に、本来であれば、要領に
基づき書損とし、あらたな領収証を発行すべ
きところ、誤って合計領収金額を訂正した領
収証を交付したものです。
○また 領 基づく 収納責任者 付

1事
0

○担当者が事業所に電話し、お詫び
のうえ、交付済の領収証は合計領収
金額を訂正しているため差替が必要
であることを説明し、後日、正しい領収
証と差替をすることで了承を得ました。
○担当者が事業所を訪問 領収証

○徴収課長から徴収課全員に収納事
務等実施要領の習熟及び窓口混雑時
においても収納責任者への回付を行
う等、収納事務等実施要領を遵守した
正確な事務処理を徹底することについ
申 合わ ま た

内
32 決

定
誤
り

秋田 秋田 2011年1月27日 2011年1月31日
○また、要領に基づく、収納責任者への回付
等によるチェックが、窓口が混雑したことによ
り行われていませんでした。

事
業所
― 0

○担当者が事業所を訪問し、領収証
の差替を行いました。

て申し合わせました。
内
部

33

保険料決
定の取消
に伴う納入
告知書の
引抜依頼
漏れにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

福井 武生 2011年1月31日 2011年2月2日

○領収済通知書処理エラーの件について、
事務センターから内容の確認依頼がありまし
た。
○確認しましたところ、領収された保険料に
ついては決定が取消されていることが判明し
ました。

○充当未済額の還付処理に係る区分を誤っ
て登録したため、平成２２年１２月分の保険
料が誤って決定されました。
○発送前に事務センターへ保険料納入告知
額通知書の引抜依頼を行い、誤って決定と
なった平成２２年１２月分保険料の決定取消
処理も平成２３年１月に行いましたが、口座
振替用納入告知書の引抜依頼をしなかった
ため、口座振替が履行され、過誤納額が発
生したものです。

1事
業所
過徴収 11,021

○担当課長が電話にて事業所の受託
社会保険労務士に説明しましたとこ
ろ、社会保険労務士自身が説明したう
えで結果を報告するので訪問は不要
であるとのお申出がありました。
○当該社会保険労務士から事業所の
担当者様に説明した結果、過誤納額
は後日還付することで了承を得た旨の
報告を受け、再度、今回の事象につい
てお詫びし、還付請求書を送付するこ
とで了承を得ましたので、送付しまし
た。

○課内会議で当該事象を説明し、今
後、当月分の保険料に係る決定の取
消の処理を行う際は、予め保険料納
入告知額通知書の引抜依頼書及び口
座振替用納入告知書の引抜依頼書を
作成のうえ、入力処理票とあわせて必
ず事前決裁を受けるよう周知しまし
た。
○事前決裁の完了した入力処理票に
ついては、課長が写しを保管のうえ、
入力が完了するまで進捗管理すること
としました。

内
部

た。 としました。

34

別の事業
所へ延滞
金の督促
を行ったこ
とについて

確
認
・
決
定
誤
り

鳥取 倉吉 2011年2月14日 2011年2月14日

○延滞金の督促を行うため、当所に登録して
ある、Ａ事業所の電話番号へ連絡しましたと
ころ、電話番号が変わっており、Ｂ事業所の
電話番号となっていました。
○しかし、事業所名称を確認せずにＢ事業所
の経理担当者様に対して、延滞金が滞納と
なっている等の話をしましたが、話の内容が
かみ合わなかったことから、別の事業所へ電
話したことが判明しました。

○本来は相手の事業所名称を確認し、話を
進めなければならないところ、事業所名称を
確認せずに延滞金の督促の話をしてしまった
ため、Ｂ事業所に対して、Ａ事業所が延滞金
を滞納していることの情報を漏えいしたもの
です。 2事

業所
― 0

○Ｂ事業所の経理担当者に、事業所
名称を確認もせずに内容を話したこと
をお詫びしました。「他言することはな
いが、Ａ事業所に対して謝罪をしない
といけないのではないか」とのお申出
がありました。
○担当者がＡ事業所へ訪問し、事業
主様へお詫びのうえ、状況説明を行
い、了承を得ました。

○保険料滞納や個人情報に関する話
を行う際は、相手（事業所、被保険者
様等）を十分確認のうえ行うよう、課内
に周知徹底しました。
○職場内研修として接遇の研修を実
施し、その中で全職員に対し、電話で
の応対に関する注意事項を周知しまし
た。

内
部

9



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○担当者が破産管財人である弁護士
事務所を訪問し、お詫びのうえ、今回
の事務処理の経過並びに還付金にて
返還させていただくことを説明し、了承
を得ました。
○担当者が破産管財人弁護士事務所
を再訪問し、担当者様に還付請求書
の記載方法等を説明のうえ、後日提
出していただくようお願いし、了承を得
ました。
○破産管財人である弁護士事務所よ
り、郵送にて還付請求書の提出があり
ました。

○課内会議において、当該事象を説
明し、再発防止の研修を行いました。

内
部

2011年2月16日

○領収した保険料等に係る領収済報告書
を、収納事務担当者が機械入力しようとしま
したところ、延滞金の収納額が入力出来な
かったことにより、過徴収であることが判明し
ました。

○交付要求をしていた破産管財人より、配当
するので債権現在額を送付してほしい旨の
連絡がありました。担当職員が債権現在額を
作成する際、平成２２年８月分については納
付期限の繰上徴収をしているにもかかわら
ず延滞金の計算をし、債権現在額に含めて
破産管財人に送付しました。破産管財人から
交付要求時の債権現在額に係る全額配当が
あり、当該延滞金が過徴収となりました。
○本来、納付期限の繰上徴収を実施した保
険料月分には延滞金が発生しないにもかか
わらず、担当職員が誤って延滞金を含めた
債権現在額を作成したことによるものです。
また、債権現在額を送付する際の即時決裁

1名 過徴収 39,700

延滞金の
過徴収に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

徳島 徳島南 2011年2月1日35

36

二以上事
業所勤務
被保険者
にかかる
賞与保険
料額の誤
入力につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

島根 出雲 2011年2月3日 2011年2月21日

○事業所の担当者様から、「平成２３年１月
分納入告知額が自社で計算した金額よりも
多い」とのお問合せがありました。
○確認しましたところ、二以上事業所勤務被
保険者賞与保険料登録処理票の誤入力が
判明しました。

○入力した処理票について、担当者及び担
当者以外の者で処理後の内容確認（ダブル
チェック）を行っていたにもかかわらず、保険
料額の桁数を誤入力していることに気づか
ず、その後の決裁においても誤入力に気づ
かなかったことによるものです。 1事業

所1名
― 0

○平成２３年１月分納入告知額を正当
額に更正を行い、口座振替依頼につ
いては緊急停止を行いました。
○電話により事業所の担当者様にお
詫びしたうえで、担当者が訪問しまし
た。今回の事象について再度お詫び
のうえ、平成２３年１月分保険料につ
いては、正当額に更正した納付書によ
り納付いただくことで了承を得ました。

○入力後の内容確認（ダブルチェック）
の徹底のほか、手作業により保険料
計算したものについては、保険料計算
日に増減内訳の再点検を行うことによ
り事故防止を図ることとし、課内で意
思統一をしました。 外

部

介護保険 ○事業所から介護保険料についてのお問合 ○届出の３名の方は４０歳以上であり、２年 ○担当者が当該事業所の担当者様に ○課内会議において当該事象を説明

また、債権現在額を送付する際の即時決裁
において誤りを発見することが出来なかった
ことによるものです。

37

介護保険
料の算出
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 越谷 2011年1月27日 2011年2月16日

○事業所から介護保険料についてのお問合
せがあり、確認しましたところ、介護保険料率
の改定月誤りによる保険料の算出誤りが判
明しました。

○届出の３名の方は４０歳以上であり、２年
以上遡及した介護保険料を調整するため、
介護保険料を手計算にて算出し、処理しまし
たが、平成２０年３月分から介護保険料率を
１．１３％で計算すべきところを１．２３％で計
算したため、介護保険料の算出誤りとなりま
した。
○また、保険料率改定の確認不足と決裁時
のチェック不足によるものです。

1事業
所3名
過徴収 3,228

○担当者が当該事業所の担当者様に
電話にてお詫びし、次回保険料で調
整させていただくことを説明し、了承を
得ました。

○課内会議において当該事象を説明
し、料率改定の確認と複数名での
チェックの徹底を改めて指示しました。

外
部

38

指定期限
到来前保
険料を含
めた差押
執行につ
いて

確
認
・
決
定
北海道 旭川 2010年6月24日 2010年9月3日

○ブロック本部からの連絡により、差押執行
について確認しましたところ、平成２２年６月
に行った差押執行について、指定期限到来
前保険料を誤って差押調書に記載したことが
判明しました。

○差押調書に記載した滞納保険料等の内訳
について、本来は滞納処分対象の年月分を
記載すべきところ、誤って指定期限が到来し
ていない分を記載してしまったため、誤った
差押執行となりました。
○原因は、作成時及び決裁時の確認不足に
よるものです。

2事業
所3件
過徴収 51,910

○徴収課長がＡ事業所（２件）の事業
主様にお詫びのうえ、差押調書の内
容に誤りがあり、差押執行が誤ったも
のであり、取消処理することを説明し、
了承を得ました。
○還付金に係る差押債権受入処理を
行いました。
○Ｂ事業所については 金融機関にて

○差押調査作成時において支援シス
テムのデータで判断することなく、窓口
装置により滞納額を確認すること及び
決裁時においての確認等チェック体制
を徹底し、再発防止に努めることとしま
した。 内

部
定
誤
り

○Ｂ事業所については、金融機関にて
差押執行しましたが、貸付金との相殺
のため、差押解除決議を行いました。

10



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

○課内会議において、当該事象を説
明し、二以上事業所勤務の届書に係
る処理について、二重チェックを必ず
行うよう申し合わせました。

内
部

○基本保険料算出内訳書の二以上事業所
勤務被保険者欄と二以上事業所勤務被保険
者管理台帳を全件突合しましたところ、二以
上事業所勤務被保険者の存在していない事
業所に対し、誤った保険料の請求を行ってい
ることが判明しました。

○二以上事業所勤務被保険者であった方が
二以上事業所勤務被保険者に該当しなくな
り、その際、二以上事業所勤務被保険者保
険料登録票の入力処理（減）を行いました
が、入力漏れ(一部及び全部)があったことか
ら、本来請求する必要のない保険料を誤請
求したものです。
○二以上事業所勤務被保険者保険料登録
票の入力処理後の確認について、二重チェッ
クを怠ったことにより生じたと思われます。
○また、基本保険料算出内訳書の二以上事
業所勤務被保険者欄と二以上事業所勤務被
保険者管理台帳の突合が毎年行われていな
かったためです。

3事業
所3名
過徴収 10,828,619

○厚生年金徴収課長が３事業所に赴
き、事業主様及び経理担当者様に対
してお詫びのうえ、状況説明を行い、
了承を得ました。
○また、過徴収保険料についても還付
請求書の受理及び今後発生する保険
料への充当にて対応することとなりま
した。

二以上事
業所勤務
被保険者
に係る保
険料登録
漏れによ
る保険料
誤請求に
ついて

未
処
理
・
処
理
遅
延

群馬 桐生 1994年12月1日
～2003年4月1日

2011年1月5日39

外
部

○滞納処分担当者が事業主様と保険料納入
の協議をした際、事業主様から平成２２年１２
月分社会保険料については口座振替をしな
いでほしい旨の依頼を受けたため、口座振
替停止の処理を口座振替担当者に指示して
いました。
○本来であれば、口座振替担当者が当該事
業所の平成２２年１２月分社会保険料につい
ては口座振替を停止するよう金融機関へ依
頼すべきところ、停止を依頼しなかったことが
原因です。

1事
業所
― 0

○担当者が事業主様に電話し、お詫
びのうえ、今回の事象を説明しまし
た。また、事業主様から、社会保険料
を還付してほしいとのご要望を受けた
ため、機構本部に確認をしてから再度
連絡することとしました。
○機構本部からの回答により、担当者
が事業主様に電話し、社会保険料に
ついて還付できることをお伝えし、了
承を得ました。
○担当者が事業主様に電話し、社会
保険料について、事業所の口座へ振
込されたことを確認しました。

○滞納処分担当者が事業主様から口
座振替停止の依頼を受けたときには、
口座振替緊急停止依頼簿に依頼を受
けた事業所名・依頼年月日・停止依頼
をする金融機関名を記入したうえで、
口座振替担当者に口座振替の停止依
頼を確実に行うよう伝達するよう改め
ました。
○口座振替停止の締日においては、
徴収課長が口座振替緊急停止依頼簿
を確認し、依頼を受けた口座振替停止
が確実に行われているかを確認し、処
理漏れが生じないよう、徹底しました。

社会保険
料の口座
振替停止
処理漏れ
について 未

処
理
・
処
理
遅
延

千葉 船橋 2011年1月25日 2011年1月31日

○事業主様より、「平成２２年１２月分の社会
保険料について口座振替の停止を依頼した
にもかかわらず、本日、当事業所の口座から
社会保険料が振替されている」とのお問合せ
がありました。
○確認しましたところ、依頼された口座振替
の停止処理がされていないことが判明しまし
た。

かったためです。

40

41

領収証書
送付誤り
について 誤

送
付
・
誤
送
信

大阪 城東 2011年2月2日 2011年2月3日

○Ａ事業所から、「当社分の領収証書ととも
に、Ｂ事業所分の領収証書が送付されてき
た」との電話連絡がありました。
○確認しましたところ、送付誤りが判明しまし
た。

○Ａ事業所の領収証書を送付する際に、同じ
封筒にＢ事業所の領収証書も封入し、送付し
てしまいました。
○原因は、封入の際、ダブルチェックすべき
ところ、していなかったことによるものです。 2事

業所
― 0

○Ａ事業所に担当者が赴き、今回の
事象をお詫びのうえ、領収証書を回収
し、了承を得ました。
○Ｂ事業所に、担当者が電話にて今
回の事象を説明のうえ、お詫びしまし
た。同日、担当者がＢ事業所に赴き、
改めてお詫びのうえ、領収証書をお渡
しし、了承を得ました。

○課内ミーティングにおいて、当該事
象を説明し、送付方法について、再度
周知徹底しました。
○また、発送時には必ず複数名による
封入のチェックの徹底を指示しました。 外

部

○Ａ様から電話をいただいた際、対応
した課員がお詫びのうえ、誤送付した
年金返納金催告書を回収に伺う旨を
申出ましたが、当所に用事があるの
で、お届けいただけるとのことでした。
○Ａ様が来所され、年金相談を終えら
れた後 誤送付した年金返納金催告

○氏名索引にて個人を特定する際に
は、氏名、生年月日、性別、住所及び
勤務履歴が照合する場合に特定でき
るものであり、複数名での確認が必要
であることを幹部会議、朝礼及びミー
ティングにおいて徹底しました。

返納金催
告書の誤
送付につ
いて

誤
送

○年金返納金催告書を受取られたＡ様から、
「催告書が送付されてきたが、身に覚えがな
い」との連絡がありました。
○確認しましたところ、Ａ様と同姓同名のＢ様
に送付するべきものを誤ってＡ様に送付して
いたことが判明しました。

○返納金催告書を送付する際、住所変更の
有無を確認するため、Ｂ様の氏名でオンライ
ン検索を行ったところ、同姓同名のＡ様の基
礎年金番号記録を、Ｂ様の記録であると誤認
し、基礎年金番号に登録されている住所に催
告書、債務承認書、返納方法等申出書を
誤って送付したものです

2名 ― 0

れた後、誤送付した年金返納金催告
書をお返しいただき、再度お詫びのう
え、了承を得ました。
○担当者がＢ様に電話し、お詫びのう
え、経過の説明し、変更後の住所あて
に年金返納金催告書を送付すること
で了承を得ました。
○Ｂ様あてに年金返納金催告書を送
付しました。

外
部

送
付
・
誤
送
信

佐賀 佐賀 2011年2月7日 2011年2月9日

誤って送付したものです。
○漢字氏名で検索した結果、該当する記録
がＡ様の記録のみであったため、住所、生年
月日の確認を行わないまま、同一人と誤認し
てしまったことが原因です。

42
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43

国民年金
特例任意
加入の誤
加入につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 浦和 2008年3月24日 2010年9月30日

○お客様の代理人が年金記録の確認のため
来所相談された際、合算対象期間を誤って
計算していたことが判明しました。

○配偶者様が被用者年金に加入しているた
め、国民年金の強制被保険者とならなかった
期間が２６９月のところ２７１月と数え間違え、
２ヵ月早く喪失予定と設定して処理し、受給
資格期間が不足となったものです。 1名 未徴収 30,200

○担当者がお客様宅に訪問し、お詫
びのうえ、説明しました。不足している
２ヵ月を加入していただき、納入いただ
くよう説明し、了承を得ました。

○任意加入対象者リストを出力し、点
検を行うとともに、朝礼で複数チェック
を徹底するよう指示しました。

外
部

国民年金
資格取得
喪失処理
誤りについ
て

確
認

○窓口において、国民年金の口座振替申出
を希望された方について資格記録を確認しま
したところ、平成１７年１１月に国民年金を厚
生年金加入による資格喪失として処理されて
いました。
○ご本人様に確認しましたと ろ 厚生年金

○平成１７年１１月に市役所から平成１７年１
０月分の国民年金異動報告書により資格喪
失処理が行われました。
○その際、市役所の確認においてＡ国民健
康保険組合加入記録をもって厚生年金加入
と誤 判断し しま た と 処理され

○窓口にて現況説明のうえ、調査確
認することで了承を得ました。
○お客様に改めて経過説明のうえお
詫びし、国民年金保険料の納入方法
については機構本部へ照会することと
しました

○市役所年金担当職員に対して、受
付書類の適正管理と内容審査を指示
しました。
○当所においては、第１号喪失確認
通知対象者一覧の適正処理を指示し
ました

44

・
決
定
誤
り

静岡 島田 2005年11月14日 2010年12月9日

○ご本人様に確認しましたところ、厚生年金
等の加入はないとのことで、資格喪失処理が
誤って処理されていたことが判明しました。

と誤って判断してしまったことで処理されてい
たことによるものです。 2名 未徴収 1,008,580

しました。
○機構本部からの回答により、時効消
滅として取扱う旨をお客様に説明を行
いました。納得できる結果ではない
が、取扱としては承知したとのことでし
た。

ました。 外
部

45

国民年金
特例任意
加入申出
の受理誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

岡山 岡山東 2007年11月21日 2011年1月21日

○老齢年金裁定請求書の内容を審査してい
ましたところ、平成１９年１１月に受理した国
民年金特例任意加入申出書の受理が誤って
いたことが判明しました。

○本来、６５歳までの高齢任意加入申出書の
受理とすべきところ、誤って特例高齢任意加
入申出書も受理してしまいました。
○その結果、お客様に納付すべきでない保
険料を納付させてしまいました。その原因
は、合算対象期間に係る確認が不十分で
あったことによるものです。

1名 過徴収 297,160

○お客様が来所され、お客様相談室
長と国民年金課長が面談し、お詫び
のうえ、国民年金特例任意加入申出
書の受理が誤っていたこと、保険料還
付が発生することを説明し、了承を得
ました。

○老齢年金受給期間を確認する際
に、審査を徹底することを職員に周知
しました。

内
部

○担当者がＡ様とＢ様に電話にてお詫
びのうえ、事象を説明し、了承を得まし
た。年金手帳を返送していただきまし
た。
○各年金手帳回収後、氏名記載の訂
正を行うとともに、年金手帳の再交付
を行い、お詫びの手紙を添えて、Ａ様
とＢ様へ送付しました。

○審査時の確認事項の封入封緘は必
ず２名以上で行う、封緘時は他者が宛
名・封入物の相違の確認を行なうこと
の業務処理マニュアルの再周知を行
いました。
○封入する送付物をクリアファイルに
入れたものを封入物発送ボックスに入
れ、他者がそれを再確認し封緘するこ
との再徹底を図りました。 外

部
2011年1月20日

○国民年金第３号種別変更届の提出をされ
たＡ様から、「別人（Ｂ様）の年金手帳が届い
ている」との連絡があり、Ｂ様に電話確認しま
したところ、「別人（Ａ様）の年金手帳が届いて
いる」との回答を得ました。
○Ａ様とＢ様から返送いただいた年金手帳を
確認しましたところ、氏名の訂正誤りであるこ
とが判明しました。

○事業所から提出された２名の国民年金第
３号被保険者種別変更届処理にあたり、添
付されていた年金手帳が２名とも旧姓のまま
の記載であったことから、一次審査時に年金
手帳の氏名（旧姓）を現在の姓に手書きにて
訂正した際、Ａ様とＢ様の名前が同じ(姓は
別）であったこともあり、姓を書き間違えたも
のです。
○年金手帳等送付書類を一度封筒から出し
て確認作業を行いましたが、Ａ様とＢ様の名
前が同じ(姓は別）であったこともあり、年金
手帳の氏名の誤記入に気づかず封緘したも
のです。
○封入封緘は必ず２名以上で行うこととなっ
ていますが、担当者本人のみが封入封緘し
たことにより、相互チェックしていないことが、
誤記入を発見できなかった原因です。

2名 ― 0

年金手帳
の氏名訂
正誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

愛媛
事務
センター

2011年1月18日46

47

国民年金
特例任意
加入の誤
加入につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

埼玉 浦和 2010年7月6日 2011年1月19日

○お客様が年金相談センターに来所された
際に、合算対象期間（配偶者様が厚生年金
の老齢給付の受給資格を満たしていたた
め、強制被保険者とならなかった期間）を見
落としていて、特例高齢任意加入をさせてし
まったことが判明しました。

○お客様が年金請求した際、受給権を確保
していましたが、合算対象期間を見落として
いて受給権がないと回答し、特例高齢任意
加入をさせてしまったものです。

1名 過徴収 89,860

○担当者がご本人様に電話し、お詫
びのうえ、訪問することとしました。担
当者が訪問し、再度お詫びのうえ、特
例任意加入分の還付について説明を
行い、了承を得ました。

○朝礼で複数人でのチェックを徹底す
るよう指示し、加えてお客様相談室に
て最終チェックするよう改めました。

外
部

12
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○当該事象について課内に周知する
とともに、同様の事象が生じた場合に
は、国民年金第３号特例届について
処理の進捗確認をすることとし、事前
に、国民年金第３号特例届の提出先
年金事務所と連絡調整のうえ、保険料
還付処理を行うことを徹底することとし
ました。

外
部

○お客様が来所され、「ねんきん定期便を確
認したところ、平成２１年７月に扶養からはず
れたため現在は、国民年金第１号被保険者
であるはずだが、国民年金第３号被保険者
のままになっている」とのお申出がありまし
た。
○確認しましたところ、平成８年５月より国民
年金第３号被保険者のままの状態になって
おり、国民年金第１号被保険者として納付し
た平成２１年７月分から平成２２年３月分の保
険料が誤って還付されていることが判明しま
した。

○旧Ａ社会保険事務所で平成２１年８月に受
付の、平成８年５月から平成１９年６月までの
国民年金第３号特例届が入力処理されまし
たが、特例期間を超えた平成１９年７月以降
については、受付から２年以内であるため、
システム的に国民年金第３号被保険者期間
に変更されてしまいました。これにより納付済
である、平成２１年７月分から平成２２年３月
分までの国民年金保険料が過誤納となりま
した。
○旧Ｂ社会保険事務所にて、平成２１年７月
分から平成２２年３月分保険料の還付決議を
行いました。本来であれば旧Ａ社会保険事務
所と連絡調整のうえ、お客様から平成２１年

1名 誤還付 130,610

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、経過を説明し、保険料還付金
を返納していただくようお願いし、了承
を得ました。
○平成２１年７月以降についての国民
年金第３号被保険者から国民年金第
１号被保険者への種別変更届を入力
処理しました。
○誤って支払をした保険料還付金に
ついて、返納金の調査決定処理を行
い、お客様に納付書を交付しました。
○保険料還付金を返納いただき、納
付記録の訂正を行いました。

国民年金
保険料の
誤還付に
ついて

確
認
・
決
定
誤

東京 池袋 2009年9月30日 2010年12月2日48

49

国民年金
任意加入
資格取得
申出書の
未処理に
ついて

未
処
理
・
処
静岡 島田 2010年10月29日 2010年12月6日

○国民年金任意加入資格取得申出書（付加
保険料付）及び口座振替申出書を提出され
たお客様より、「口座振替がされていない」と
の電話連絡がありました。
○確認しましたところ、受付処理がされてい
ないことが判明しました。

○窓口担当者がお客様から申出書を受理し
た際、次の来訪者の対応の際に、受付書類
を他の届書類の中に混同してしまい、当日の
受付書類から漏れ、受付書類が未処理と
なっていました。

1名 ― 0

○担当者がお客様宅に赴き、お詫び
のうえ、説明しました。付加保険料の
扱いについて機構本部と協議すること
としました。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に連絡し、付加保険料を徴
収できる旨をお伝えしました。
○担当者がお客様に再度お詫びのう

○国民年金担当課職員に対して、受
付書類の適正管理と書類受理後は個
人管理することなく、他の職員複数名
で確認できるよう、必ず受付箱に入れ
るよう指示しました。

外
部

所と連絡調整のうえ、お客様から平成２１年
７月以降の国民年金第１号被保険者への種
別変更届をご提出いただき、還付決定の取
消を行わなければなりませんでしたが、これ
を怠ったために発生した事象です。
○お客様は誤った還付通知とは知らずに、保
険料還付金請求書を提出されたため、平成２
１年７月分から平成２２年３月分の保険料が
還付金として支払われてしまいました。

誤
り

理
遅
延

○担当者がお客様に再度お詫びのう
え、付加保険料領収し、了承を得まし
た。

外
部

○当該３号届については、平成２２年２月に
事業主様経由で一度受付しましたが、医療
保険者の証明欄が未記入であったため、平
成２２年３月に事業所あてに返戻していま
す。
○３号届を受付した厚生年金適用調査課に
は国民年金第３号被保険者に関する届書の
受付簿がなく、また、事務処理担当課の国民
年金課には受付簿はありますが、お客様の３
号届を再受付した経過がありませんでした。
詳細は確認できませんでした。
○厚生年金適用調査課より国民年金課に届
書を回付する際 連絡及び回付を受けた際

1名 ― 0

○事業所より３号届を再度提出してい
ただきました。
○担当課長よりお客様へ電話し、お詫
びのうえ、早急に処理を行う旨をお伝
えし、了承を得ました。
○３号届の入力処理を行いました。
○担当課長より事業所へ電話し、再度
お詫びのうえ、処理が完了したことを
お伝えし、了承を得ました。

○厚生年金適用調査課と国民年金課
との間で、届書の受渡漏れや受付漏
れがあったときにはすぐに判明するよ
う、厚生年金適用調査課にて進行管
理票を作成するとともに、国民年金課
にて受付した届書の件数を必ずチェッ
クするよう受渡し方法の見直しを行い
ました。

国民年金
第３号被
保険者資
格取得届
の入力漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 文京 2010年4月6日 2010年12月16日

○お客様より事業所を通じて、国民年金第３
号被保険者資格取得届（以下、３号届という）
の処理状況にかかる照会が他年金事務所に
ありました。
○確認しましたところ、３号届の入力処理が
行われていないことが判明しました。

50

書を回付する際の連絡及び回付を受けた際
の確認が不十分だったことが当該事象が発
生した原因と思われます。
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51

国民年金
保険料及
び厚生年
金保険料
高齢任意
加入の領
収済通知
書の未処
理につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

千葉
事務
センター

2010年12月28日
2011年1月20日

2011年2月16日

○文書を保管しているボックスから領収済通
知書３通が封筒に入ったまま発見され、未処
理であることが判明しました。

○ボックスの中身は日々確認することとして
いますが、封筒の中身を確認するという基本
的な作業を怠ったことによるものです。

3名 ― 0

○国民年金保険料の領収済通知書に
かかるお客様宅に担当者が電話し、
ご家族にお詫びのうえ、今回の事象を
説明し、了承を得ました。
○高齢任意被保険者の領収済通知書
にかかるお客様に電話し、お詫びのう
え、今回の事象の経過を説明し、了承
を得ました。

○各チームごとにボックスごとの責任
者を決め、毎日、担当者が確認した後
に、再度チームリーダーが中身を確認
し、書類の管理について細心の注意を
払うとともに、今後同じようなことが起
こらないように厳格に取扱うよう指示し
ました。

内
部

○国民年金保険料納付記録照会回答
書とともに、お詫びの手紙をお客様あ
てに送付しました。

○当該事象について課内職員に周知
し、入力誤りがないよう注意喚起しまし
た。

資格喪失
処理の入
力誤りによ

○お客様から、他年金事務所へ、国民年金
保険料納付記録の照会申出書が提出され、
平成１４年１２月分と平成１５年１月分の付加

○国民年金に加入中であるお客様に対し、
誤って資格喪失の処理を行ってしまいまし
た。お客様は付加保険料とともに口座振替で

○担当者がお客様へ電話し、お詫び
のうえ、説明しました。正しい喪失予定
年月日に記録を訂正すると、その後の
保険料の納付が必要なことはご理解

○課内朝礼にて、被保険者様からの
照会への説明は正しく、入力誤りのな
いよう、複数でチェックをするよう徹底
しました

○担当者が、６５歳未満喪失年月日到達者
のリストを点検中に、入力されていた高齢任
意加入の喪失予定年月日が誤っていること
が判明しました

○高齢任意加入審査の結果、喪失予定年月
日平成２３年１０月と入力すべきところ、誤っ
て平成２２年１０月と入力していたことが判明
しました そのため ４８０月の満額希望での

国民年金
高齢任意
加入資格
喪失予定

1名 未徴収 800

送 。
○お客様より、平成１４年１２月分と平
成１５年１月分の付加保険料を納付し
たいとのお申出があり、機構本部に協
議することとしました。
○機構本部からの回答により、お客様
に、付加保険料の納付はできないが、
納付したものとして記録追加する旨の
文書を送付しました。

。

外
部

誤り
る付加保
険料の請
求漏れに
ついて 入

力
誤
り

三重 四日市 2002年12月5日 2010年10月4日

成 年 月分 成 年 月分
保険料が納付されていないことに対してのお
申出がありました。
○確認しましたところ、当所において誤って
資格喪失を入力処理したことにより、付加保
険料が口座振替されていなかったことが判明
しました。

。 客様 保険料 振替
保険料を納付されておりましたが、この誤っ
た喪失処理により保険料の口座振替につい
ても同時に終了する状態となりました。
○後日、資格喪失の誤入力に気づき、資格
喪失の取消処理を行い、保険料の口座振替
についても再開するための処理を行いました
が、本来であれば同時に付加保険料のお申
出についても入力処理を行わなければいけ
ないところ、付加保険料についての入力処理
を行わなかったたため、その後の保険料の
納付は、定額保険料のみの金額で口座振替
が行われました。

52

国民年金 ○事業所から 「厚生年金被保険者 国民年 ○当該事業所とは関わりのない別人の方の ○誤 て登録された配偶者情報につ ○課内会議において当該事象を説明

保険料の納付が必要なことはご理解
いただけましたが、誤りがなければ、
口座振替により割引前納ができたは
ずとのことで、納付について、機構本
部と協議することとしました。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に連絡し、前納割引による金
額での領収が可能なことをお伝えしま
した。
○お客様の配偶者様が来所され、再
度お詫びのうえ、保険料を現金領収
し、了承を得ました。
○事務センターに納付記録を補正依
頼し、基礎年金記録データへも納付記
録を収録しました。

しました。

内
部

2010年11月30日

が判明しました。 しました。そのため、４８０月の満額希望での
任意加入でしたが、1２ヵ月の未加入期間が
発生してしまいました。
○入力後の相互チェックをしていなかったた
め、誤りに気がつかなかったことによるもの
です。

1名 ― 0

喪失予定
年月日の
入力誤り
について

入
力
誤
り

大阪 豊中 2009年4月16日53

54

国民年金
第３号被
保険者の
配偶者情
報登録誤
りについて

入
力
誤
り

長野 長野北 2008年8月29日 2011年2月2日

○事業所から、「厚生年金被保険者・国民年
金第３号被保険者住所一覧表により従業員
及び従業員の配偶者の住所確認を行ったと
ころ、従業員１名分の配偶者記録が記載され
ていない」との連絡が他年金事務所にありま
した。
○確認しましたところ、当所で平成２０年８月
に行った国民年金第３号被保険者記録補正
の入力誤りであることが判明しました。

○当該事業所とは関わりのない別人の方の
国民年金配偶者関係記録登録処理票を入
力する際、誤って当該事業所勤務の被保険
者情報を入力してしまったためです。
○さらに、処理結果リストのチェック及び決裁
時にも誤りを見つけられなかったことによるも
のです。

1事
業所
― 0

○誤って登録された配偶者情報につ
いて、正しい配偶者情報に訂正しまし
た。
○担当者が事業所へ訪問し、担当者
様と面談し、お詫びのうえ、経過を説
明しました。経過説明の文書を事業主
様あてお渡しし、了承を得ました。

○課内会議において当該事象を説明
し、処理結果リストを２名以上の者によ
り、慎重なチェック実施を徹底するよう
指示しました。

外
部

14
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55

国民年金
保険料法
定免除勧
奨文書の
作成誤り
について

通
知
等
の
作
成
誤
り

長崎 佐世保 2010年12月22日 2011年1月18日

○法定免除該当届提出者にかかる該当日確
認のため、ご本人様あてに送付した勧奨文
書を確認しましたところ、裏面に別人の基礎
年金番号、住所、氏名、生年月日が記載され
ていたことが担当職員の報告により判明しま
した。

○この勧奨文書の仕様は、表面が勧奨文
書、裏面が法定免除該当届になっており、届
書内にはあらかじめ対象者の基礎年金番
号、住所、氏名、生年月日を印刷していま
す。片面ずつ印刷し、複写機で両面印刷にし
たものをご本人様へ送付しており、作成後に
職員による再確認をしなかったことが原因で
す。

2名 ― 0

○国民年金課長がご本人様宅にお伺
いし、お詫びのうえ、経過説明を行い、
了承を得ました。勧奨文書を回収しま
した。
○国民年金課長が別人の方のご自宅
へ架電し、お詫びのうえ、経過説明し、
了承を得ました。お詫びの手紙を送付
しました。

○朝礼時に、文書作成時において複
数名によるチェックを確実にするよう、
職員へ注意喚起を行い、課室長にお
いては、課室ミーティング時に、決裁
時の確認を徹底するよう注意喚起を
図りました。

内
部

国民年金
任意加入
被保険者

誤

○お客様から、「別人の国民年金任意加入
被保険者資格取得申出受理通知書が送られ
てきた」との電話があり、誤送付が判明しまし

○職員が本来、申出書を目視しながら、送付
用封筒に宛先・宛名を記入すべきところ、別
件で同様の任意加入の被保険者様の相談を

○お客様からの電話をいただいた際
に、受電者がお詫びし、返送依頼を行
いました。

○課内朝礼にて、担当課長が全課員
に対し、個人情報の取扱には細心の
注意を払うことは言うまでもなく、強く

56

資格取得
申出受理
通知書の
誤送付に
ついて

誤
送
付
・
誤
送
信

神奈川 平塚 2010年12月6日 2010年12月7日

た。 別の職員から持ちかけられ対応していたた
め、窓口装置画面に照写されていた方のも
のと混同し、同一人の記録と思い込み、その
画面を見て記入してしまいました。
○封入・封緘を１人で行ったことにより、複数
人での確認を怠り、そのまま発送してしまっ
たものです。

2名 ― 0

○お客様から返送がありました。
○職員が別人の方に電話し、お詫び
のうえ、説明し、了承を得ました。
○別人の方あてに通知書を送付しまし
た。

意識を持って取り組むよう指導・徹底
を行いました。

外
部

57

年金手帳
の誤送付
について 誤

送
付
・
誤
送

東京 港 2011年1月24日 2011年1月28日

○当所より国民年金保険料納付書等を送付
したＡ様より、「別人Ｂ様の年金手帳が同封さ
れている」とのお申出がありました。
○確認しましたところ、年金手帳の誤送付が
判明しました。

○Ａ様の国民年金関係届とＢ様の国民年金
関係届の入力処理を行いました。その後、Ａ
様並びにＢ様に送付する通知書や年金手帳
等を封入封緘する際、誤ってＢ様の年金手
帳をＡ様あての封筒に同封し、送付してしま
いました。
○本来であれば、複数人で封筒の宛名と送
付物の氏名等を確認しなければならなかった

2名 ― 0

○担当者よりＡ様にお詫びし、年金手
帳を返送していただくことで了承を得
ました。
○Ａ様より送付いただいた年金手帳が
到着し、同日、Ｂ様に年金手帳を送付
しました。
○担当課長よりＢ様に連絡し、お詫び
のうえ、今回の事象について説明し、

○担当課長が、課職員全員に個人情
報保護の徹底を指示するとともに、当
該事象を説明し、発送時は宛先と送付
物の氏名等の確認を複数人で行うこと
の徹底を指示しました。

外
部

送
信

付物の氏名等を確認しなければならなかった
ところ、複数人での確認を怠ったことが原因
で、誤封入に気づくことができませんでした。

のうえ、今回の事象に いて説明し、
了承を得ました。

15
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○区役所に対し、郵送で受付した書類
については、内容をよく確認してから
送付する旨を再確認し、連携の徹底を
図りました。
○本事象を課員全員に報告し、受付
書類について進捗管理の再確認を行
い、再発防止に努めるよう周知徹底し
ました。

○お客様が区役所に来訪され、「ねんきん定
期便に平成２１年３月からの加入記録が掲載
されていない」とご相談をされた際、区役所か
ら当所に電話照会がありました。
○確認しましたところ、国民年金被保険者種
別変更届が未処理であることが判明しまし
た。

○平成２１年６月、お客様が送付された国民
年金被保険者種別変更届を区役所が受付し
ました。届書は第１号・第３号被保険者資格
取得勧奨の様式であり、区役所はお客様に
返戻せずに当所へ進達してしまいました。
○平成２２年６月、区役所からの照会により
国民年金被保険者種別変更届の未処理が
判明したため、届書を捜索しましたが、見当
たりませんでした。また、当所からお客様へ
返戻したことも考えられたため、当時の返戻
の控えも確認しましたが、見当たりませんで
した。
○受付・返戻の際の進捗管理が徹底されて
いなかったために発生した事象です。

国民年金
被保険者
種別変更
届の処理
漏れにつ
いて

○職員が届書（区役所の控）を入力処
理し、お客様のご依頼により平成２２
年６月分の納付書を送付しました。
○国民年金課長と区役所職員がお客
様へお詫びしました。この際、平成２１
年３月分から平成２２年５月分までの
保険料については、法定納付期限（翌
月末日）から２年以内にお支払いただ
く必要があることに了承が得られず、
再度連絡することとしました。また、お
客様へ平成２２年７月分から平成２３
年３月分までの納付書を送付しまし
た。
○お詫びの手紙と平成２１年３月分か

外
部

2010年6月17日

いなかったために発生した事象です。

1名 未徴収 205,430

受
理
後
の
書
類
管
理
誤
り

神奈川 横浜西 2009年6月下旬58

○お詫びの手紙と平成２１年３月分か
ら平成２２年５月分の納付書をお客様
へ送付しましたが、お客様より送付物
が開封されずに返送されました。機構
本部に平成２１年３月分から平成２２
年５月分の保険料について時効を延
長したい旨の協議書を提出しました。
○機構本部より「時効が到来していな
いため、時効内の納付が困難であると
きは、お客様自署の納付誓約書等を
受理することにより時効中断とする」旨
の回答を受け、国民年金課長がお客
様に電話で協議結果をお伝えしました
が、当所の不手際にもかかわらず、お
客様自身が納付誓約書を提出をする
ことに了承が得られないまま、お客様
が仕事中であったため電話を終えまし
た。た。
○お客様あてにお詫びの手紙と、平
成２１年３月分から平成２２年５月分ま
での保険料を確認してご署名いただ
く、国民年金保険料確認書を送付しま
した。
○お客様から、国民年金保険料確認
書を郵送にて受理しました。
○平成２１年３月分から平成２２年５月
分までの納付書をお客様へ送付しまし
た。

16
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59

未納月数
の説明不
足により国
民年金保
険料の納
付ができな
かった件
について

確
認
・
決
定
誤
り

東京 港 2010年2月
～2010年3月頃

2010年7月13日

○お客様より電話にて、「国民年金保険料の
未納分について年金事務所に電話にて何度
も問合せていたが、回答に疑問を感じたため
区役所へ赴いて記録を確認したところ、平成
２０年３月、４月、５月分が未納となっており、
すでに時効により納付することができなくなっ
ていた」との連絡がありました。

○年金事務所にお客様の対応経過が残って
いないため、説明の詳細が確認できません
でした。
○お客様のお申出から推測しますと、本来で
あれば平成２０年３月、４月、５月分の保険料
を納付していただくよう説明しなければならな
かったところ、確認及び説明不足であったた
め、平成２１年３月分（平成２０年度３月分）と
伝わってしまったことにより発生した事象と思
われます。

1名 未徴収 42,920

○担当課長がお客様に電話にてお詫
びをし、時効となった保険料納付につ
いては、機構本部と協議のうえ、再度
連絡することとしました。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に連絡し、再度お詫びのう
え、時効により納付できない旨をお伝
えし、了承を得ました。

○担当課長より課員に当該事象を説
明し、保険料の納付月等を説明する
際には、保険料の年度と年月分につ
いて、お客様にわかりやすく説明する
よう指示しました。

外
部

法定免除
が誤入力

○出張年金相談会のDM（ねんきん特別便未
提出者等）の記録を確認している際に 障害

○本来、全額免除承認期間として管理される
べき国民年金期間が 法定免除期間として

○職員がご本人様宅を訪問し、お詫
びのうえ 説明しました 対応を機構

○朝ミーティング時に全職員に対し、
事案の経過を説明し 業務処理マニュ

60

が誤入力
されている
国民年金
記録につ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

沖縄 石垣 2001年3月29日 2010年11月30日

提出者等）の記録を確認している際に、障害
年金の受給記録のない被保険者様に法定免
除が入力されていました。
○生活保護受給の可能性もあるため、ご本
人様宅を訪問し、生活保護及び障害年金受
給の有無の確認をしましたところ、ご本人様
よりなしとの回答があり、誤入力が判明しまし
た。

べき国民年金期間が、法定免除期間として
誤って入力・管理されていました。
○原因は当時の書類が保存されていないた
め不明ですが、入力結果についての確認不
足によるものと考えられます。

1名 ― 0

びのうえ、説明しました。対応を機構
本部と協議のうえ、再度連絡すること
を説明しました。
○職員がご本人様と面談し、再度お詫
びのうえ、法定免除を取消し、配偶者
様の状況を勘案したうえで全額免除承
認期間に訂正し、一部期間は納付が
必要であることを説明しました。納付
書を交付し、了承を得ました。

事案の経過を説明し、業務処理マニュ
アルに基づき処理結果リストの確認を
徹底し、再発防止を図ることとしまし
た。

内
部

61

国民年金
保険料の
重複還付
について

確
認
・
決
定
埼玉 熊谷 2010年12月 2010年12月7日

○再交付分還付請求書について、機構本部
にて処理した還付済記録の中で、窓口装置
に反映されていない記録と照合しましたとこ
ろ、重複還付が判明しました。

○平成２２年９月以降、還付金未請求者リス
トにて届出の再勧奨を行ってきましたが、今
回、機構への移行準備のため、還付金の支
払処理が行われた被保険者の中で、窓口装
置への記録の反映がエラーとなっている方よ
り再請求があり、年金事務所では、エラー
デ タの確認ができないため 重複還付とな

1名 誤還付 14,610

○機構本部に支払中止を依頼しまし
たが、対応できないとの回答でした。
○お客様に重複還付の事実を確認し
ましたので、お詫びのうえ、返納金納
付書を送付し、納付していただきまし
た。

○職員に今回の事象を周知し、チェッ
クの徹底を図ることとしました。

内
部

定
誤
り

データの確認ができないため、重複還付とな
りました。

国民年金
保険料の
誤還付に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知
名古屋
北

2005年8月14日 2010年12月10日

○機構本部より、別人に誤還付した疑いがあ
るとの連絡がありました。
○確認しましたところ、Ａ様に還付すべき国
民年金保険料を、誤ってＢ様に還付していた
ことが判明しました。

○Ａ様の転入を契機に国民年金保険料納付
書が発行され、同一住所であることから、納
付書がＢ様に渡り、Ｂ様は納付書の期間が
既に共済組合期間であったことから、旧社会
保険事務所に連絡が入り、当時の担当者は
Ａ様とＢ様はいずれも同一の共済組合の加
入者であり、氏名（漢字同一、ふりがな相違）
も似ており、生年月日も似ていることから、同
一人と勘違いし、Ｂ様の共済加入日である平
成１４年１０月でＡ様を資格喪失させ、氏名と
生年月日をＡ様のものに訂正し、Ｂ様あてに
還付してしまったと思われます。
○Ａ様の共済組合加入日は平成１５年４月の
ため、Ｂ様と間違われたために、本来還付す

2名 誤還付 66,500

○Ａ様から連絡が入り、担当課長より
お詫びのうえ、今回の事象を説明しま
した。記録訂正後の被保険者記録回
答票を送付することで了承を得まし
た。
○Ａ様あてに被保険者記録回答票を
送付しました。
○Ｂ様から連絡が入り、担当課長がＢ
様宅を訪問し、お詫びのうえ、今回の
事象を説明し、返納について了承を得
ました。
○Ｂ様あてに返納金納付書を送付し
ました。

○課内会議において、当該事象を検
証し、基礎年金番号を必ず確認するよ
う指示するとともに、特殊なケースは
複数人で確認を行うことを徹底しまし
た。

内
部

62

ため、Ｂ様と間違われたために、本来還付す
る必要のない記録を資格喪失したことによ
り、別人であるＢ様に保険料が還付されまし
た。

17



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

63

国民年金
保険料口
座振替の
実施不能
について

確
認
・
決
定
誤
り

滋賀
事務
センター

2010年10月25日 2010年12月14日

○年金事務所において、国民年金保険料口
座振替不能調査一覧表を点検し、口座振替
依頼書なしの理由により振替不能となったも
のについて、事務センターへ照会がありまし
た。
○確認しましたところ、国民年金保険料の口
座振替不能が判明しました。

○金融機関に対し口座確認を依頼すべきと
ころ、事前審査において確認印がないことに
気付かず、金融機関確認印なしで入力処理
完了とし、決裁後保管しました。そのことによ
り、金融機関への確認依頼書の送付が行わ
れていませんでした。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びのうえ、
説明しました。早割りによる口座振替
と同額での納付を強く希望されてお
り、機構本部に協議することとしまし
た。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に再度お詫びのうえ、説明
し、年金事務所に収納を依頼して、早
割りによる口座振替と同額で保険料を
領収し、了承を得ました。

○職員に事象を周知し、マニュアルに
添った業務が行われていれば防止で
きた誤りであり、マニュアルで得た知
識を業務において実践できるよう、常
に意識を持って取り組むように徹底し
ました。 内

部

延滞金の
領収誤り
について

確
認

○お客様が来所され、督促期間分に係る国
民年金保険料を延滞金を含めて完納したい
旨のお申出があり 領収しました

○お客様からのお申出に基づき、督促期間
分に係る国民年金保険料及び延滞金を現金
領収しましたが 延滞金額を計算する際に

○担当者がお客様へ電話し、お詫び
のうえ、延滞金の過徴収及び還付に
ついて説明し 了承を得ました

○延滞金の計算についてはチェック体
制を強化し、必ず２名にて確認するこ
ととしました

64

について 認
・
決
定
誤
り

福島 郡山 2011年1月31日 2011年2月1日

旨のお申出があり、領収しました。
○窓口装置に入力処理する際に、延滞金の
金額が相違していることが判明しました。

領収しましたが、延滞金額を計算する際に、
延滞金算入期間から除外すべき差押期間を
１日分誤ったために、本来徴収すべき延滞金
額よりも５０円多く計算された金額で領収して
しまいました。

1名 過徴収 50

ついて説明し、了承を得ました。
○機構本部への還付金の登録を行い
ました。

ととしました。

内
部

65

国民年金
保険料に
係る差押
及び歳入
金払込誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

三重 津 2011年2月3日 2011年2月4日

○国民年金保険料を差押し、取立後に金融
機関へ歳入金として払込した後、債権差押調
書・謄本・通知書等作成中に、差押金額が滞
納保険料を超過していることが判明しまし
た。

○国民年金の滞納保険料及延滞金の延滞
金額を誤り、そのまま払込してしまったもので
す。
○普通預金の残額すべてを差押えるものと
誤解していたこと、また、差押当日において
現金領収・払込及び差押各関係書類の作成
及び確認を怠ったために発生したものです。

1名 過徴収 3,235

○ブロック本部を通じて機構本部に確
認し、後日、滞納者ご本人様からの還
付請求になることを確認しました。
○担当課長と担当者がお客様宅へ訪
問し、お詫びのうえ、説明し、後日還付
請求書を提出していただくことで了承
を得ました。

○今回の事象について所長より関係
職員に周知し、取扱について徹底する
よう指導しました。
○また、全職員にも事象の周知及び
取扱の徹底を指示しました。 内

部

国民年金 ○お客様から、「クレジット納付で６ヵ月前納 ○本来、６ヵ月前納の入力締切日までにクレ ○担当者がお客様へ電話連絡後、訪 ○国民年金グループ内において当該

66

国民年金
保険料クレ
ジット納付
及び付加
保険料に
かかる処
理誤りにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

京都
事務
センター

2010年9月24日 2010年11月29日

○お客様から、 クレジット納付で６ヵ月前納
が実施されていない」と年金事務所にお問合
せがありました。
○確認しましたところ、クレジット納付での６ヵ
月前納の入力締切に間に合っていなかった
ことが判明しました。

○本来、６ヵ月前納の入力締切日までにクレ
ジット納付申出書の入力をしておくべきとこ
ろ、通常サイクルで処理してしまったため、
６ヵ月前納を行うことができませんでした。そ
の原因は、事前・事後チェックの際、早期に
入力が必要な旨のメモ書きを見落としたこと
によるものです。
○また、平成２２年９月分の付加保険料につ
いては、本来手作業により納付書を作成す
べきところ、作成をしていませんでした。

2名 ― 0

○担当者がお客様 電話連絡後、訪
問して今回の事象を説明し、お詫びし
ました。付加保険料の納付にかかる対
応については、機構本部に協議のう
え、改めて連絡することで了承を得ま
した。
○機構本部からの回答により、お客様
宅を訪問し、再度お詫びのうえ、付加
保険料の現金領収をし、了承を得まし
た。

○国民年金グル プ内において当該
事象を説明し、業務スケジュールを把
握して、納付期限間近な保険料や入
力締切の迫っている処理については、
常に意識して業務に取組むよう朝礼
等で注意喚起しました。 外

部

○担当者がお客様へ電話し、平成２２
年４月に受付した国民年金付加保険
料申出書が処理されていないことをお
詫びのうえ、平成２２年の４月分から８
月分の付加保険料について、納付を
希望されたため、機構本部に協議する
こととしました。

○今回の事象をグループ内に周知す
るとともに、届書に他の届書と同時に
提出されているなどが付記されている
ものについては、別管理をするよう、
再度徹底しました。

○市役所から、既に平成２２年４月に国民年
金付加保険料申出がされているはずの被保
険者様について、平成２２年９月からの国民
年金付加保険料申出書の処理が出力された
ため、年金事務所に問合せがありました。
○確認しましたところ、国民年金付加保険料
申出書の処理がされていないことが判明しま

○平成２２年４月に市役所にて第１号資格取
得と同時に国民年金付加保険料申出書を受
付後、平成２２年５月に事務センターに進達
されましたが、申出書を処理する際に、第１
号届提出有と届書に付記してあったにもかか
わらず、資格取得の処理が行われていな
かったため、そのまま処理済としてしまったも

国民年金
付加保険
料申出書
の処理誤
りについて 未

処
理 。

○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に付加保険料の領収方法に
ついて説明し、後日訪問し、領収させ
ていただくことを説明しました。
○担当者がお客様宅を訪問し、再度
お詫びするとともに、付加保険料を現
金領収し、了承を得ました。

外
部

2010年12月14日

申出書 処 さ な 判明
した。

、そ 処 済 も
のです。

1名 ― 0

理
・
処
理
遅
延

愛知
事務
センター

2010年4月14日67
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○課内会議において今回の事象を説
明し、課職員に周知しました。

内
部

○付加保険料未納者一覧表の確認作業をし
ていましたところ、既に平成２２年３月の定額
保険料を納付されている方の同月に係る国
民年金付加保険料納付書の作成記録がな
く、被保険者に送付されていないことが判り、
国民年金付加保険料納付申出書を入力処理
後に、当該納付書を作成する入力処理をして
いないことが判明しました。

○国民年金付加保険料納付申出書の入力
処理後、本来であれば月次の前納口座振替
者について、付加申出が月末に近い場合、
付加申出初月分は年金事務所において当該
付加保険料納付書を作成しなければならな
いところ、通常月と同様に付加入力の翌週に
は機構本部より作成されるものとの誤認識に
より、付加納付書の作成処理をしなかったこ
とによるものです。

3名 未徴収 400

○担当者よりお客様へ今回の経緯を
説明し、お詫びをしましたところ、１名
の方につきましてはこのまま翌月（平
成２２年４月）分からの付加保険料納
付でよいとのご返答をいただきました
が、２名の方につきましては申出時か
らの付加保険料納付のご希望を受け
ましたので、機構本部へ協議すること
としました。
○機構本部から収納可との回答を受
けて、担当者が２名のお客様宅を訪問
し、再度お詫びのうえ、平成２２年３月
分付加保険料を現金領収することで、
了承を得ました。

国民年金
付加保険
料に係る
納付書の
作成漏れ
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

愛媛 今治
2010年3月26日
2010年3月29日
2010年3月31日

2011年1月14日68

外
部

○大量に納付書を作成することにより、印字
がぶれたりしてバーコードがうまく印字できな
くなっていました。

2名 ― 0

○担当者がお客様に、年末年始の休
みに入り、適切な対応が出来なかった
ことをお詫びしました。納付できなかっ
た追納保険料についても納めたいと
の要望があり、機構本部へ協議するこ
ととしました。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様へ連絡し、再度お詫びのう
え、時効となった追納保険料（平成１２
年１２月分）を領収が可能である旨を
お伝えしました。
○お客様が来所され 追納保険料（平

○今回の事象について、職員に周知
するとともに、機構本部に連絡しまし
た。

通
知
等
の
作
成
誤
り

兵庫

納付書
バーコード
の印字不
鮮明につ
いて

西宮 2010年12月31日 2011年1月5日

○お客様より、「コンビ二エンスストアに納付
書を持っていったが、納付書のバーコードが
読み取れず、受付してもらえなかった」とのお
申出があり、バーコードの印字不鮮明により
納付できなかったことが判明しました。

了承を得ました。
○収納後、納付記録の補正処理を行
い、お客様あてに付加保険料を納付
いただいた記録に訂正となったことを
お知らせしました。

延

69

70

国民年金
追納保険
料納付書
の誤発行
について

通
知
等
の
作
成
誤
り

兵庫 兵庫 2010年12月3日 2011年1月21日

〇事務センターより、追納された国民年金保
険料に過誤納が発生している旨の連絡があ
りました。
○確認しましたところ、お客様が追納された
期間より以前に追納可能な月があり、追納納
付書の追納期間を誤って発行していたことが
判明しました。

〇平成２２年１２月、ご本人様より追納のお申
出があり、納付書発行の際、本来、追納可能
な期間のうち、一番古い平成１３年３月から
の追納納付書を発行すべきところ、免除記録
を見落とし、平成１３年４月からの納付書しか
発行しなかったことが原因です。 1名 過徴収 60,720

○担当者がご本人様に電話し、お詫
びのうえ、事象を説明しました。文書に
て詳細説明を求められましたので、ご
本人様あてに説明の文書を送付しまし
た。
○担当者がご本人様宅へ電話し、配
偶者様から、「文書を受取り、内容は
理解した。納付済追納保険料を一旦
還付してもらい、改めて追納申出をす
るかを考える」とのことで了承を得まし
た。

○追納申出の際、追納可能な月以降
の免除記録を色の違うペン等で再確
認すること、また、免除月数と納付書
交付枚数をチェックすることについて、
注意喚起を行いました。

内
部

○お客様が来所され、追納保険料（平
成１２年１２月分）を領収しました。

り
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1名 ― 0

○担当課長よりお客様に電話し、お詫
びしましたが、誤りではなく自身が平
成１１年以降も毎年申請していた免除
の結果として認識しているとのことで
あり、ご理解いただけませんでした。
○お客様は平成１１年以降免除を申
請していたのに免除が途切れている
記録が不服として、第三者委員会へ
記録回復を求めることとなりました。
○お客様宅へ赴き、再度お詫びを申
出ましたが、第三者委員会への用紙
を送付してくれればいいとのお申出が
ありました。

○所内会議において、当該事象を説
明し、各課からの通知文書の作成誤り
に注意し、送付前に複数名でのチェッ
クを行うことを徹底しました。

外
部

国民年金
免除理由
消滅通知
書の送付
誤りについ
て 通

知
等
の
作
成
誤
り

京都 京都南 2001年6月25日 2011年1月31日

○お客様より、「ねんきん定期便に対する回
答に対して不服がある」とのお申出がありま
した。
○確認しましたところ、平成１１年１０月より生
活保護中止による法定免除理由消滅処理
が、平成１３年６月に行われていることが確
認でき、また、その際に誤って免除該当通知
書が送付されていることが判明しました。

○平成１３年当時、生活保護打ち切りによる
法定免除理由消滅届は、市区町村の国民年
金課を通じてお客様よりお申出があってから
の処理となっていました。市町村のデータと
照合した結果でも、平成１３年６月にお客様
が住所変更届と同時期に免除理由消滅申出
書を市区町村へ提出したものと推定されるこ
とから、遡及処理は正常なものと判断されま
す。
○しかしながら、本来、お客様あてに、国民
年金保険料免除理由消滅通知書を送付すべ
きところ、誤って、国民年金保険料免除該当
通知書で出力して送付していました。
○それにより免除が継続している状態である

71

72

国民年金
保険料免
除勧奨の
作成誤り
について

通
知
等
の
作
成
誤
り

兵庫 豊岡 2010年12月20日 2011年2月3日

○国民年金保険料免除勧奨を送付したお客
様が来所され、平成２１年１０月から厚生年
金加入のため、国民年金期間がないにもか
かわらず、免除が可能なのかとのお申出が
ありました。
○確認しましたところ、免除対象期間がない
にもかかわらず、免除勧奨を送付しているこ
とが判明しました。

○国民年金課において免除勧奨対象者を抽
出した際に、平成２２年７月以降に国民年金
被保険者期間がないにもかかわらず、平成２
１年７月～平成２１年９月の国民年金期間を
見誤ったため、免除勧奨を送付していまし
た。
○また、抽出後の再確認した際にも、抽出誤
りのチェックを漏らしていたことによるもので
す。

1名 ― 0

○お客様相談室長が窓口にて、今回
の事象を説明してお詫びし、了承を得
ました。
○その他の免除勧奨送付者について
確認しましたところ、同様の案件は見
当たりませんでした。

○課内会議において、当該事象を説
明し、対象者抽出の際には、抽出条件
を充分に理解したうえで慎重に行うよ
うに指示し、抽出後の送付の際にも、
複数名による体制でチェックするよう
申し合わせました。

外
部

国民年金
保険料免
除勧奨の

通
知

○事務センターから、６０歳以上の国民年金
任意加入被保険者の方で国民年金保険料
免除申請の受付があるとの連絡により、免除

○国民年金課において免除勧奨対象者を抽
出した際に、６０歳以上の国民年金任意加入
被保険者で免除を申請することができないに

○国民年金課長が電話にて、今回の
事象を説明してお詫びし、了解を得ま
した。

○課内会議において、当該事象を説
明し、対象者抽出の際には、抽出条件
を充分に理解したうえで慎重に行うよ

○それにより免除が継続している状態である
との誤解を与えたこととなりました。作成・決
裁段階で通知書の誤りに気づかなかったの
が原因です。

73

除勧奨の
作成誤り
について

知
等
の
作
成
誤
り

兵庫 豊岡 2010年12月20日 2011年2月3日

免除申請の受付があるとの連絡により、免除
を申請できない被保険者様へ免除勧奨を送
付したことが判明しました。

被保険者で免除を申請することができないに
もかかわらず、生年月日を見誤ったため、免
除勧奨を送付していました。
○また、抽出後の再確認した際にも、抽出誤
りのチェックを漏らしていたことによるもので
す。

1名 ― 0

した。
○その他の免除勧奨送付者について
確認しましたところ、同様の案件は見
当たりませんでした。

を充分に理解したうえで慎重に行うよ
うに指示し、抽出後の送付の際にも、
複数名による体制でチェックするよう
申し合わせました。

内
部

74

資格取得
届の入力
に関わる
納付書作
成漏れに
ついて

通
知
等
の
作
成
誤
り

長野
事務
センター

2010年2月19日 2010年12月9日

○年金事務所より、「お客様より国民年金保
険料納付書が届かない旨のお問合せがあっ
た」との連絡を受けました。
○確認しましたところ、国民年金保険料納付
書の作成漏れが判明しました。

○国民年金に加入中で、遡って過去の期間
の国民年金を取得する場合は、記録追加入
力をして、記録追加入力が随時納付書作成
契機でないため、追加した期間の納付書を
納付書作成処理票で発行すべきところ、納付
書発行を忘れていたためです。
○また、チェック体制が構築されていなかっ
たことによります。

1名 未徴収 14,100

○担当者よりお客様に電話し、お詫び
のうえ、説明しました。時効が完成して
いる平成２０年３月分について納付希
望があるため、機構本部と協議し、お
客様に連絡をすることで了承を得まし
た。
○機構本部からの回答により、担当者
がお客様に再度お詫びのうえ、平成２
０年３月分について納付できない旨を
お伝えし、了承を得ました。

○担当者の属するグループにおいて、
当該事象を説明し、マニュアルに沿っ
たチェック体制の強化について、周知・
徹底を図りました。

外
部

75

国民年金
保険料還
付金の説
明誤りにつ
いて 説

明
誤
り

愛媛
事務
センター

2011年1月11日 2011年1月21日

○国民年金保険料還付金にかかる充当取消
についての相談が担当者からあったことによ
り、お客様に誤った説明をしていたことが判
明しました。

○担当者が窓口装置画面を十分に確認せず
に、今回充当となったところを既に納付済み
であったものと勘違いし、お客様からの電話
による話の内容により、重複納付との思い込
みで還付できると誤って説明してしまったこと
が原因です。 1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びのうえ、
事象説明しました。
○充当が優先され、全額還付はでき
ないこと、窓口対応のお詫びを文書に
てお客様あて送付しました。
○お詫びの文書発送から一定期間が
経過しましたが、お客様からの照会は
ありません。お客様から照会があった
際には、引続き対応していきます。

○朝礼において事象を報告し、お客様
からのお問合せには、窓口装置で記
録を十分確認し、慎重にお答えするこ
との徹底を図りました。

内
部

20
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○担当者がお客様に、お詫びのうえ、
事象説明しました。
○お客様が来所され、担当者が再度
お詫びしました。お客様は、還付され
ることについては一定理解されました
が、担当者の誤った説明により、当初
は追納期間とされると考えていたた
め、還付金の請求手続きが遅れたも
のであり、この還付金をもって年度内
に追納保険料を支払いたいとの強い
ご希望があり、機構本部に協議し、還
付することとしました。
○還付金支払日が確定したことから、
お客様へ電話にて説明し、了承を得ま

○ミーティングにて、再度、業務処理マ
ニュアルを印刷配付し、免除・学生納
付特例承認期間にかかる追納の制度
取扱について確認・周知しました。

内
部

2011年1月21日

○国民年金保険料還付金にかかる取消につ
いての相談が担当者からあったことにより、
お客様に誤った説明をしていることが判明し
ました。

○本来、学生納付特例承認期間は追納申込
を行い、追納専用の納付書でしか納付はで
きませんが、担当者の誤認識により、追納申
込をすれば、学生納付特例承認以前に送付
された定額納付書でも追納となり、還付金は
発生しないと説明してしまいました。

1名 ― 0

国民年金
保険料還
付金の説
明誤りにつ
いて

説
明
誤
り

愛媛
事務
センター

2011年1月4日76

77

社会保険
料（国民年
金保険料）
控除証明
書の印影
の印刷誤
りについて

事
故
等
本部

国民
年金部

2010年10月30日 2010年11月4日

○ブロック本部から、「社会保険料（国民年金
保険料）控除証明書の印影が違う」との連絡
があり、印影が誤っていることが判明しまし
た。

○本来、印影は「厚生労働省年金局事業管
理課長」ですが、誤って「厚生労働省年金局
事業企画課長」の印影で印刷したものです。
○委託業者は機構に印影を受取に来ておら
ず、別の契約で貸与を受けた印影を誤って使
用しました。同じ印であるとの誤解がありまし
た。
○国民年金部の検証では、印影の確認まで
は行っていませんでした。

938,097
件 ― 0

○国税庁に報告しました。
○被保険者様あてに訂正版控除証明
書を、お詫びの手紙とともに、封書で
送付することとし、全件について発送
しました。

○複数人による印刷内容のチェックを
徹底することとしました。
○委託業者に対し、印影を貸与する旨
の仕様書等への具体的記載を行うこ
ととしました。
○担当部から委託業者に印影を直接
貸与することとしました。

内
部

お客様へ電話にて説明し、了承を得ま
した。

21



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

78

還付金等
のデータ
登録誤り
による死
亡一時金
の二重払
いについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

京都
事務
センター

2010年6月29日 2010年8月10日

○お客様から、「死亡一時金が２回振込まれ
ている」との連絡が年金事務所にありまし
た。
○確認しましたところ、同一事由の死亡一時
金が２回支払われていることが判明しまし
た。

○本来、還付金請求書集計入力データを登
録した場合、登録の済んだデータは登録済
データフォルダに移動させなければならない
ところ、移動が出来ておらず、同一の還付金
請求書集計入力データ（死亡一時金分）を２
回登録していたためです。

19名 過払い 2,638,500

○該当のお客様全員に連絡し、お詫
びのうえ、過払い金額の返納について
説明し、了承を得ました。
○返納金決議について該当年金事務
所あてに連絡しました。
○お客様全員の過払い金額の納付を
確認しました。

○受付処理簿に支払データの登録日
の記載を確実に行い、データ登録の
際は複数の職員で確認することを周
知・徹底しました。

外
部

選択誤り
について

確
認

○お客様が来所され、「平成２２年１月に選
択の説明を受けたが、障害年金を選択したこ
とにより、老齢年金が支給停止となり、ともに
厚生年金基金も支給停止となり、受給金額
が減額とな た 不利な選択にな ているの

○お客様が来所された際、年金相談窓口担
当者は厚生年金基金受給の確認を怠ったた
め、障害基礎年金・老齢厚生年金を受給する
選択届の記入・提出をしてもらうべきところ、
障害基礎年金 障害厚生年金を選択すると

○選択届の訂正のための選択届（訂
正分）を受理し、機構本部に進達しま
した。
○選択訂正入力がされ、支払予定を
窓 装置で確認しました

○選択申出書を受理する際は、試算
により厚生年金基金額を確認し、お客
様に試算額、選択のパターンを説明
し、申出書を受理することを職員に周
知しました

79

認
・
決
定
誤
り

静岡 島田 2010年1月12日 2010年3月11日

が減額となった。不利な選択になっているの
で早急に訂正をしてもらいたい」とのお申出
がありました。
○内容を確認しましたところ、確認を怠り、障
害基礎年金・障害厚生年金の選択申出書を
受理していたことが判明しました。

障害基礎年金・障害厚生年金を選択すると
記入した選択申出書を受理しました。
○厚生年金基金受給額の確認を怠り、窓口
装置上の老齢年金と障害年金の支給額のみ
で障害基礎年金・障害厚生年金の選択申出
書を受理していました。

1名 未払い 223,248

窓口装置で確認しました。
○担当者がお客様に連絡し、再度お
詫びのうえ、支払時期を説明し、了承
を得ました。

知しました。

外
部

内
部

○年金の裁定を新法の老齢厚生年金とすべ
きところ、旧法の厚生年金老齢年金として昭
和６２年３月に裁定してしまいました。
○三共済（ＪＲ）の加入期間があり、その共済
加入期間が、旧法で裁定されていたために、
老齢基礎年金として反映されておらず、結果
として、受給していた年金額が本来受給額よ
りも少なかったことが判明しました。 1名 未払い 3,990,508

○年金については、旧法厚生年金老
齢年金を取消して、老齢基礎年金・老
齢厚生年金として裁定済です。
○時効分の支払について機構本部と
協議することとしました。
○機構本部からの回答により、ご遺族
に連絡し、時効分の支払を行うことを
お伝えし、年金訂正にかかる書類一
式を機構本部に進達しました。

○今回の事案について、お客様相談
室内で周知・注意喚起を行いました。

老齢厚生
年金の裁
定誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
福井 敦賀 1987年3月5日 2009年12月18日

○老齢厚生年金受給権者様が平成２１年７
月に死亡され、未支給年金・遺族厚生年金を
ご遺族から受理し、その書類の審査中に、新
法該当者であるのに、誤って旧法で裁定をし
ていることが判明しました。

80

81

繰下げ請
求希望者
に対する
確認不足
による説
明誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

愛媛 今治 2010年7月6日 2010年10月4日

○お客様宅に、年金の受給資格を満たしな
がら請求を行っていない方に対するお知らせ
の送付がされたため、お客様が当所へお問
合せがありました。
○確認しましたところ、老齢基礎年金の繰下
げ請求が行われていないことが判明しまし
た。

○お客様の退職による厚生年金資格喪失に
伴い、退職後の年金受給の相談の際に、窓
口対応者が、基礎年金繰下げ希望による未
裁定者の方であることに気がつかず、繰下げ
請求書の提出の説明が行われなかったもの
です。 1名 未払い 776,424

○お客様に、説明不足についてお詫
びしました。
○機構本部と協議のうえ、相談日に繰
下げ請求があったものとして処理をす
ることについて了承を得たことから、担
当者がお客様に電話連絡し、再度お
詫びのうえ、支払時期を説明し、了承
を得ました。

○今回の事象を課内全員へ周知し、６
５歳以降において老齢基礎年金未受
給のお客様からのご相談の際には、
繰下げ請求の説明及び請求の有無を
必ず確認すること、また、１日の相談
終了後に、窓口年金相談・手続受付
票より６５歳以上の方を抽出し、再確
認を実施することを指示し、周知徹底
を図りました。

外
部

老齢厚生 ○機構本部から年金額の訂正報告書が返戻 ○平成１４年４月１日に農林共済年金が厚生 ○ご本人様あてに、当所での裁定誤り ○今回の事象については、統合共済

式を機構本部に進達しました。
○支払時期を確認したうえで、ご遺族
に電話連絡し、支払時期を説明し、了
承を得ました。

誤
り

82

老齢厚生
年金の裁
定誤りにつ
いて 確

認
・
決
定
誤
り

広島 広島南 2005年5月19日 2010年10月14日

○機構本部から年金額の訂正報告書が返戻
され、老齢厚生年金の受給権発生日が誤っ
ているとの指摘があり、老齢厚生年金の裁定
誤りが判明しました。

○平成１４年４月１日に農林共済年金が厚生
年金に統合されたことにより、農林共済年金
加入期間は厚生年金加入期間とみなされる
こととなりました。そのため、平成１４年４月１
日を、特別支給の老齢厚生年金の受給権発
生日とする特別処理を行わなければならな
いところ、平成１７年当時、通常処理で年金を
決定したため、６５歳到達日である平成１７年
３月が老齢厚生年金の受給権発生日となり、
特別支給の老齢厚生年金が未払いとなりま
した。

1名 未払い 28,575

○ご本人様あてに、当所での裁定誤り
を報告するとともに、お詫びの手紙を
送付しました。
○ご本人様より了承いただき、再裁定
の申出書を提出していただきました。
○機構本部に関係書類一式を進達し
ました。

○今回の事象については、統合共済
の制度の知識不足によるものと思わ
れるため、課内では回覧で周知徹底
を図りました。
○役付会議で全員に周知徹底を図り
ました。 内

部

22
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1名 過払い 1,850

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、老齢基礎年金繰下げ月数相
違による年金額の訂正・過払いが発
生する旨の経緯を説明しました。
○担当者がお客様へ電話し、老齢基
礎年金繰下げに変更することで、返納
金が発生する旨を説明し、変更するこ
とで了承を得ました。
○お客様あてに訂正に必要な書類の
提出依頼を文書にて送付しました。
○お客様より、訂正に必要な書類及び
返納方法申出書の提出があり、機構
本部に再裁定等書類一式を進達しま
した。

○グループ内ミーティングにて当該事
象を説明し、老齢基礎年金の繰下げ
請求の際には、遺族年金請求にも気
をつける必要がある旨の注意喚起を
行いました。
○また、今回の請求書受理は年金事
務所窓口であったため、同時請求の
場合には請求書にその旨を表示して
もらうよう依頼しました。

内
部

老齢基礎
年金の裁
定誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

茨城
事務
センター

2010年10月7日 2010年12月3日

○機構本部より、決定された老齢基礎年金
について、繰下げ対象とできない期間が繰下
げされていると連絡がありました。
○確認しましたところ、遺族厚生年金の受給
権が発生していたにもかかわらず、遺族厚生
年金の受給権発生日以降の日付で老齢基
礎年金の繰下げ裁定がされていたことが判
明しました。

○老齢基礎年金の繰下げ請求に関して、遺
族厚生年金の受給権発生日後に繰下げ請
求できないにもかかわらず、繰下げ請求の
あった老齢基礎年金裁定請求書を、その請
求書どおりに裁定してしまいました。
○老齢年金・遺族年金同時請求であったに
かかわらず、同時請求であることの表示が請
求書になかったこと、担当が老齢年金・遺族
年金に分かれて行っていたため、それぞれ
の請求書の処理にのみ気をとられ、遺族年
金との同時請求を見落してしまったことなど
が原因です。

83

老齢厚生 ○年金事務所にご本人様が来所され 「失業 ○事務センターにおいて入力処理を行った際 ○機構本部に早急な支払となるよう依 ○年金給付グループ内会議において

○担当者より事業所へ電話し、お詫び
のうえ、説明し、正しい平均額で訂正
届を提出していただくようお願いしまし
た。また、お客様に年金額が過払いと
なっている旨の説明を行いました。
○お客様が来所され、お詫びのうえ、
お客様相談室にて７０歳算定届の訂
正処理により減額される年金額を説明
しました。過払いとなった年金の返納
方法について説明しましたところ、分
割で返納するとのお申出があり、７０
歳算定届の訂正届を提出していただ
きました。

○課内全員に事象を伝達し、内容確
認についても複数名で行うことを徹底
しました。
○事象を事務センターに報告し、届書
の内容確認を徹底するようにお願いし
ました。

内
部

2010年12月21日

○７０歳以上被用者算定基礎届（以下、７０
歳算定届という）の未提出者の確認を行って
いましたところ、平成２１年の７０歳算定届の
処理において標準報酬月額を誤って決定し
ていたことが判明しました。

○平成２１年における７０歳算定届の処理に
おいて、お客様の標準報酬月額を、本来であ
れば５０万円で決定しなければならないとこ
ろ、誤って５万円で決定していました。そのた
め、お客様の老齢厚生年金に過払いが発生
してしまいました。
○内容審査と入力処理を行った際、平均額
の記載誤りに気づかず、そのまま５万円で入
力処理を行ってしまったことが原因です。ま
た、その後のチェックでも平均額の記載誤り
を見落としてしまいました。

1名 過払い 1,004,800

厚生年金
７０歳以上
被用者の
算定基礎
届の決定
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

神奈川 横浜南 2009年8月28日84

した。

85

老齢厚生
年金決定
誤りについ
て 確

認
・
決
定
誤
り

静岡
事務
センター

2010年5月27日 2011年1月19日

○年金事務所にご本人様が来所され、「失業
保険の受給が終ったが、いつ年金の支給が
開始されるのか」とのお問合せありました。
○確認しましたところ、事務センターにおいて
誤った雇用保険被保険者番号を入力してい
たことが判明しました。

○事務センターにおいて入力処理を行った際
に、雇用保険被保険者番号を誤って入力し
てしまいました。入力後の一次、二次、三次
チェック時に気づきませんでした。
○進達前の事前審査時においても記載され
ていた雇用保険被保険者番号と裁定原簿に
表示されている雇用保険被保険者番号が相
違していたことに気づかず、そのまま機構本
部へ進達しました。雇用保険被保険者番号
が相違していたことから支払処理には連動
せず、支払保留の解除がされなかったもので
す。

1名 ― 0

○機構本部に早急な支払となるよう依
頼し、支給の遅れはないことを確認し
ました。
○担当者がご本人様に電話し、お詫
びのうえ、原因は入力誤りであったこ
と、遅延がなく支給開始となることを説
明し、了承を得ました。
○担当者がご本人様に電話し、支給さ
れていることを確認しました。

○年金給付グループ内会議において
当該事象を説明し、年金事務所やお
客様等から確認依頼があった事象の
対応は迅速に行うこと、複数名による
チェックは正確 ・ 確実に行うことにつ
いて指示するとともに、確実に実行す
るよう周知徹底しました。 外

部

○お客様相談室の朝礼にて当該事象
を説明し、窓口受付の際には資格確
認を徹底するよう指示しました。

○窓口で年金請求書を受付後、内容審査を
しましたところ、年金受給資格期間が不足し
ており、年金請求書は受付できないことが判
明しました。

○年金請求書を受付る際には、本来、年金
加入期間の確認をして期間の足りない場合
は、合算対象期間の確認を行い、足りない月
数及び任意加入についての説明をすべきと
ころを 十分な確認をせず 年金受給資格期

○副所長及びお客様相談室長がお客
様宅を訪問し、お詫びのうえ、合算対
象期間を含む年金期間の確認を行い
ましたが新たな記録は見つからず、受
給要件には３０月足りないため 請求

老齢年金
請求書の
受付誤り
について

内
部

ころを、十分な確認をせず、年金受給資格期
間を満たしていないのに満たしているものと
して受付したことによるものです。

1名 ― 0

給要件には３０月足りないため、請求
書類をお返しし、国民年金強制加入期
間の遡及取得及び任意加入について
説明し、了承を得ました。年金未加入
期間中の勤務先のお申出があったた
め、確認後連絡することとしました。
○担当者がお客様に連絡し、新たな
厚生年金期間はなかったことをお伝え
し、年金受給要件に足りない月数につ
いて改めて説明しました。

確
認
・
決
定
誤
り

香川 善通寺 2011年1月20日 2011年1月20日86

23
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87

老齢厚生
年金の裁
定誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤
り

福岡
事務
センター

2010年2月10日 2011年1月24日

○お客様が年金事務所に相談された際、本
来、老齢厚生年金として支払をするべき農林
共済の期間１５８月が、年金額の計算の基礎
となる月数に含まれていないことが判明しま
した。

○統合共済の期間１５８月については、特別
支給の退職共済年金の受給権を有していな
かったため、厚生年金期間として裁定すべき
ところを、誤って共済期間として処理をしてし
まいました。
○その後の二次審査、決裁でも誤りに気づ
かなかったことが原因です。

1名 未払い 200,900

○担当者がお客様宅へ電話し、お詫
びのうえ、早期支払に向けて機構本部
と協議をしている旨を説明し、了承を
得ました。
○機構本部へ再裁定にかかる関係書
類を、経過書添付のうえ、送付しまし
た。

○朝礼で、今回の事象を説明し、統合
共済組合員期間を有する方の審査
に、これまで以上に注意するよう指示
を行いました。

外
部

○今回判明した国民年金の加入期間が、第
３号被保険者の届出の特例（以下、３号特
例）期間であり、３号特例の場合、届出日の
翌月分から年金受給額に反映すべきところ

○担当者がご本人様の配偶者様へ、
お詫びのうえ、説明しました。返済方
法申出書と具体的な返済金額の例示
を送付することで、了承を得ました。

○今回の事象を年金給付グループ職
員へ周知し、３号特例をはじめ、被保
険者記録の確認を慎重に行うよう指
示しました。

国民年金
通算老齢
年金裁定
請求書の

○ご本人様の配偶者様から、記録判明に伴
う、年金時効特例法による給付のお問合せ
が年金事務所へありました。
○確認しましたところ、年金の過払いが発生

老齢年金
裁定請求
書の処理 確

○お客様が年金事務所に来所され、年金額
についての照会がありました。
○確認しましたところ、老齢年金裁定請求書

○お客様の請求書の審査を行った際、老齢
基礎年金繰下げ請求に係る入力コードにつ
いて、本来であれば、将来の繰下げ希望とし

○担当者が機構本部に連絡し、裁定
の訂正の方法等について確認したうえ
で、年金事務所の担当者がお客様に

○裁定請求時の繰下げの意思表示を
明確にするため、事務所で連絡票を
作成し、裁定請求書に添付することと

外
部

翌月分 ら年金受給額 反映す き ろ
を、届出日の翌月分からの支払を行う旨の
処理を行っていなかったため、初回支払の際
に過去５年分の年金について支払っていたこ
とによる、過払いが発生していました。
○請求書を受付した年金事務所では、お客
様へ３号特例該当者であるため、届出日の
翌月からの受給であることをお伝えしていた
にもかかわらず、事務センターでの審査の際
に、本来であれば３号特例である旨を裁定請
求書に朱書のうえ、機構本部へ進達すべきと
ころ、３号特例である旨の記載を行わなかっ
たため、結果として過払いが生じたもので
す。

1名 過払い 342,684

を送付する 、了承を得ました。
○担当者がご本人様宅を訪問し、再
度お詫びのうえ、返納方法申出書を受
理しました。
○関係書類一式を機構本部へ進達し
ました。

示しました。
○また、事務センターグループ長会議
で今回の事象を説明するとともに、各
年金事務所に対しても、特殊な事情の
ある届書等については、事務センター
へ送付する際にも、特殊事情がわか
るようメモなど添付するよう依頼しまし
た。

請求書
裁定誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

島根
事務
センター

2010年7月15日 2011年1月26日

○確認しました ろ、年金 過払 発
していることが判明しました。

88

89

書の処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

高知
事務
センター

2010年11月16日 2011年1月26日

○確認しましたところ、老齢年金裁定請求書
の入力処理において、老齢基礎年金の繰下
げ請求の入力処理を誤っていたことが判明し
ました。

いて、本来であれば、将来の繰下げ希望とし
てのコードを請求書に記載するべきところ、
請求時における繰下げ希望としてのコードを
誤って記載しました。
○また、その後のチェックにおいても誤りに気
付くことができませんでした。

1名 過払い 82,967

で、年金事務所の担当者がお客様に
連絡し、決定誤りについてお詫びし、
次回支払時に過払いとなる旨を説明し
ました。過払額についてご理解いただ
き、返納申出書を受理しました。
○機構本部に訂正処理依頼等を行い
ました。

作成し、裁定請求書に添付することと
しました。
○支給繰下げ申出書添付の裁定請求
書審査について、細心の注意を払うよ
うグループ内に周知徹底を行いまし
た。

外
部

90

遺族年金
の裁定誤
りについて 確

認
・
決
定
誤
り

鹿児島
鹿児島
南

2000年10月24日 2011年1月28日

○機構本部より、死亡者の老齢年金には戦
時加算があるが、遺族年金には加算されて
いない旨の事務連絡がありました。
○確認しましたところ、遺族年金決定時に戦
時加算の入力漏れが判明しました。

○平成１２年１０月に受付した遺族厚生年金
裁定請求書の審査の際、受給者原簿に戦時
加算があることを見逃し、戦時加算を入力せ
ずに決定したものです。
○また、老齢年金受給者原簿には、厚生年
金被保険者期間が６ヵ月あるにもかかわら
ず、基礎年金番号に厚生年金の手帳番号が
収録されていなかったために、厚生年金被保
険者記録についても決定が漏れていました。

1名 未払い 1,484,966

○担当者が受給者様に電話連絡し、
今回の事象を説明してお詫びをしまし
た。年金額の訂正について了承を得ま
した。
○船員保険被保険者記録戦時加算と
受給原簿戦時加算に相異がありまし
たので、機構本部へ記録補正依頼を
しました。
○機構本部へ訂正入力依頼を送付し

○お客様相談室において、当該事象
を説明し、被保険者記録と受給者原簿
の突合を慎重に行うよう指示しまし
た。

内
部

り 険者記録 も決定 漏れ ました。 ○機構本部 訂 入力依頼を送付し
ました。

24
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91

老齢基礎
年金裁定
時におけ
る、共済組
合員期間
の算入誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

鹿児島 川内 2005年11月2日 2011年1月28日

○機構本部からの再裁定報告書の返戻によ
り、特別支給の老齢厚生年金裁定時におけ
る共済組合期間のうち、老齢基礎年金計算
期間の算入誤りにより、老齢基礎年金が過
払いであることが判明しました。

○特別支給の老齢厚生年金裁定請求書入
力時に、共済年金の加入期間があり、共済
期間として入力されていましたが、旧法の受
給者の方であるため、本来なら、共済組合期
間については合算対象期間として入力すべ
きところを、審査時点において確認不十分の
ため、誤って共済組合期間として入力された
ものです。

1名 過払い 95,700

○担当者がご本人様に電話連絡し、
お詫びのうえ、説明し、了承を得まし
た。再裁定申出書と返納方法申出書
を返信用封筒同封のうえ、ご本人様あ
てに送付しました。
○ご本人様が来所され、再裁定申出
書と返納方法申出書をご提出いただ
きました。
○機構本部へ再裁定書類・返納方法
申出書を送付し、至急対応による処理
を依頼しました。

○年金請求書審査時において、他年
金の受給の確認を徹底するよう、お客
様相談室職員へ周知するとともに、事
務センターへも連絡し、同様の誤りが
発生しないよう、注意喚起を依頼しま
した。 内

部

○担当者がお客様に連絡し、お伺い ○朝礼時において、今回の事象につ老齢年金 ○お客様より、「平成２３年１月に年金が支払 ○平成２２年９月にお客様が来所され、老齢

1名 ― 0

する旨お伝えしましたが、お客様が来
所され、お詫びのうえ、本来停止すべ
き老齢年金が支払されているため、今
回支払予定のものと調整されている旨
を説明しました。平成２３年４月１５日
から１ヵ月ごとの支払となることを説明
し、ご理解いただきました。今後の支
払日について文書で回答するよう求め
られ、送付することとしました。
○今後の老齢年金の支払予定日を記
載した文書をお客様あてに送付しまし
た。

いて報告し、雇用保険との調整の際、
雇用保険情報、老齢年金の支払記録
の確認の徹底を再度指示しました。

外
部

と雇用保
険の調整
について

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 豊中 2010年9月27日 2011年1月19日

される旨を年金事務所で相談の際に聞いた
が、支払がない」とねんきんダイヤルに連絡
あり、当所に連絡がありました。
○確認しましたところ、老齢年金と雇用保険
の調整により、平成２３年１月に年金が支払
されないことが判明しました。

年金と雇用保険の調整について相談を受
け、雇用保険は平成２２年９月に取消を行
い、平成２２年１０月分以降の年金の支払に
ついて相談がありました。
○窓口にて雇用保険情報、老齢年金の支払
記録の確認を漏らしていたことにより、平成２
２年１月１４日支払である旨を説明しました
が、お客様は求職申し込み以降給付制限の
ある方であるにもかかわらず、平成２２年６月
１５日と平成２２年８月１５日に３ヵ月分の老
齢年金が支払いされてるため、本来は平成２
３年１月１４日の支払以降３ヵ月間について
は金額調整されるため支払されないと説明し
なくてはならないところ、平成２３年１月１４日
の支払と説明したものです。

92

○年金記録課長がご本人様に電話
し、今回の事象を説明してお詫びし、
了承を得ました。
○学徒動員期間である記録を削除し
ました。

○年金記録課員にも再度、未統合記
録について、同様の期間がある場合
には注意するよう周知徹底をしまし
た。

外
部

2011年2月7日

○未統合記録の整理として再計算申出書の
提出を求めたところ、ご本人様が窓口に来所
され、「以前にも同様のことがあったが、後日
認められないと連絡があった」とのお申出が
ありました。
○未統合記録の整理のため、過去にお申出
のあった回答票を確認していましたところ、未
統合記録の手帳記号番号が発覚し、学徒動
員期間とは気づかず、再計算申出書の提出
を勧奨しましたが、ご本人様が提出された
後、学徒動員期間と判明しました。

○過去の再計算申出書の控えを確認しまし
たところ、平成２０年１０月、窓口にてねんき
ん特別便を提出され、同時に再計算申出書
を受理しました。一旦は旧社会保険庁担当
課に進達しましたが、他年金事務所に補正を
依頼しましたところ、学徒動員期間で厚生年
金加入期間の可能性は少ないと回答があり
ました。平成２１年３月、ご本人様に電話にて
取下げの了承を得て、平成２１年８月に、文
書にてお知らせを送付したとの事跡がありま
した。今回、未統合記録が格納されていたた
め気づかずに再度、再計算申出書の勧奨を
してしまいました。

1名 ― 0

学徒動員
期間にか
かる再計
算申出書
の勧奨誤
りについて

確
認
・
決
定
誤
り

愛知
名古屋
西

2011年2月3日93
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○全体朝礼及び幹部ミーティングにお
いて、今回の事象を説明し、課室内に
おける進達時の内容チェックの徹底等
について、周知しました。

内
部

○障害基礎年金の受給者であるお客様が６
５歳を迎え、老齢基礎・老齢厚生年金の手続
きをされた際に、有利選択をご希望されたに
もかかわらず、誤って、有利選択とはならな
い記載を当所職員が行い、機構本部へ回付
していたことが、機構本部からの書類返戻に
より判明しました。

○厚生年金期間が１年以上あるお客様で、６
０歳に遡って受給権が発生するため、６０歳
時点・６５歳時点ともに、障害基礎年金との有
利選択をご希望である旨を確認し、２枚の選
択申出書（６０歳時点・６５歳以降）を裁定請
求書とともに受理しました。
○その際、本来であれば６５歳までは障害基
礎年金を選択、６５歳以降は老齢基礎年金・
老齢厚生年金を選択と表示すべきところ、
誤って、６５歳以降の選択申出書に障害基礎
年金・老齢厚生年金を選択する表示を行い、
事務センターへ書類回付したため、お客様が
希望された選択とは異なる受給額となったも
のです。

1名 未払い 18,375

○機構本部へ、本事案は訂正処理可
能である旨を確認し、機構本部へ訂正
後の関係書類を進達しました。支払時
期を確認しました。
○お客様相談室長がお客様宅へ電話
し、今回の事象についてお詫びし、支
払時期を説明のうえ、了承を得まし
た。

選択申出
書の記載
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

岐阜 高山 2010年9月7日 2011年2月7日94

95

裁定処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

大阪 貝塚 1998年2月19日 2011年1月27日

○お客様から、「介護保険料を年金から天引
きしてほしい」とのお申出が、他年金事務所
へありました。
○確認しましたところ、老齢基礎年金の裁定
がされていないことが判明しました。

○６５歳以降に年金受給権が発生する方で、
平成１０年２月に当所で処理した際に、本
来、厚生年金保険法及び国民年金法の該当
条文を入力すべきところ、国民年金法の該当
条文を入力せずに処理したことにより、老齢
基礎年金の裁定がされていませんでした。

1名 ― 0

○機構本部に裁定処理訂正依頼書と
再裁定書類一式を送付しました。
○他年金事務所担当者からお客様に
介護保険料を年金から控除するよう進
めていることをお伝えし、了承を得まし
た。

○裁定入力している事務センターに事
象を報告し、再発防止に努めるよう依
頼しました。

外
部

年金支払
予定日の
未確認に
よる説明
誤りについ

確
認
・
広島

○お客様が来所され、「昨日支払われる予定
の年金が振込されていない」とのお申出があ
りました。
○雇用保険による高年齢雇用継続給付金の
受給に伴う、老齢厚生年金支給停止事由該

○届書を受付した際、機構本部の届書締切
日を確認しないまま、支払予定を説明してい
ました。
○２月支払に係る届書の締切日は、年末年
始の関係もあり、通常月よりも早目に設定し

○担当者がお客様にお詫びのうえ、
今回の事象について説明しましたが、
早期支払の希望があり、機構本部と
協議することとしました。
○機構本部からの回答により、お客様

○お客様相談室の職員に対し、年金
の支払予定日に関する照会に対して
は、必ず機構本部の業務スケジュー
ルにより、締切日等を確認するよう周
知徹底しました。 外

のです。
○職員の記載誤り及び回付の際のチェック
漏れによるものです。

96
誤りに
て 決

定
誤
り

広島 三原 2010年12月20日 2011年2月16日

受給に伴う、老齢厚生年金支給停止事由該
当届を窓口受付した際、調整後の年金支払
予定日についての照会があり、誤って説明し
ていたことが判明しました。

始の関係もあり、通常月よりも早目に設定し
てあるにもかかわらず、通常なら間に合うと
判断し、業務スケジュール表を確認せず、説
明したことが原因です。

1名 未払い 613,348

○機構本部からの回答により、お客様
に連絡し、再度お詫びのうえ、支払時
期をお伝えし、了承を得ました。

知徹底しました。 外
部

97

年金受給
権者支払
保留処理
誤りについ
て

確
認
・
決
定
誤
り

愛知
事務
センター

2010年4月8日 2011年1月24日

○お客様から年金事務所へ、年金の支払に
関してお問合せがあり、窓口装置で確認しま
したところ、支払保留がされており、年金が支
給されていないことが判明しました。

○本来、事務センターで支払保留の機械処
理をした後に、年金受給権者支給停止事由
該当届を機構本部へ進達すべきところ、進達
した後に支払保留の機械処理をしてしまった
ため、年金が支払されていませんでした。
○その原因は、年金受給権者支給停止事由
該当届を進達する際、支払保留処理が完了
していることの確認をしていなかったことで
す。

1名 未払い 345,814

○担当者がお客様に電話し、今回の
事象を説明してお詫びし、了承を得ま
した。

○担当者に対して今回の事象を説明
し、年金受給権者支給停止事由該当
届の進達票を作成する際に、事務セン
ターでの機械処理が完了していること
を窓口装置により確認するよう指示し
ました。 外

部

老齢基礎 ○年金事務所お客様相談室職員より 老齢 ○裁定請求書入力の際に 入力委託業者が ○年金事務所お客様相談室職員がお ○入力委託業者責任者に対して 今

98

老齢基礎
年金繰上
げ請求書
に係る繰
上げ請求
年月日の
誤入力に
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

新潟
事務
センター

2011年2月4日 2011年2月17日

○年金事務所お客様相談室職員より、老齢
基礎年金繰上げ請求書を提出されたお客様
から、「老齢基礎年金額が相違している」との
お問合せがあったとの連絡がありました。
○確認しましたところ、老齢基礎年金繰上げ
請求書の受付年月日を誤って処理したことに
より、本来の老齢基礎年金額と相違している
ことが判明しました。

○裁定請求書入力の際に、入力委託業者が
受付年月日を誤って入力したためです。
○また、グループ内決裁においても入力誤り
のチェック漏れをしたことによるものです。

1名 未払い 45,800

○年金事務所お客様相談室職員がお
客様に電話し、今回の事象を説明し、
お詫びしました。また、早急に訂正手
続きをとることをお伝えし、詳細につい
ては後日連絡することとしました。
○年金事務所お客様相談室職員がお
客様に電話し、支払時期をお伝えし、
了承を得ました。

○入力委託業者責任者に対して、今
回の事象を周知するとともに、入力後
の処理結果チェック時には、事務処理
誤りとなった項目について、間違いの
ないように慎重に確認するよう指示し
ました。
○担当職員に対して、処理結果チェッ
クについて慎重に確認するよう指示し
ました。

外
部

26
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内
部

○本来であれば、年金加入記録照会票を受
付する際、年金加入記録照会票に調査が必
要な事業所名をあわせて記入していただくべ
きところ、年金加入記録照会票と期間照会申
出書を別に受付したことによります。
○原因は、担当者に農林共済年金期間記録
に関する知識が不足していたことと、年金再
計算の処理期間の短縮のために先に判明し
た記録について別に再計算処理をすすめた
ことによります。
○なお、農林共済期間については、すでに一
時金で精算済となっています。

1名 過払い 2,091,675

○所長及び副所長がご本人様宅を訪
問し、お詫びのうえ、農林共済移管記
録がご本人様の記録であることを改め
て確認するとともに、経過を説明しまし
た。
○所長及び副所長が再度ご本人様宅
を訪問し、返納方法について、支払年
金額の７分の１の内払調整により返納
していただくことで了承を得ましたの
で、再裁定申出書及び返納方法申出
書を受付し、機構本部に進達しまし
た。

○朝礼において全職員に対し、今回
の事象を説明するとともに、処理結果
の複数名によるチェック、決裁時には
確実に内容を点検するなどの事故防
止対策の徹底を改めて指示しました。

再裁定の
処理誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

広島 三次 2008年12月11日 2011年2月4日

○判明記録の統合処理状況の点検をしてい
ましたところ、すでに厚生年金記録判明によ
る年金の再計算が完了していた方に、新た
に調査が必要となる厚生年金記録が判明し
ました。
○確認しましたところ、新たにみつかった厚
生年金記録はすでに農林共済組合に共済期
間として移管（年金記録を加入制度間で移動
させること）された記録であり、年金再計算の
元となった厚生年金記録も農林共済に移管
されるべき記録であることが判明しました。

99

○未支給請求者であるご本人様にお
詫びの手紙及び返納方法申出書を送

○入力後のチェックについて慎重に行
うよう、担当者ならびに決裁者に対し、

○監査部からの指示に基づき、調査および
確認をしましたところ、未支給年金の過払い

○旧法厚生年金老齢年金を新たに裁定した
際、以前の年金の扶養親族等申告状況が新

未支給年
金処理の

1名 未払い 215,583

○年金事務所お客様相談室長からお
客様に電話し、今回の事象をお詫びし
ました。
○機構本部に連絡し、支払時期を確
認しました。
○年金事務所お客様相談室長からお
客様に電話し、支払時期を説明しまし
た。
○所長からお客様に電話し、改めてお
詫びし、了承を得ました。

○朝礼において、事象の報告をし、
チェック項目について確実・慎重に行
うよう指示しました。

外
部

死亡届の
入力誤り
について

確
認
・
決
定
誤
り

京都
事務
センター

2011年1月7日 2011年2月15日

○お客様から、「年金が振込されていない」と
の電話によるお申出が年金事務所にありま
した。
○確認しましたところ、死亡届の入力誤りが
判明しました。

○未支給年金請求書の審査をした際に、受
給権者様の年金証書記号番号が記載されて
いなかったため、氏名検索により照会しまし
た。その際、受給権者様の生年月日が誤っ
て記載されていました。本来、添付書類で確
認をするべきところ、確認せず、同姓同名の
別人の年金証書記号番号を記入してしまっ
たことが原因です。
○また、決裁においても、担当職員が記載し
た年金証書記号番号をお客様のものと思い
込み、チェックがされていなかったものと思わ
れます。

100

102

未支給年
金処理の
過払いに
ついて

確
認
・
決 本部 支払部 2010年4月7日 2010年11月19日

○監査部からの指示に基づき調査及び確認
をしましたところ、未支給年金の過払いが判
明しました。

○未支給年金請求書にて、未支給支払額を
計算する際、平成２１年１２月の住民税を差し
引かず、処理してしまいました。
○担当者、決裁者ともにチェックができてい
ませんでした 1名 過払い 3,100

○お客様にお詫びの手紙と返納方法
申出書を送付しました。
○お客様から返納方法申出書が返送
され、債権調査グループへ回付しまし
た

○入力後のチェックについて慎重に行
うよう、担当者並びに決裁者に対し周
知徹底しました。

内
部

詫びの手紙及び返納方法申出書を送
付しました。
○ご本人様から返納方法申出書が返
送されました。現金による一括返納を
希望され、債権調査グループへ回付し
ました。

1,453

うよう、担当者ならびに決裁者に対し、
周知徹底しました。

内
部

2010年11月19日

確認をしましたところ、未支給年金の過払い
が判明しました。

際、以前の年金の扶養親族等申告状況が新
たな年金に引継がれていなかったため、支払
額を超える税が課税されていました。
○年金事務所からの依頼により、以前の旧
法厚生年金老齢年金の申告状況を新たな年
金に反映させる処理を行い、同時に未支給
年金の請求も処理するにあたり、手計算をし
ました。手計算の際、平成２２年度の課税分
を計上漏れしたため、過払いが発生しまし
た。
○担当者、決裁者ともにチェックができな
かったことによるものです。

1名 過払い

金処理の
過払いに
ついて

確
認
・
決
定
誤
り

本部 支払部 2010年4月12日101

102 決
定
誤
り

本部 支払部 ませんでした。 1名 過払い た。 部
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103

受給権発
生年月日
の誤りにつ
いて 確

認
・
決
定
誤
り

本部
障害
年金
業務部

2010年10月28日 2010年12月14日

○年金支給決定済の書類の確認業務をしま
したところ、認定日請求として障害厚生年金
を請求された方について、初診日（平成２０年
１１月）より１年６ヵ月後の障害認定日（平成２
２年５月）を受給権発生日とすべきところ、年
金請求日である平成２２年６月を受給権発生
日として、事後重症の年金を決定していたた
め、受給権発生年月日に誤りが生じていたこ
とが判明しました。

○認定医による受給権発生日の認定表への
記載誤りと、担当者による認定結果を年金請
求書の入力欄への転記する際の確認漏れ及
び決裁者がその誤りを見逃したことによるも
のです。

1名 未払い 117,742

○担当者がお客様に連絡を取り、お
詫びし、受給権発生年月日の訂正を
行ったうえで、正しい受給権発生日の
年金証書を送付し、差額の支給を行う
ことで了承を得ました。
○受給権発生年月日訂正の再裁定を
行い、お客様あてに正しい年金証書と
お詫びの手紙を送付しました。
○受給権発生日の訂正にともなう差
額は、次期支払日にお支払することを
確認しました。

○今回の事象を部内で周知し、担当
者及び決裁者はより注意深くチェック
を行うよう徹底することとしました。

内
部

○お客様相談室の朝礼で 本事象に年金請求 ○お客様から年金振込額についてのお問合 ○年金の受給資格期間を満たしているもの ○機構本部に今後の対応を確認した ○お客様相談室の朝礼で、本事象に
ついて説明し、思い込みによる処理を
行わないこと、疑問点が生じた場合は
必ず法令や事務処理マニュアルを確
認したうえで年金相談および事務処理
を進めることを周知徹底しました。

外
部

年金請求
書の誤進
達につい
て

確
認
・
決
定
誤

千葉 船橋 2010年11月15日 2010年12月16日

○お客様から年金振込額についてのお問合
せがあり、確認しましたところ、お客様から取
下げのお申出を受けた年金請求書を誤って
進達してしまい、６５歳時に遡って年金額が
決定されていたことが判明しました。

○年金の受給資格期間を満たしているもの
の、未だ請求を行っていないお客様が来所さ
れ、相談の結果、年金請求書を提出されまし
たが、翌日、再度来所され、前日の請求を取
消したいとのお申出がありました。年金請求
書については未処理かつ未決定であったた
め、前日請求した年金請求書を取下げる旨
の申出書をいただきました。
○本来であれば、お客様に年金請求書を返
却するところ、相談担当者が、前日に受付け
した年金請求書に申出書を添付することで処
理がなされないと誤った思い込みをしてしま
い、年金請求書を申出書とともに進達したた
め、事務センターから機構本部へ進達され、
６５歳時からの老齢基礎年金が決定されてし
まい、この分の年金が支払されてしまいまし
た。

1名 過払い 2,805,907

○機構本部に今後の対応を確認した
うえで回答することをお客様にお伝え
しました。７０歳になって手続きする意
思を確認し、過払い分は一括で返納
するとのお申出を受けました。お客様
に返納方法申出書を送付しました。
○お客様から、返納申出書の返送が
あり、受理しました。
○審査請求については、お客様に年
金証書が届いた日から６０日以内に提
出していただくこと及び訂正処理が可
能な場合には審査請求の必要がなく
なるため、審査請求の取下げをしてい
ただくことになる旨を説明したうえで、
審査請求用紙を送付しました。
○お客様から審査請求書の送付があ
り、受付し、社会保険審査官へ回送し
ました

104

誤
り

ました。
○訂正処理依頼書を機構本部へ進達
し、訂正処理が行われました。
○お客様に、年金の受取額の変更の
お知らせが届くこと及び社会保険審査
官への審査請求の取下げ方法を説明
し、お知らせの内容をよく確認した後
に、審査請求の取下げをしていただく
ようお伝えしました。
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

― 0

○担当者がご本人様に電話し、お詫
びのうえ、説明し、了承を得ました。
○提出していただいた請求書及び添
付書類をご本人様に返戻しました。

○旧法年金受給者等を審査する場合
に、複数の職員により審査することで
誤りの発生を防止します。

内
部

老齢厚生
年金の請
求誤りにつ
いて

確
認
・
決
定
誤

東京 世田谷 2011年1月5日 2011年2月9日

○事務センターより年金請求書（国民年金・
厚生年金保険老齢給付）が返戻され、老齢
厚生年金の受給権が発生しないことが判明
しました。

○ご本人様の厚生年金被保険者記録が判
明しましたが、本来、受給権なしとすべきとこ
ろ、ご本人様の生年月日と新法の見込み額
試算が可能であったことから、新法による老
齢厚生年金の請求が可能と判断し、年金額
仮計算書とともに年金請求書（国民年金・厚
生年金保険老齢給付）をご本人様あてに送
付し、後日提出があったため、事務センター
へ送付しました。
○ご本人様は昭和６０年５月よりＮＴＴ共済組
合の退職共済年金を受給されているため、
判明した厚生年金記録は旧法の対象になり
ますが、厚生年金記録は８ヵ月であり、１年に
満たないため、旧法の給付の対象とならない

1名105

66,000

○年金事務所の担当者がお客様に連
絡し、お詫びのうえ、平成２２年８月支
払の年金が過払いとなることを説明
し、返納方法について確認しました。
○関係書類一式を機構本部に進達し
ました。
○お客様あてに過払いについてのお
詫びと返納金についての文書を送付

○添付書類については必ず、書類の
処理の優先度を確認することを周知し
ました。
○年金事務所に別送するようお願いし
ました。

内
部

2010年6月18日 2010年7月27日

○死亡一時金請求書審査の際、加給年金額
対象者不該当届が同時添付されており、進
達遅れによる過払いが発生したことが判明し
ました。

○死亡一時金請求ならびに加給年金額対象
者不該当届を年金事務所で受付し、事務セ
ンターに回付されました。
○本来、死亡一時金請求書・加給年金額対
象者不該当届を別々にするところを死亡一
時金請求書一式の中に加給年金額対象者
不該当届が入っていたため、死亡一時金請
求書の処理に入るまで加給年金額対象者不 1名 過払い

加給年金
額対象者
不該当届
の進達遅
れによる
過払いの
発生につ
いて

未
処
理
・
処
京都

事務
センター

誤
り

満たないため、旧法の給付の対象とならない
こと、また、生年月日が昭和６年４月２日前で
あるため、新法の対象者とならないので、判
明した厚生年金記録については給付に結び
つきませんが、受給権の審査を誤り、受給権
が発生しないにもかかわらず、年金が請求で
きるものとしてお知らせを送りしたため、請求
誤りが発生しました。

106

2010年11月24日

○お客様から、年金証書と一緒に老齢・障害
給付加給年金額支給停止事由該当届が共
済年金証書の写しを添付して届出するように
と送付があり、年金請求した際に同時に提出
したとのお問合せがありました。
○確認しましたところ、年金裁定時において
も、共済情報が確認できなかったため、お客
様に届書を返戻し、共済年金証書の写しを添
付しての届出をお願いしたものと判明しまし
た。

1名 過払い 132,000

○お客様相談室室内会議において、
全員に当該事象を説明し、今後このよ
うなことのないように、充分にお客様
の意思を確認し、年金事務所と事務セ
ンター及び機構本部間の連絡、意思
疎通について正確・迅速に処理を行う
よう、周知・徹底を図りました。

加給年金
支払保留
処理遅延
に係る過
払い発生
について 未

処
理
・
処
理

大阪 八尾 2010年9月21日

詫びと返納金についての文書を送付
しました。
○お客様から返納申出書を受理し、機
構本部へ進達しました。

部

○お客様は平成２２年１２月支払の年金から
加給年金を止めるようにと要望され、老齢・
障害給付加給年金額支給停止事由該当届
を受理し、平成２２年１０月の年金支払につ
いては返納になるが、平成２２年１２月の年
金支払については加給年金を止めるとお約
束しました。
○事務センターより当所へ加給年金支払保
留処理について、機構本部への処理依頼が
必要か照会の電話があり、必要と回答し、事
務センター担当者は関係書類を機構本部へ

○お客様より、平成２２年１２月の年金
支払で調整するようにとの強く要望が
あり、機構本部、事務センターに確認
しましたが、平成２２年１２月支払の諸
変更締切日が過ぎていたため、平成２
２年１２月支払での調整はできないと
の回答でした。
○機構本部、事務センターからの回答
を受け、お客様に電話で平成２２年１２
月支払での調整ができないことをお話
しましたが ご理解いただけませんで

外
部

求書の処理に入るまで加給年金額対象者不
該当届について確認できていませんでした。
そのため、加給年金額対象者不該当届の進
達がされず、平成２２年８月定時支払諸変更
処理が間に合いませんでした。

いて 処
理
遅
延

センタ

107

理
遅
延

務センター担当者は関係書類を機構本部へ
通常のスケジュールで進達しましたところ、
平成２２年１２月支払に間に合いませんでし
た。
○その原因は、年金事務所と事務センター
の間の意思疎通不足、確認不足にあります。

しましたが、ご理解いただけませんで
した。
○お詫びの手紙をお客様へ送付しま
した。以降、お客様からのご連絡はあ
りませんが、お問合せ等があった場合
には、引続き対応していくこととしまし
た。
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整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

1名 ― 0

○課内会議において当該事象を説明
し、未処理の届書については、共有の
保管場所において一括で進捗管理を
行えるように取扱を徹底しました。

外
部

○平成２１年１１月、旧社会保険業務セン
ターより、照会された期間は船員保険の加入
期間であるとの回答があり、本来であれば、
この回答があった時点で、旧東京社会保険
事務局船員保険課から旧社会保険業務セン
ターに記録の補正処理を依頼しなければな
らないところ、旧東京社会保険事務局船員保
険課が速やかに補正処理依頼を行わなかっ
たこと及び日本年金機構発足に伴って旧東
京社会保険事務局船員保険課より当所に引
継がれた受付経過簿に、当該案件が記載さ
れていなかったために、進捗管理ができてい
なかったことが原因で、旧社会保険業務セン
ターに記録の補正処理票を進達していませ

○他年金事務所よりお客様へ、少し時
間がかかる旨を説明しました。
○機構本部へ記録の補正を早急に
行っていただくよう依頼しました。
○お客様に、年金額仮計算書（年金記
録の訂正及び年金額の再計算に関す
る申出書）を送付し、内容をご確認の
うえ、返信していただくよう依頼しまし
た。
○お客様より、年金額仮計算書が提
出されました。
○担当課長より電話にて再度お詫び
のうえ、説明し、了承を得ました。ま
た、機構本部に年金額仮計算書を進

船員保険
被保険者
記録の補
正処理票
の進達漏
れについ
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

東京 新宿 2009年11月27日 2010年12月20日

○旧東京社会保険事務局船員保険課におい
て平成２０年８月に受付した、旧令共済組合
員にかかる履歴申立書の調査について、お
客様より他年金事務所を通じて進捗状況の
照会がありました。
○確認しましたところ、旧社会保険業務セン
ターに記録の補正処理票を進達していないこ
とが判明しました。

108

0

○受付簿に登載し、事務センターに送
付しました。
○副所長がお客様に電話し、お詫び
のうえ、詳細を説明しました。早急に
年金記録に係る確認申立書を第三者
委員会へ送付することで了承を得まし
た。
○添付書類とともに、事務センターへ
再度送付しました。
○所長・副所長で、当該職員の机の
中、使用しているキャビネット・書棚を
調べましたが、他に未処理の書類は
ありませんでした。

○所長が当該職員に対し、書類の管
理・受付を厳格に徹底するよう指導し
ました。
○朝礼で所長が全職員に対し、今回
の事象を説明し、再発防止の周知・徹
底を図りました。

内
部

2009年4月 2011年1月20日

○職員が保管する書類等の中に、年金記録
に係る確認申立書が受付されないまま紛れ
ていたとの報告があり、年金記録に係る確認
申立書を第三者委員会に送付していないこと
が判明しました。

○平成２１年４月に当該職員が、当所窓口に
て、年金記録に係る確認申立書を受理し、受
付印を押印しましたが、年金記録に係る確認
申立書を第三者委員会担当者に引き継ぐこ
とを怠り、自身の保管する書類等に紛れさせ
てしまいました。
○その後、その存在に気づかないまま、報告
日に至ってしまいました。 1名 ―

年金記録
に係る確
認申立書
の処理遅
延につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

長野 松本

タ に記録の補正処理票を進達していませ
んでした。

た、機構本部に年金額仮計算書を進
達しました。

109

110

年金再裁
定申出書
の進達の
遅延につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

長野 松本 2009年1月 2011年1月31日

○判明記録の統合処理の促進作業中に、再
裁定処理が未了であり、同申出書の進達漏
れが判明しました。

○当所から年金記録判明の連絡を受けたお
客様が来所され、厚生年金の手帳記号番号
を統合し、年金再裁定申出書を受理しまし
た。
○その際、同時に受理した、ねんきん特別便
回答票に綴り込まれてしまいました。

1名 未払い 104,333

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、詳細を説明しました。お客様に
は、早急に申出書を処理することで了
承を得ました。
○申出書を機構本部に送付しました。

○副所長が今後の判明記録の統合処
理の促進作業の徹底を、年金記録課
担当職員に対し、指示しました。
○朝礼で所長が全職員に対し、今回
の事象を説明し、再発防止の周知・徹
底を図りました。

内
部

○職員が機構本部に当該書類の処理
依頼を行い、差額の支払をする旨の
手続きを取りました。
○職員がご本人様に電話し、お詫び
のうえ、支払時期を説明し、了承を得
ました。

○裁定請求書と同時受付の書類の
内、機構本部へ進達が必要なものに
ついては、専用の用紙をホチキスで留
めることとし、裁定後の抽出漏れがな
いようにしました。

○ご本人様から年金事務所にお問合せがあ
り、老齢年金請求時に同時受付をした、障害
者特例請求書及び年金受給選択申出書を、
機構本部に進達していないことが判明しまし
た。

○出張相談において、年金事務所職員が、
老齢年金裁定請求書と障害者特例請求書及
び年金受給選択申出書を受理しました。ご本
人様は支払年金額の多い方の年金を選択希
望されており、障害者特例による老齢年金が
支払となる旨を説明しました。
○その後 事務センターにおいて老齢年金

障害者特
例請求書
及び年金
受給選択
申出書の
進達漏れ
について

未
処
理

外
部

2011年2月1日

○その後、事務センタ において老齢年金
の裁定処理が行われましたが、担当者は、
本来であれば老齢年金裁定後、障害者特例
請求書及び年金受給選択申出書を機構本部
へ進達すべきところ、老齢請求書と一緒に綴
じてしまったため、進達されず障害者特例及
び選択処理が行われていませんでした。

1名 未払い 274,485

について 理
・
処
理
遅
延

愛媛
事務
センター

2010年11月18日111
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件名
事故
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112

年金受給
権者支払
機関変更
届の入力
漏れにつ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

福岡
事務
センター

2010年9月15日 2011年2月4日

○年金事務所から、「金融機関の担当者か
ら、お客様の委任を受けて支払機関変更届
を出していたが、変更がされていないとお問
合せがありました」との連絡を受けました。
○確認しましたところ、処理漏れであることが
判明しました。

○年金事務所で受付した年金受給権者住
所・支払届を当センターで受理し、処理を行
いましたが、その際、担当者が住所のみ入力
し、支払機関については、登録を漏らしてし
まいました。
○また、その後のチェックでも入力漏れに気
づかないまま処理を行ったことが原因です。 1名 ― 0

○支払機関変更届の入力処理を行い
ました。
○担当者が金融機関の担当者へ電話
で事情を説明し、お客様の連絡先を確
認のうえ、お客様の代理人にお詫び
のうえ、次回支払からは変更後の口
座へ支払がされることについて説明し
ました。
○なお、変更前の口座については解
約されていないため、振込不能になっ
ていないことを確認しました。

○今後のチェック体制の強化を行い、
朝礼で今回の事象を周知し、入力漏
れ等発生させないよう周知・徹底しま
した。

外
部

障害基礎
年金現況 未

○障害基礎年金の有期診断書の保留箱の
中に 何も処理されていない有期診断書があ

○本来であれば、受付後、職員が診断書の
ピ をとり 別の職員 回付する ととな

○支払遅延のお客様へは、お詫びの
電話及びお詫びの手紙をお送りしまし

○事務の流れを職員に再度周知し、
チ クリストを作成し 再発防止を徹

113

年金現況
届処理遅
延による
支払遅延
について

未
処
理
・
処
理
遅
延

埼玉
事務
センター

2011年1月12日 2011年2月9日

中に、何も処理されていない有期診断書があ
ることが判明しました。

コピーをとり、別の職員へ回付することとなっ
ていますが、別の職員に書類が回付されな
いまま保管箱に保管されてしまったことによ
るものです。 8名 未払い 1,077,612

電話及びお詫びの手紙をお送りしまし
た。
○機構本部へ早期支払を依頼し、支
払時期を確認し、お客様へ電話でお
伝えし、了承を得ました。

チェックリストを作成し、再発防止を徹
底しました。

内
部

○年金給付グループ長より、担当者に
対し、最低週１回は保留分の確認をす
るよう再徹底をしました。
○また、全職員について保留分チェッ
クリストを作成し、再発防止を徹底する
こととしました。

外

○お客様より、「遺族厚生年金の支払がある
と以前回答があったが、振込になってない」と
の電話がありました。
○確認しましたところ、遺族厚生年金裁定請
求書が未処理であることが判明しました。

○年金事務所より回付された遺族厚生年金
裁定請求書について、事務センターで審査し
ました結果、記録が誤っていることが判明し
たため、記録補正を依頼し、保留分として保
管していました。お客様へ記録補正があるの
で、処理が遅れる旨のお手紙を送付した結
果、お客様よりいつ頃になるかのお問合せの
お電話があり、担当者が平成２３年１月頃に
なる旨回答しました。その後、記録補正が済
んでいるにもかかわらず お客様から再度お

○担当者がお客様へ電話し、お詫び
のうえ、説明しました。早期支払を希
望されたため、機構本部へ協議するこ
ととしました。
○機構本部からの回答により、お客様
に連絡し、支払時期をお伝えし、了承
を得ました。

遺族厚生
年金裁定
請求書の
処理遅延
について

未
処
理
・ 事務

115

年金記録
に係る申
立書の回
付の遅延
について

未
処
理
・
処
理

兵庫 明石 2010年5月17日 2011年2月10日

○機構本部から回付された、ねんきん定期
便に係る回答票を処理する段階で、第三者
委員会へ未回付の年金記録に係る申立書が
添付されていることが判明しました。

○機構本部より、ねんきん定期便回答票調
査回答依頼分に添付のうえ回送され、当所
にて書類一式を受付しました。
○本来、年金記録に係る確認申立書の受理
を確認すべきところ、当該書類を確認しない
まま、ねんきん定期便要調査分の添付書類
として保管してしまったため、第三者委員会

1名 ― 0

○事務センターへ年金記録に係る確
認申立書等を回付しました。
○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、お預かりした第三者委員会へ
の申立にかかる書類一式の回付が遅
れたことを説明し、了承を得ました。
○他にも混入していないか、調査未了

○機構本部から回送された、ねんきん
定期便等関係書類は、受付時に必ず
確認することを職員に周知しました。

内
部

外
部

んでいるにもかかわらず、お客様から再度お
問合せがあるまで、保留のままになっていま
した。
○本来、担当者は、記録補正依頼中の請求
書は、定期的に記録補正が済んでいるか確
認し、補正が済んでいれば裁定請求書の入
力をすることになりますが、その確認を怠っ
たため、長期間保留となってしまい、支払が
遅れてしまいました。

1名 未払い 414,540
・
処
理
遅
延

埼玉
事務
センター

2010年10月頃 2011年1月21日114

理
遅
延

し 保管し しま たた 、第 者委員会
へ未回付となってしまいました。

○他 も混入し な 、調査未了
分全件を確認しましたが、ありません
でした。
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116

国民年金
死亡一時
金裁定取
消処理遅
延につい
て

未
処
理
・
処
理
遅
延

長野
事務
センター

2010年8月25日 2011年2月15日

○年金事務所から、「国民年金死亡一時金
裁定取消依頼を事務センターあて提出したに
もかかわらず、いまだに取消通知の写しが届
かない」との電話照会がありました。
○確認しましたところ、国民年金死亡一時金
裁定取消処理をしていなかったことが判明し
ました。

○本来であれば、国民年金死亡一時金裁定
取消処理を行い、お客様あて通知すべきとこ
ろ、事務担当者が決定取消処理の流れをよく
理解していなかったため、確認に手間取って
しまったうえ、他の業務の遅れ分の処理を優
先させたため、後回しとなってしまったもので
す。
○年金事務所職員より、事務担当者あてに
手渡しされた国民年金死亡一時金裁定取消
依頼書について、受付担当者に回付しな
かったため、受付処理簿に搭載されず、事故
の未然防止ができませんでした。

1名 過払い 25,500

○担当者がお客様に電話し、お詫び
のうえ、経過説明を行い、了承を得ま
した。
○国民年金死亡一時金裁定取消処理
を行いました。
○お客様あてに決定取消通知の送付
を行いました。また、年金事務所あて
に決定取消通知の写しを送付しまし
た。

○ミーティングにおいて当該事象を説
明し、事務処理にあたり不明な事柄に
ついては、１人で抱え込まず、他の職
員に相談することを申し合わせまし
た。
○会議により全グループに当該事象
を説明し、個人あての文書の受付方
法を見直すこととしました。

内
部

老齢基礎 ○厚生年金期間追加処理において 時効年 ○期間追加処理を行うに際して 期間追加に ○ご本人様にお詫びの手紙を送付し ○諸変更締切前は余裕を持った決裁

117

老齢基礎
年金及び
老齢厚生
年金の二
重払につ
いて

未
処
理
・
処
理
遅
延

本部 支払部 2010年11月18日 2011年1月26日

○厚生年金期間追加処理において、時効年
月の相違により老齢基礎年金及び老齢厚生
年金の二重払を防止するため、支払調整処
理をすべきところ入力締切時間までに補正す
ることが出来なかったため、老齢基礎年金及
び老齢厚生年金を二重払していたことが判
明しました。

○期間追加処理を行うに際して、期間追加に
より増額となる部分を支払うため、従前支払
額をマイナス調整し、二重払とならないように
しなければなりませんでしたが、入力締切時
間までに補正することが出来ませんでした。
○また、すぐにお詫びの手紙をお送りすべき
ところ、決裁が滞っていました。その結果過
払いとなり、さらにご本人様へのお知らせま
でに時間がかかってしまいました。

1名 過払い 874,264

○ご本人様にお詫びの手紙を送付し
ました。
○担当者がご本人様へ電話し、お詫
びのうえ、説明しました。今後の支払
金額等内訳を送付しました。
○お客様から返納方法申出書を受理
し、次期定期払以降の各期支払額か
ら１０分の１づつ返納されるように処理
しました。

○諸変更締切前は余裕を持った決裁
を行うこと、また、お詫びの手紙が必
要な場合には、時間をおかず、決裁を
終わらせるよう、担当者ならびに決裁
者に対し、周知徹底しました。

内
部

○平成５年８月、旧川崎社会保険事務所に
おいて、お客様の老齢年金を決定する際、本
来であれば、配偶者の方が厚生年金または
共済組合に２０年以上加入されていないた
め、配偶者状態コードを○○と登録すべきと
ころ 誤って△△で登録してしまったために発

○他年金事務所担当者よりお客様へ
お詫びし、年金の訂正について説明を
行いました。
○他年金事務所より経過書を添えて、
お客様と配偶者様の年金の訂正書類
一式を機構本部へ進達しました。

○お客様相談室において事象を報告
するとともに、受付時のチェックシート
の徹底を指導しました。
○現在は裁定事務センターでの審査・
入力となっているために、裁定事務セ
ンター職員に事象を報告し 注意喚起

老齢年金
裁定請求
書入力時
における
配偶者状
況コードの

○他年金事務所より、「お客様の年金記録を
確認したところ、配偶者の方が厚生年金また
は共済組合に２０年以上加入されていないに
もかかわらず、配偶者加給年金の支給が停
止されており、さらに配偶者様の年金につい
ても振替加算が行われていない」との連絡が

○審査請求事件のため保留していま
したが、ブロック本部より正しく表示さ
れた通知書の送付依頼があったことを
受け、お客様へ連絡し、発行日を誤っ
て表示して発送したことをお詫びしまし
た。
○正しく表示された厚生年金保険資格

○フォーマットの変更を行い、今後は、
通知書作成時に複数人により内容
チェックを行うこと及び決裁時の確認
を徹底することについて確認しました。

外
部

厚生年金
保険資格
喪失確認
通知書の
発行日誤
りについて

入

○社会保険審査官より、審査請求事件に対
する意見書等の提出依頼がありました。
○その際、添付された請求人の方からの申
立書（写）の文中に、厚生年金保険資格喪失
確認通知書の発行日の表示が誤っている旨
の指摘があり、発行日誤りが判明しました。

○年金記録確認第三者委員会のあっせんに
より厚生年金記録を訂正しました。
○事業主様に、特例納付保険料の納付につ
いてを送付する際に、添付書類である、厚生
年金保険資格喪失確認通知書の発行日を、
平成２２年１０月と表示すべきところ、誤って
明治３３年１月０日と印字し 発送したもので

ころ、誤って△△で登録してしまったために発
生した事象です。このため、お客様の年金に
おいては配偶者加給年金の支給が停止と
なってしまい、配偶者様の年金についても振
替加算が行われていませんでした。
○当時の担当者による請求書の入力誤りが
原因と考えられます。また、入力後の決裁に
おいても誤りを見落してしまったことによるも
のです。

2名 未払い 3,482,692

式を機構本部へ進達しました。
○配偶者様の年金については振替加
算の処理がされ、支払時期を確認し、
お客様の年金については配偶者加給
年金の遡及分の支払時期が確認でき
ました。
○お客様相談室長がお客様へ電話
し、再度お詫びのうえ、支払時期をお
伝えし、了承を得ました。

ンタ 職員に事象を報告し、注意喚起
と事故防止の徹底を周知しました。

況コ ドの
入力誤り
について

入
力
誤
り

神奈川 川崎 1993年8月5日 2010年8月20日

ても振替加算が行われていない」との連絡が
ありました。
○確認しましたところ、老齢年金裁定請求書
入力時における配偶者状況コードの入力誤
りが判明しました。

118

1事
業所
― 0

○正しく表示された厚生年金保険資格
喪失確認通知書を送付することにつ
いて了承を得ました。誤って発送した
厚生年金保険資格喪失確認通知書に
ついては、審査請求の事案により返還
いただけないとのことでした。

外
部

入
力
誤
り

大阪 天満 2010年10月26日 2010年11月24日

明治３３年１月０日と印字し、発送したもので
す。
○発行日を入力しないと明治３３年１月０日と
表示されるフォーマットになっていたが、入力
が漏れてしまったため、そのままの表記と
なってしまいました。また、決裁の段階でも誤
りに気づくことができませんでした。

119
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120

年金受給
権者支払
保留の誤
入力につ
いて

入
力
誤
り

岩手 盛岡 2011年1月18日 2011年2月8日

○事務センターから、遺族年金請求者の方
の老齢基礎年金が、死亡の疑いによる支払
保留が入力されていると連絡がありました。
○確認しましたところ、支払保留の誤入力が
判明しました。

○死亡・未支給請求書及び遺族年金請求書
を受付した担当者が、死亡者の年金にかか
る支払保留処理票を作成済にもかかわら
ず、入力締日が近いため再確認の際に、
誤って、請求者の方の支払保留処理票も作
成してしまいました。その原因は、担当者の
勘違いによる処理票の作成によるものです。
○入力担当者は、本来、受給者の方の氏名
と死亡日を確認のうえ入力すべきところ、処
理票記載のまま入力してしまったため、請求
者の方の年金が支払保留となったものです。

1名 未払い 51,699

○お客様相談室長がお客様のご家族
に電話し、お詫びのうえ、事情を説明
し、了承を得ました。
○機構本部へ支払保留解除を依頼し
ました。

○お客様相談室全職員に対し、朝礼
で今回の事象を説明し、支払保留処
理票への死亡を確認できる書類添付
の徹底を指示しました。

内
部

老齢給付 老齢給付受給権者 簿 偶者情報 力委託業者が老齢給付年金請求書を 支給開始前 ため お客様 影 力委託業者 当該事象を説

121

老齢給付
年金請求
書に係る
入力誤り
について

入
力
誤
り

大阪
事務
センター

2010年11月11日 2011年2月9日

○老齢給付受給権者原簿の配偶者情報に
別人の情報が登載されていることが、配偶者
自身の老齢給付年金請求書を入力する際に
判明しました。
○確認しましたところ、配偶者情報を入力す
る際、誤って次の年金請求書の配偶者情報
を入力していたことが判明しました。

○入力委託業者が老齢給付年金請求書を
入力する際に、誤って次の年金請求書の配
偶者情報の入力を行い、点検の結果、氏名
誤りが判明しましたが、氏名のみの訂正を行
い、配偶者の方の基礎年金番号を訂正しな
かったためです。
○また、年金請求書を点検する際にも誤りを
発見することが出来ませんでした。

1名 ― 0

○支給開始前のため、お客様には影
響はありませんでした。
○機構本部へ連絡し、再裁定処理を
行ってもらうよう依頼しました。

○入力委託業者に当該事象を説明
し、入力点検を入念に行うよう指示す
るとともに、入力点検班にも注意を促
しました。

内
部

○担当者がＡ様あてに、お詫びと後日
発送されてくる控除証明書を回収させ
てほしいため、当方に入電をお願いす
る旨の手紙を発送しました。
○Ａ様より、控除証明書を送付してい
ただける旨の入電があり、お願いする
とともに、お詫びし、了承を得ました。

○委託業者責任者に対して厳重注意
を行い、あわせて現場管理体制の見
直し及び入力オペレーションの全体再
周知を行うことによる再発防止を指示
しました。

内
年

○ねんきんダイヤルの業務委託先業者責任
者より、社会保険料（国民年金保険料）控除
証明書の作成について、入力を誤って別人
の社会保険料（国民年金保険料）控除証明
書を作成したとの報告があり、判明しました。

○当該入力処理中に委託先業者の入力担
当者が、本来発行依頼があったお客様の作
成処理を行うべきところ、基礎年金番号の下
一桁を誤って入力してしまったため、別人で
あるＡ様の控除証明書が自動発送されること
となりました。
○その原因は基礎年金番号、生年月日を入

1名

社会保険
料（国民年
金保険料）
控除証明
書の作成
誤りについ
て

入
力
本部

年金
年122

123

年金受給
者の死亡
に係る支
払保留の
入力誤り
について

入
力
誤
り

沖縄 平良 2011年1月18日 2011年2月21日

○他年金事務所から、「管轄内の年金受給
者の定期支払の年金が振込されず、支払保
留になっている」との連絡がありました。
○確認しましたところ、当所で支払保留を処
理すべき方とは別人（同姓氏名、同一生年月
日）の方の支払保留を処理していたことが判
明しました。

○死亡されたＡ様の基礎年金番号がわから
ないので、氏名と生年月日で検索する必要
があり、検索した結果、住所が相違していた
にもかかわらず、当該対象者と思い込み、Ｂ
様の支払保留の処理をしてしまいました。
○その原因は、処理した職員が氏名索引を
する届書コードが２つあること及びその内容
を理解していなかったこと、また、決裁におい
ても誤りに気づかなかったことによるもので
す。

1名 未払い 510,232

○お客様相談室長がＢ様に電話し、お
詫びしました。誤りの詳細を説明したう
えで、振込されなかった分を、随時払
にて支払うように手続き済であることを
お伝えし、一定の了承を得ました。

○全体朝礼において、当該事象を説
明し、氏名索引する際には必要項目を
必ず確認すること及び氏名索引コード
の種類、その内容、漏れがないよう、
すべてのコードで検索することの周知
徹底を図りました。 内

部

○控除証明書の送付があり、回収が
終了しました。

内
部

2010年11月22日

力し、次の入力画面に移行した際、氏名の目
視を怠ったことです。
○なお、一括作成入力を行ったことに伴い、
システム上、訂正処理が不可能であるため、
発送前に引き抜くことができませんでした。

1名 ― 0
力
誤
り

本部
年金
相談部

2010年11月22日122

す。

124

年金額仮
計算書に
記載した
年金見込
額の誤り
について

通
知
等
の
作
成
誤
り

静岡 富士 2010年12月9日 2011年1月31日

○機構本部から、年金額回復の具体的事例
の調査・報告を求められました。
○内容を確認しましたところ、年金額仮計算
書に記載した年金額仮計算結果に、試算誤
りが判明しました。

○再裁定の進達に係る見込額を試算するに
あたり、配偶者加給金額が漏れていたことに
加え、変更前の金額欄に、基礎年金額を含
まない老齢厚生年金額を記載したため、変
更前と変更後の金額の差が過大となったも
のです。 1名 ― 0

○副所長がご本人様に電話連絡し、
お詫びのうえ、説明し、了承を得まし
た。
○また、誤った内容で受付した再計算
申出書の受付控えを回収させていた
だくため、お詫びの文書及び返信用封
筒を送付することで了承を得ました。
○ご本人様にお詫びの文書及び返信
用封筒を送付し、返信用封筒にて、
誤った受付控えを受理しました。

○年金記録課及びお客様相談室の朝
礼において、当該事象を説明し、記録
判明により再裁定が必要となる場合
は、記録課担当者並びにお客様相談
室職員によるダブルチェックを徹底す
るよう周知しました。 内

部

33



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

源泉徴収
票におけ
る社会保
険料額の
記載漏れ
について

通
知
等
の
作
成
誤

本部
年金
給付部

2011年1月上旬 2011年2月16日

○厚生労働省年金局より、「税務署から年金
受給者の源泉徴収票に特別徴収された介護
保険料の金額が記載されていないとの照会
を受けたため、確認したい」との連絡がありま
した。
○確認しましたところ、源泉徴収票における
社会保険料額の記載漏れが判明しました。

○現在の税システムにおいては、失権又は
裁定取消がされていない現存年金について
のみ源泉徴収票を作成する仕様となってい
ます。そのため、老齢年金の裁定取消及び
新たな年金コードでの新規裁定が行われた
受給者様にかかる源泉徴収票は、新たに裁
定された年金のみの支払記録を計上して作
成され、また、社会保険料額については、新
たに裁定された老齢基礎・老齢厚生年金に
おいて特別徴収された金額のみを計上して
います。
○裁定取消された年金から特別徴収された
社会保険料を新規裁定された年金の源泉徴
収票に計上する対応が必要ですが、現在の

4,670
名
― 0

○同事象の対象者の方へお詫びの手
紙を同封のうえ、訂正後の源泉徴収
票を送付しました。
○年金事務所等へは事前に情報提供
し、対象者からのお問合せがあった場
合の対応について指示しました。
○対象者の方がお住まいの市町村へ
送付しました公的年金等支払報告一
覧表について、差替を送付しました。

○関係部署に、平成２３年分以降にお
いても、同様の事象が起きないよう、
十分に注意して特別処理するよう周知
しました。

外
部

125

○担当者がＡ様にお詫びのうえ、経過
の説明を行うとともに、今回、Ａ様には
返戻すべき書類はなかったことをお伝
えし、了承を得ました。
○担当者がＢ様宅に訪問しましたが、
不在であったため、誤送付にかかるお
詫びと経過及び当事務センターまでご
連絡をいただきたい旨を記載した文書
をポストに投函しました。
○Ｂ様からの連絡を待っていました

○職員に今回の誤送付の原因を説明
し、受付・仕分け作業の際には書類と
返信に使用された封筒が誤って添付
されていないかの確認を徹底するよう
指示しました。また、１件ずつ仕分け作
業を完了させてから、次の封書の仕分
け作業を行うよう指示しました。
○封入封緘の際に、封筒の宛名と送
付物の氏名の確認を徹底するよう指
示するとともに 複数人で確認した後

○年金事務所にＡ様が来訪され、「別人（Ｂ
様）の年金関係の書類が送付された」とのお
申出がありました。
○確認しましたところ、仕分け作業時の誤り
により、Ｂ様の書類をＡ様に送付していたこと
が判明しました。

○仕分け作業においては、提出された書類
にお客様が返信に使用した封筒をホッチキス
止めすることとしておりますが、Ｂ様からの封
書には参考資料と思われる書類のみが封入
されていたため、記録調査担当部署ではなく
管轄の年金事務所に回付する分として仕分
けを行うべきところ、これをＢ様に返戻する書
類であると誤認するとともに、Ａ様が返信に
使用した封筒をホッチキス止めしてしまったこ
とにより 返信用封筒の宛名を誤って作成し

厚生年金
加入記録
のお知ら
せの回答
に関する
書類の誤
送付につ
いて

誤
送

誤
り

収票に計上する対応が必要ですが、現在の
税システムが稼働する前（平成２１年分まで）
は、影響を考慮し、特別処理にて対応してい
ました。しかし、平成２２年分は対応が出来て
いなかったため、取消した年金から特別徴収
した社会保険料を計上されていない源泉徴
収票が送付されたものです。

年金受給
者記録の
誤送付に
ついて

誤
送
付
北海道 旭川

○Ａ様から、「先に依頼した、年金加入期間
確認請求書が届いたが、Ｂ様の年金受給者
記録が同封されていた」との電話連絡があ
り、誤送付が判明しました。

○お客様相談室職員が依頼された用紙を送
付した際、封緘の二重チェックをしたにもか
かわらず、Ｂ様の記録を混入させてしまいま
した。

名

○お客様相談室長がＡ様宅を訪問し、
お詫びのうえ、説明し、誤送付したＢ
様の書類を回収し、了承を得ました。
○お客様相談室長がＢ様に電話し、お
詫びのうえ 説明し 了承を得ました

○朝礼時、今回の事象の内容を説明
し、改めて個人情報の重要性及び文
書発送時の確実な点検の再徹底を指
示しました。

外

○Ｂ様からの連絡を待っていました
が、ご連絡がなかったため、再度、文
書を送付しました。なお、文書には指
定期日までにご連絡がなかった場合
には、誤送付に関して了承をいただけ
たものとして、事後処理を進めさせて
いただく旨を記載しました。
○指定期日までにＢ様からのご連絡
がなかったことから、了承をいただい
たものと判断し、事後処理を進めるこ
ととしました。

示するとともに、複数人で確認した後、
さらに最終確認の計３回の確認を行う
こととしました。

外
部

2011年1月27日

とにより、返信用封筒の宛名を誤って作成し
てしまい、Ａ様に送付してしまいました。
○また、送付物を封入封緘する際には、本来
であれば複数人で返信用封筒の宛名と送付
物の氏名を確認しなければならないところ、
複数人での確認作業が徹底されていません
でした。

2名 ― 0

送
付
・
誤
送
信

東京
事務
センター

2011年1月19日126

127 ・
誤
送
信

北海道 旭川 2011年2月10日 2011年2月14日 2名 ― 0 詫びのうえ、説明し、了承を得ました。
○Ｂ様あてに年金受給者記録を送付
しました。

外
部

34
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128

退職改定
後の支払
処理につ
いて 説

明
誤
り

滋賀 草津 2010年12月8日 2011年2月7日

○お客様より、「夫の退職改定後の老齢厚生
年金の支払について、２月支払と聞いている
が、どうなっているか」とのお問合せがありま
した。
○確認しましたところ、誤って説明したことが
判明しました。

○本来、窓口において退職後の支払につい
ては、退職改定スケジュールにより３月支払
と説明すべきところ、誤って２月に支払われ
る説明をしていたことによるものです。
○対応した職員が、退職改定スケジュールを
認識せず回答したことによるものです。 1名 ― 0

○お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、お詫びのうえ、支払スケジュール
について説明しました。３月の支払額
について確認したいとのことでしたの
で、確認のうえ、再度訪問することとし
ました。
○お客様相談室長がお客様宅を訪問
し、再度お詫びのうえ、３月の支払予
定額について説明し、了承を得まし
た。

○朝礼の際に当該事象を説明し、退
職改定の処理スケジュールについて
再度周知しました。
○また、社会保険労務士に対しても当
該事象について連絡しました。 外

部

年金の初
回振込額
の説明誤

○ご本人様の配偶者様から電話があり、「年
金の初回支払額は約３００万円との説明を受
けていたが、振込通知書によれば１２０万円

○お客様の年金請求を配偶者様が代理で
行った際に、窓口職員が初回支払額が本来
約１２０万円であるところを、誤って約３００万

○お客様の配偶者様が来所され、お
詫びのうえ、説明しましたが、ご納得
いただけませんでした。お客様が長期

○所長より各課室長に事象を説明し、
再発防止のため職員に対し周知する
よう指導しました。

129

の説明誤
りについて

説
明
誤
り

福岡 八幡 2010年8月12日 2010年10月13日

けていたが、振込通知書によれば１２０万円
程度となっている」との連絡がありました。
○確認しましたところ、年金相談窓口での初
回支払額の説明を誤っていたことが判明しま
した。

約１２０万円であるところを、誤って約３００万
円支払われると回答しました。
○窓口職員の機械操作や在職調整等の知
識不足等が原因と考えられます。

1名 ― 0

いただけませんでした。お客様が長期
不在なため、あらためて連絡すること
としました。
○お客様が来所され、お詫びのうえ、
振込通知書の金額での支払になるこ
とをお伝えしました。快諾はされませ
んでしたが、要求等はなく、帰宅されま
した。

よう指導しました。
○年金相談関係職員に対し、在職停
止を含む年金額試算の研修を実施し
ました。
○また、遡及支払額が高額になる場
合は、必ず別の職員によるチェックを
行い、年金相談受付票に金額を記入
し、事跡を残すこととしました。

外
部

130

加給年金
にかかる
説明誤り
について

説
明
神奈川 港北 2009年春頃 2010年11月19日

○お客様が繰上げ請求手続きのため来所さ
れ、年金の見込額を説明しましたところ、「以
前に年金相談した際、６０歳で年金を繰上げ
請求した場合の年金見込額を尋ねたところ、
３９６，０００円の配偶者加給金が加算される
と言われた」とのお申出がありました。
○確認しましたところ 相談担当者の説明誤

○本来であれば、加給年金額については繰
上げ請求された場合であっても６５歳（定額
発生時）から支給されることを説明すべきとこ
ろ、担当者が誤って、６０歳から支給されると
の説明をして、年金見込額照会回答票に
誤った年金額を記入してお渡ししたものと思
われます 1名 0

○担当者がお客様にお詫びのうえ、
繰上げ請求の場合でも６５歳にならな
いと配偶者加給金は支給されないこと
を説明しましたが、ご理解いただけま
せんでした。
○繰上げ請求による老齢基礎年金が
裁定され 年金が振込されましたが

○お客様相談室朝礼にて今回の事象
を報告し、繰上げ請求時の加給年金
の扱いについて周知・徹底しました。

外
130

誤
り

神奈川 港北 2009年春頃 2010年11月19日
○確認しましたところ、相談担当者の説明誤
りが判明しました。

われます。 1名 ― 0
裁定され、年金が振込されましたが、
お客様からはご連絡がなく、今後、お
客様からのお問合せがあった場合に
は、引続き対応をしていくこととしまし
た。

部

131

障害基礎
年金の説
明誤りにつ
いて

説
明
誤
り

愛知 豊川 2010年5月4日 2010年7月7日

○お客様から障害基礎年金裁定請求書が送
付されてきたため、お客様相談室長が保険
料納付要件を再度確認しましたところ、要件
を満たしておらず、受給権のないことが判明
しました。

○お客様が来所された際、障害基礎年金の
受給要件がないにもかかわらず、特別支給
の老齢厚生年金を受給されているので、納
付要件を満たしているものと思い込み、障害
基礎年金を請求できる旨説明し、手続きを進
めたことによるものです。

1名 ― 0

○副所長、お客様相談室長がお客様
宅を訪問し、お詫びのうえ、説明しまし
た。お客様から、年金記録の期間申立
がありましたため、再調査を行うことと
しました。
○その後、数回、お客様と記録確認を
しましたが、最終的に記録の判明には
至らず、障害基礎年金裁定請求書を
受付し、審査・決定の手続をしました。
○不支給決定通知書をお客様に送付
しました。

○全職員への研修を行い、障害年金
の納付要件についての点検項目・
チェックシートの徹底を図るよう周知し
ました。

内
部

132

遺族厚生
年金の見
込額算出
誤りについ
て

説
明
誤
り

福井 福井 2010年3月3日 2010年5月11日

○お客様が来所され、「以前に依頼した６５
歳から受給する遺族厚生年金の見込額と、
今回送付されてきた支給額変更通知書との
金額が相違している」との相談がありました。
○確認しましたところ、見込額の算出誤りが
判明しました。

○本来は、６５歳になると中高年の加算額が
減額され、経過的寡婦加算金が支給される
ため、６５歳以降の老齢年金の試算を行う際
は、遺族年金の加算額の欄に経過的寡婦加
算額の金額を入力しなければなりませんが、
誤って中高年の加算額の金額をそのまま入
力して算出したことによるものです。

1名 ― 0

○担当者からお客様に電話し、お詫び
のうえ、事象の経過について文書で回
答することをお伝えし、了承を得まし
た。
○お客様あてに、お詫びの手紙と経
過についての文書を送付しました。

○お客様相談室長より職員に対し、事
象を説明し、今後、見込額を算出する
際は、複数の職員で内容確認を行うよ
う徹底を図りました。

外
部

35
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133

繰上げ請
求の説明
不足につ
いて

説
明
誤
り

福井 敦賀 2010年4月7日 2011年1月25日

○お客様相談室の会議において、今
回の事象の説明を行い、窓口対応時
には、お客様の相談内容の確認及び
説明を充分に行うよう、再度周知しま
した。

外
部

○特別支給の老齢厚生年金の受給者である
お客様（在職老齢年金により全額停止）が来
所され、繰上げ請求について説明しましたと
ころ、前回の来所時に繰上げ請求について
説明していないことが判明しました。

○前回ご来所の際に、繰上げ請求について
も説明すべきところ、説明を漏らしたため、繰
上げ請求の申出が遅れました。
○前回の年金相談受付票を確認しましたとこ
ろ、繰上げ制度について説明を行ったか否か
については、年金相談受付票（裏面）の裁定
の繰上げについてにチェックがありませんで
した。

1名 ― 0

○担当者がお客様に説明不足と思わ
れる点についてお詫びし、繰上げ請求
の受付日の翌月からしか受付できな
いことを説明しましたが、ご理解いただ
けませんでした。
○お客様から電話があり、今後の年
金の受給方法、繰上げ請求のデメリッ
ト、説明不足の経緯の３点について、
文書送付依頼があり、お客様あてに
送付しました。
○お客様が窓口に来所され、社会保
険労務士等に相談した結果、先の申
立ての件は取下げる旨のお申出が
あったため、平成２３年１月に受付した

○当所職員全体へ当該事象を説明
し、注意喚起を行いました。
○また、要再裁定者リストの審査につ
いて、お客様相談室担当者及び決裁
者の確認を徹底しました。

内
部

○事務センターへ進達した再裁定申出書
が、不備により返戻となり、お客様相談室担
当者が内容を確認しましたところ、同一の厚
生年金加入記録が重複して収録されていま
した。このため、再裁定処理が不要であり、
年金額の再計算が生じないことが判明しまし
た。

○お客様相談室担当者が、対象者の加入記
録整備を確認した際、登録されている厚生年
金被保険者記録と同一記録であったことか
ら、本来、老齢厚生年金の訂正処理を不要と
すべきところ、年金額の訂正処理が必要であ
ると誤って判断したため、お客様へ文書によ
る誤った年金額の周知と再裁定申出書の提
出依頼をしたものです。
○原因は、同一期間に２つ以上の厚生年金
記録が収録されていることの確認を見落し、
受給権者原簿と厚生年金被保険者記録との
標準報酬月額が 同一記録の重複による相

1名 ― 0

○担当職員が電話にてお客様のご家
族に事象を説明のうえ、お詫びしまし
た。
○お客様相談室長及び担当職員がお
客様宅を訪問し、お客様のご家族に再
度お詫びのうえ、経過を記載した文書
をお渡しし、事象説明を行い、了承を
得ました。
○また、お客様から提出された再裁定
申出書をお返ししましたが、当所で処
分してほしいとのことで、処理不要と
し 保管しました

再裁定不
要者に対
する再裁
定申出書
提出指示
誤りについ
て 説

明
誤
り

北海道 札幌東 2010年12月24日 2011年1月28日134

あったため、平成２３年１月に受付した
繰上げ請求書を機構本部へ進達しま
した。

外
部

○お客様が在職老齢年金の計算方法につい
て相談に来所され、相談担当者は、在職老
齢年金が全額支給となる場合の給与の上限
額について説明を行いました。
○その際、年金受給見込額の算出に係るも
のであるため、本来であれば窓口装置により
試算をしなければならないところ、手作業で
計算したうえ、算出した給与額も誤っていまし
た。
○その結果、お客様は説明を受けた給与額
に変更となった標準報酬月額変更届を提出
されましたが、在職老齢年金の支給調整によ
り年金の一部が支給停止となったものです。

1名 ― 0

○副所長及びお客様相談室長がお客
様宅を訪問し、お詫びのうえ、今回の
事象を説明しました。今後の給与の変
更については検討するとのことで、了
承を得ました。

○お客様相談室内のミーティングにお
いて、年金相談時における窓口装置
による試算の徹底等を申し合わせまし
た。
○朝礼時に今回の事象について説明
し、全職員に対し、事務処理誤りの防
止等の徹底を図りました。

在職老齢
年金の説
明誤りにつ
いて

説
明
誤
り

香川 高松東 2010年12月1日 2011年1月27日

○お客様が来所され、送付された厚生年金
保険の年金決定通知書・支給額変更通知書
について照会がありました。
○確認しましたところ、過去の年金相談にお
いて、相談担当者が在職老齢年金について
説明した際、全額支給となる場合の給与の
上限額についての説明を誤っていたことが判
明しました。

標準報酬月額が、同一記録の重複による相
違であったことに気付かなかったことによるも
のです。

し、保管しました。
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判明
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○ご本人様が来所され、「老齢基礎年金の一
部繰上げ後の年金見込額を再確認したい」と
のお申出がありました。
○確認しましたところ、誤った年金見込額に
よる説明をしていたことが判明しました。

1名 ― 0

○課内会議において、当該事象を説
明し、見込額の試算にあたっては、賞
与や報酬月額について充分な確認を
行うことを指示しました。

外
部

○ご本人様が来所され、持参された制
度共通年金見込額照会回答票を確認
しましたところ、平成２２年１２月支給
の賞与額が在職老齢年金の支給停止
額に反映されておらず、誤った年金見
込額をお渡ししていました。誤った回
答票を回収しました。
○本来の年金見込額であれば、もとも
と繰上げ請求を行っていなかったとし
て、繰上げ請求の取消を強く希望さ
れ、その旨の申出書を提出されました
ので、機構本部に関係書類を進達しま
した。
○お客様相談室担当者からご本人様

○窓口での相談時に、職員が老齢基礎年金
の一部繰上げの年金見込額を試算する際、
厚生年金保険に加入中で、直近に支払われ
た賞与額等の有無を確認のうえ試算すべき
ところ、平成２２年１２月に支給された賞与額
の確認を漏らしたまま試算したことから、誤っ
た年金見込額による説明を行ったものです。
○また、この誤りに伴い、特別支給の老齢厚
生年金受給権者老齢基礎年金支給繰上げ
請求書を受付したものです。
○事業主様からの賞与支払届の提出と処理
時間を考慮したうえで、お客様に対して十分
な確認を行わずに年金見込額を試算したこと
によるものです。

老齢基礎
年金の一
部繰上げ
の見込額
試算誤り
について

説
明
誤
り

北海道 札幌北 2011年1月6日 2011年1月31日136

137

年金裁定
請求書に
必要な添
付書類の
説明誤り
について

説
明
誤
り

岐阜 高山 2011年2月21日 2011年2月21日

○６０歳になられたお客様が、年金請求に必
要となる添付書類について、事前に電話確
認をいただいた際、誤って不必要な戸籍謄
本・所得証明も添付するように説明していた
ことが判明しました。

○電話対応した際、必要となる添付書類を十
分に精査しないまま、回答したことによるもの
です。

1名 ― 0

○窓口にて、お客様相談室長がお客
様にお詫びしました。その際、お客様
より、今回の事象を記載した内容のご
意見・ご要望をいただきました。
○所長よりお客様へ電話し、今回の事
象について改めてお詫びしました。戸
籍謄本・所得証明書交付にかかる手
数料の返還はできない旨もご理解い
ただきました。

○全体朝礼にて、当該事象を説明した
うえで、電話相談・窓口相談の際の説
明誤り再発防止についての徹底を周
知しました。

外
部

○お客様相談室担当者からご本人様
へ電話し、再度お詫びのうえ、一部繰
上げの処理が取消されたことをお伝え
し、了承を得ました。

によるものです。

1名 ― 0

○お客様が来所され、担当者がお詫
びのうえ、ブロック本部へ問合せ中で
あり、回答があり次第、連絡することと
しました。
○お客様が来所され、７０歳まで繰り
下げできないことは納得できないとの
お申出がありましたが、再度お詫びの
うえ、説明し、６７歳での老齢基礎年金
の繰下げ請求書と遺族厚生年金の請
求書を受付しました。
○６７歳時点の繰下げによる老齢基礎
年金がお客様へ支払われました。

○お客様相談室朝礼にて、今回の事
象を職員に伝え、繰下げ請求につい
てお客様へ説明誤りがないよう周知徹
底しました。

外
部

○老齢基礎年金を繰り下げ待機中であった
お客様が、配偶者様がお亡くなりになったた
め、年金相談に来所されました。その際、遺
族厚生年金が低額であったため、請求をせ
ずに引続き７０歳までの老齢基礎年金の繰
下げを希望されました。
○本来であれば、配偶者様が亡くなられた平
成２０年５月の時点において遺族厚生年金の
受給権が発生するため、老齢基礎年金の繰
下げについては同時点までしかできないとこ
ろ、担当者が、７０歳までの繰下げが可能で
あるとの誤った説明をしてしまったため、お客
様は７０歳になるのを待ってから老齢基礎年
金を繰下げ請求されましたが、７０歳まで繰
下げたことによる増額部分を受給することが
できませんでした。

老齢基礎
年金繰下
げ請求に
かかる説
明誤りにつ
いて

説
明
誤
り

神奈川 港北 2008年5月28日 2010年8月16日

○お客様が老齢基礎年金の繰下げ請求のた
め来所され、７０歳での繰下げ請求書を受付
し、事務センターへ進達しましたが、事務セン
ターから返戻されました。
○確認しましたところ、年金相談時に担当者
がお客様へ繰下げ請求について説明誤りを
していたことが判明しました。

138

139

脱退手当
金の説明
誤りについ
て

説
明
誤
り

大阪 淀川 2010年11月15日 2010年11月16日

○ご子息様がお父様の脱退手当金の請求で
来所され、前日に確認した受給要件について
再確認しましたところ、お父様は６０歳前に死
亡されているため、脱退手当金が請求できな
いことが判明しました。

○来所時において、本来、脱退手当金の支
給要件を確認のうえで、さらに時効特例に該
当するか確認すべきところ、支給要件の確認
を十分にしなかったため、誤って脱退手当金
の請求を行っていただく旨の案内をしてしま
いました。

1名 ― 0

○担当者が窓口にて、ご子息様に今
回の事象を説明してお詫びしました。
○お客様相談室室長と担当者がご自
宅を訪問し、改めて説明とお詫びを
し、了承を得ました。

○お客様相談室にて緊急打合せを開
き、脱退手当金の受付時の相談チェッ
クを２名以上で行うよう指示しました。

外
部
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1名 ― 0

○時効特例法対象外であるとの機構
本部からの回答を受け、お客様のご
子息に電話しました。ご来所いただけ
るとのことでしたので、説明の文書を
送付しました。
○お客様のご子息が来所され、お詫
びのうえ、説明しました。時効特例法
は救済するための法律のはずで、時
効特例分の支払がされないことに納
得はしきれないとお帰りになりました。
以降、お客様からのご連絡はありませ
んが、今後も引続きお問合せ等に対
応していくこととしました。

○お客様相談室室内会議において、
全員に当該事象を説明し、今後このよ
うなことのないように、法律の正しい解
釈等、知識の向上に努め、また、その
都度、書類の確認を行うこととしまし
た。

外
部

○平成２０年２月、お客様が来所され、ねん
きん特別便で記録に訂正があるとのお申立
をされました。お申立の記録についてお客様
のものと確認し、受給権発生時に遡って時効
特例分の支払もされると説明し、再裁定申出
書を受理しました。
○平成２１年５月、旧社会保険業務センター
より、退職改定になること、時効特例対象外
となることの連絡がありましたが、このときお
客様に時効特例対象外であることの連絡が
されていませんでした。
○平成２２年１２月、お客様のご子息から支
給がいつになるのか電話照会があり、ねんき
ん特別便を確認しましたところ、時効特例対

再裁定に
係る時効
特例法の
適用につ
いて

説
明
誤
大阪 八尾 2008年2月21日 2010年12月8日

○お客様のご子息から、時効特例分の支払
がいつになるかについて、照会の電話があり
ました。
○確認しましたところ、時効特例法の対象外
であることが判明しました。

140

長期加入
者の在職
老齢年金
の説明誤
りについて 説

○お客様が来所され、平成２３年１月分から
の年金支給額についての照会がありました。
○確認しましたところ、過去の年金相談にお
いて、相談担当者が、特別支給の老齢厚生
年金受給権者の長期加入者の特例に係る年
金見込額について 誤 た年金見込額を案

○お客様が老齢厚生年金裁定請求手続きの
ため来所され、相談担当者が、長期加入者
の特例及び特例に該当した場合の年金見込
額について説明を行いました。
○その際、長期加入者の特例により特別支
給の老齢厚生年金の定額部分を受給してい

○所長及び相談担当者がお客様にお
詫びのうえ、今回の事象について説明
しました。
○所長及び相談担当者が、お客様の
勤務先を訪問し、お客様に再度お詫
びのうえ 所内での研修 再発防止の

○お客様相談室内の会議にて、お客
様相談室長が職員に対し、当該事象
について周知・説明し、長期・障害者
の特例については退職が条件となる
こと、再就職すると定額部分と加給金
が支給停止となることを徹底しました

部ん特別便を確認しましたところ、時効特例対
象外のものと判明しました。受給権発生後の
記録のため、再裁定ではなく改定となり、時
効特例法には該当しないことが判明しまし
た。
○本来、お客様のお申出より、過去５年分の
時効に係る分についての年金についてのみ
支給されると説明すべきところ、時効特例法
該当となり、受給権発生時まで遡って支給す
ると誤って説明してしまいました。その原因
は、職員の知識・確認不足です。

誤
り

141

説
明
誤
り

高知 高知東 2010年9月17日 2011年1月14日

金見込額について、誤った年金見込額を案
内していたことが判明しました。

給の老齢厚生年金の定額部分を受給してい
る方が、厚生年金被保険者となった場合、本
来であれば、定額部分が支給停止となると説
明するべきところ、定額部分は支給停止とな
らないと誤った説明をしてしまいました。

1名 ― 0

びのうえ、所内での研修・再発防止の
ための取組を行ったことを説明し、了
承を得ました。

が支給停止となることを徹底しました。 外
部

2名 その他 21,200

○副所長及びお客様相談室担当者が
Ｂ様宅へ訪問し、お詫びのうえ、経過
説明を行うとともに、過払い金額の返
納について了承を得ました。
○お客様相談室担当者がＡ様宅を訪
問し、お詫びのうえ、この度の経過と
未払い年金額の支払時期の説明を行
い、了承を得ました。
○Ｂ様に係る年金額再計算の申出書
を機構本部へ進達しました。

○お客様相談室内の会議において、
書類を確認する際、申請者ご本人様
の基礎年金番号の確認と、決裁時に
チェックを徹底するよう周知しました。
○朝の全体朝礼で、所長から全職員
に当該事象を説明し、基礎年金番号
の記載のある書類の確認・審査にお
いて、申請者ご本人様の基礎年金番
号であることを十分確認するよう周知
しました。

内
部

○Ａ様が来所され、Ａ様の記録と確認したた
め、お客様相談室の担当職員が統合処理票
を作成し、Ａ様の署名を求めました。統合処
理票を作成する際、本来ならば、Ａ様の原簿
記録及びＡ様が持参された年金手帳で基礎
年金番号、住所等を確認しなければならない
ところ、Ａ様の旧姓で氏名検索をした画面の
記録を基に、Ｂ様（Ａ様の旧姓と同姓同名、
同一生年月日）の基礎年金番号を記載してし
まい、決裁においても誤記載を発見できず、

年金記録
の誤統合
について

記
録
訂
正
北海道 砂川 2010年7月16日 2011年2月2日

○期間照会センターから回送になった受給
者便について、判明記録が既に別人に登録
されているので確認するよう連絡がありまし
た。
○確認しましたところ、該当者の旧姓と同姓
同名、同一生年月日の方の記録に誤って統
合されていることが判明しました。

142
を機構本部 進達しました。
○機構本部から補正完了した旨連絡
があったため、Ａ様に係る年金額再計
算の申出書を事務センターへ進達しま
した。

しました。まい、決裁においても誤記載を発見できず、
そのまま統合処理が行われ、Ｂ様の記録にＡ
様の記録が統合されてしまいました。
○Ｂ様の年金が、誤統合処理後に裁定と
なっていたため、過払いが発生してしまいま
した。

誤
り
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143

来訪者か
ら受けた
暴力行為
について

事
故
等
三重 四日市 2010年12月6日 2010年12月6日

○平成１９年夏頃から、当所へ電話、来訪を
繰返されているお客様から、職員に対して暴
力行為がありました。

○通常、年金相談は相談コーナーで対応し
ていますが、当日は相談コーナーが混雑して
おり、また、お客様はかねてから来所する都
度、大声を出すなどし、他の来訪者が怯えて
いましたので、別室で対応しました。
○来訪の目的は、以前から受取っていないと
主張されている年金の支払を求めるものでし
たが、急に、「社会保険はいつも嘘ばかり言
う。自分をなめているのか、殴ってやろうか」
と言われ、横にあった椅子で殴りかかってき
たものです。

1名 ― 0

○対応者が左上腕を殴られたため、
警察に通報し、お客様は警察官と退
出しました。
○警察に被害届を提出しました。

○このような事象があった場合の対応
要領を作成のうえ、職員に周知し、今
後来所された場合は複数の担当者で
対応することとしました。

事
件
等

お客様宅 ○担当者がお客様宅を訪問した際 居間に ○職員がお伺いした日には 電源が入りまし ○担当者がお客様にお詫びし 修理 ○所内で今回の事象を周知し お客

144

お客様宅
での物損
事故につ
いて 事

故
等
宮城 仙台北 2011年1月12日 2011年1月12日

○担当者がお客様宅を訪問した際、居間に
通され、挨拶した後の着座の際、花瓶の一つ
を倒して水をこぼしてしまい、ホットカーペット
を破損してしまいました。

○職員がお伺いした日には、電源が入りまし
たが、その後、ホットカーペットに不具合が発
生しているとの連絡がありました。
○職員の不注意によるものです。

1名 ― 0

○担当者がお客様にお詫びし、修理
が不可能であるため、後日、対応をお
伝えすることとしました。
○機構の加入している保険により代替
品をお届けできることとなりました。
○お客様宅にホットカーペットをお届け
し、了承を得ました。

○所内で今回の事象を周知し、お客
様宅等にお伺いする際には細心の注
意を払うよう指示しました。

事
件
等

○担当者が事業主様及びＡ様に、電
話経過及び速達送付の経過を説明し
ました。
○事業主様からは、今回の事象経
過、反省を踏まえて今後どのように改
善するのかを文書にして送付するよう
求められました。
○事業主様あてに文書を送付しまし
た

○今回のように決定通知書の再交付
を求められる場合、今後は被保険者
様等の個人情報を含む書類は全て事
業主様あてに送付することとし、グ
ループ全職員に周知しました。

○電話による申出内容は「○○社のＡだが、
平成２２年度の算定基礎届の決定通知書を
紛失したので、再交付していただきたい。大
変急いでおり、これから取りに行くのですぐに
交付してほしい」とのことでした。
○電話応接をした職員が、身分を証明できる
ものが必要であると説明しましたところ、「身
分証明書も免許証も保険証も何も持っていな
い 社長の名刺と 算定基礎届の事業主控

不審電話
にかかる
発信者確
認の不徹
底ついて

○事業主様より、「速達で、当社の従業員（Ａ
様）あてに平成２２年度算定基礎届の写しの
送付があった。従業員に尋ねても身に覚えの
ないものだと言っているが、なぜ送ってきた
のか」とのお問合せがありました。
○当該送付物は、当該事業所のＡ様と名乗
る人物からの電話による申出に基づいて送
付したものでした。

146

社会保険
事務所の
職員を騙
る者の現
金詐取に
ついて

事
故 東京 葛飾 2011年1月26日 2011年1月26日

○お客様より、「社会保険事務所の職員を騙
る者が自宅を訪問し、お金を支払ってしまっ
た。詐欺ではないかと指摘され、不安になっ
て電話をした」とのお申出がありました。

○社会保険事務所の職員を騙る者が自宅に
訪問し、「昨年６月に送付した書類の金額を
支払ってください」と言われたため、１５，０００
円を支払ってしまった。領収書を受け取って
いないので不審に思い、家族に電話をした
ら 「詐欺ではないか」と指摘され 不安に 1名 その他 15 000

○お客様に、当所の職員が訪問した
事実はありません、また、現金を受け
取った際には必ず領収証書をお渡し
ますと説明しました。
○現金詐取の可能性があるため、警
察に相談するよう説明しました

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを

事
件

1事業
所1名

― 0

た。
事
件
等

い。社長の名刺と、算定基礎届の事業主控
えなら持っているので、それでよいか」とのこ
とでしたが、それでは身分確認が出来ないと
お断りしました。
○その後電話は一方的に切られましたが、
大変お急ぎのようであったこと、電話の話し
方から事業所の社会保険事務担当者様であ
ると判断し、上長の了承を得たうえで、○○
事業所Ａ様あてに速達で通知書を再交付し
たものです。

事
故
等
岡山

事務
センター

2011年1月27日 2011年1月27日145

146 ついて 故
等
東京 葛飾 2011年1月26日 2011年1月26日 ら、「詐欺ではないか」と指摘され、不安に

なって電話をしたとのことでした。
○事務所内の職員に確認しましたが、該当
する事象はありませんでした。

1名 その他 15,000 察に相談するよう説明しました。 な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しました。

件
等

39
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147

身分証明
書の紛失
について

事
故
等
長野 岡谷 2010年12月末 2011年1月31日

○当所職員が長期休暇の後に出勤した際
に、身分証明書を確認しましたところ、所持し
ていないことが判明しました。

○当該職員の長期休暇前最後の出勤日は、
算定基礎届の突合調査会場へ出向いていま
したが、体調不良のため午前中のみの勤務
とし、同会場より直接帰宅しました。その際、
身分証明書は当該職員が所持したまま自宅
へ持ち帰りました。
○その後、身分証明書を紛失したと考えられ
ます。

1名 ― 0

○自宅内で保管されている可能性が
高いと思われたため、捜索を継続する
よう指示していましたが、発見されたと
の報告がないため、警察署へ遺失届
を届出しましたが、発見されたとの連
絡は入っていません。
○身分証明書の再発行手続をしまし
た。

○朝礼時に緊急で所内全体ミーティン
グを開催し、身分証明書の紛失が当
所内で発生したこと、身分証明書や徴
収職員証票など他者により悪用される
と考えられるものについては、各自が
自己管理に万全を期すこと、健康保険
被保険者証の管理についても十分に
注意すること等を周知しました。

内
部

社会保険
事務所等
を名乗る

○お客様より、「電話が入り、その内容につ
いて不審に思ったので確認したい」とのお申
出がありました。

○社会保険事務所、霞ヶ関社会保険局、社
会保険事務局のフルカワ、ヤマシタ、モリと
名乗る者から、還付金があるので口座番号

○電話をいただいたお客様に、電話で
個人情報をお聞きすることはないこ
と、不審に思ったら当所及び警察に相

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しました。

148

を名乗る
者からの
不審電話
について 事

故
等
山梨 甲府 2011年1月31日

～2011年2月4日
2011年1月31日
～2011年2月4日

出がありました。
○同様のお申出が、５日間で２５件ありまし
た。

名乗る者から、還付金があるので口座番号
を教えてほしい、携帯電話番号を教えてほし
い、ＡＴＭへ行くよう指示されたとのことでした
が、お客様は不審に思い、回答せず、被害は
ありませんでした。 25名 ― 0

と、不審に思ったら当所及び警察に相
談するようお伝えしました。
○警察署生活安全課を通じて市役所
危機管理課に注意喚起のアナウンス
を要請し、「振り込め詐欺へ注意する
ように」とのアナウンスがされました。
○所内に不審電話等についての注意
喚起ポスターを掲示しました。

示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しました。

事
件
等

149

留守番電
話の誤設
定につい
て

事
故
等
宮城 仙台東 2011年1月31日 2011年1月31日

○ブロック本部より、昼休み時間に当所へ電
話をされたお客様から、年金事務所の業務
時間が終了しました、とアナウンスが流れた
との報告を受け、確認しましたところ、留守番
電話の誤設定が判明しました。

○当日午前１０時から１１時に留守番電話設
定工事を行っており、その際、誤って電話回
線の１つが、昼休みにおいても留守番電話
の設定に切り替わる状態に設定されたことに
よるものです。

1名 ― 0

○当所より電話をいただいたお客様へ
電話し、お詫びしました。お問合せの
内容について説明し、了承を得まし
た。

○留守番電話設定工事を業者に依頼
し、当日、設定変更を行いました。

外
部

150

不審電話
について

事
故
等
群馬 高崎 2010年11月

～2011年1月
2011年1月28日

○お客様が来所され、「不審な電話があっ
た」とのお申出がありました。

○「日本年金機構から委託を受けている。健
康保険料が未払いとなっているため、指定の
口座に３万円振り込むように」という内容との
ことでした。
○該当者は既に死亡しており、事業所の社
会保険料については年金事務所で対応して
もらってる旨告げても、それとは別の件です
との回答があり、会社名尋ねても答えず、着
信履歴の電話番号表示を見て、相手に電話
しても応答がないとのことでした。

1名 ― 0

○お客様は不審に思い、振込しませ
んでした。
○健康保険料の支払について業者に
委託はしていないこと、指定口座に振
込をお願いすることもしていないことを
説明しました。
○警察に相談をするようお伝えしまし
た。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しました。

事
件
等

お客様の
暴力行為
について

○お客様が酒に酔って来所され、お客様ロ
ビーで大声を上げる行為がありました。

○お客様ロビーから事務室内に向かって大
声で罵声を上げ、職員が口頭で制止してもや
めないため、お客様相談室長と副所長が会
議室にて対応しました。

○年金や記録についての具体的相談
でないならお引取り願いますと退去を
求めました。
○「タクシー代をかけてわざわざ来て

○今後、同様な言動等があった場合、
警察に通報します。
○また、今回の事象について、職員に
周知するとともに、同様の事象があっ

151

事
故
等
北海道 旭川 2011年2月3日 2011年2月3日

議室 対 。
○ねんきん定期便を持参されましたが、お客
様は酔っており、会議室内でも持参の酒を飲
み、話の内容は支離滅裂でしたが、過去の
社会保険庁・社会保険事務所への不平不満
を大声で繰返しました。ねんきん定期便の内
容や記録についての具体的な相談はありま
せんでした。

1名 ― 0

タク 代を け わざわざ来
いる、どうしてくれる」との要求があり、
「来所の交通費は皆様自費でご負担
いただいています」と明確に説明・対
応しました。
○脅迫めいた言動を続けられたため、
警察に通報しました。
○警察の説得により、退所されまし
た。

周 する も 、同様 事象 あ
た場合の対応を再確認しました。

事
件
等

40



整理
番号

件名
事故
等の
区分

県名 事務所名 発生年月日 判明年月日 事象 原因 影響範囲 影響区分
影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
原因

152

大声によ
る窓口業
務妨害に
ついて

事
故
等
島根 出雲 2011年2月1日 2011年2月1日

○お客様が来所され、窓口等で大声を出す
などの行為がありました。

○お客様のご家族の年金について、平成２２
年９月から加給金が支給停止となり、平成２
２年９月分が過払いとなったため、平成２２年
１２月支払において調整したことによる年金
支払額の減額について説明しましたが、話が
進まなくなり、大声を出す行為が続きました。 1名 ― 0

○大声を出し続けたため、警察に出動
を要請し、警察官が到着しました。
○お客様の付き添いの方が説得し、
退所されました。
○お客様のご家族の記録を確認し、
受給者であるご本人様に電話し、説明
しました。基金の請求を行っていない
ことが判明したため、基金の請求を行
うよう説明し、了承を得ました。

○警察に対し、今後についても問題等
が生じた場合の対応を依頼しました。
○また、今回の事象について、職員に
周知するとともに、同様の事象があっ
た場合の対応を再確認しました。 事

件
等

○今回の事象について、職員に周知
するとともに、同様の事象があった場
合 対応を再確認しました

○お客様自身の記録に関することで、
担当者と面談をしましたが、「公印を押
せ と お申出に対しお断りをすると

職員への
恫喝･威嚇
行為に

○お客様が来所され、職員への恫喝･威嚇行
為がありました。

○お客様がお申出の内容は、第三者委員会
への再申立の書類を持参されて、学生時代
に収め た国民年金 記録を消した

1名 ― 0

合の対応を再確認しました。

事
件
等

せ」とのお申出に対しお断りをすると、
大声で怒鳴りだし、他のお客様にご迷
惑がかかるので大声を出すことを控え
てほしいとお願いしたましところ、担当
者を大声でなじり、持参された書類を
激しく机に数回たたきつけて、大声で
威嚇されました。
○別室にて再度面談をしましたが、一
方的にお話をされて、担当者の話には
納得されず、大声を出されたので、恫
喝・強要行為に該当することをお伝え
しましたが、１６時までは帰らないと主
張されました。担当者が一旦退席する
と荷物をまとめて出て行かれました
が、お客様には、今後このようなことを
繰り返しされるのであれば、改めて当
所としての対応方法を検討させていた
だきますとお伝えしました

行為につ
いて

事
故
等
兵庫 三宮 2011年2月12日 2011年2月12日

に収めていた国民年金の記録を消したの
は、そちらの責任であって、納得できないとい
うものです。その釈明と国民年金課の担当者
が再申立書に付けた案内文に公印を押すよ
うにと要求されました。その後別の担当者の
説明にも納得されず、恫喝・威嚇ととれる発
言がありました。

153

0

○経理担当者様に対し、事前に連絡
をいただいており、納付書にて納入い
ただくことでお約束もしているため、当
所よりお伺いするようなことはない旨を
説明しました。
○また、仮にお伺いした場合でも、情
報保護の観点から事業主様又は経理
担当者様以外には保険料関係の話は
行わないことも説明し、一応の了承を
得ました。
○担当者が経理担当者様に電話し、
その後、訪問等がなかったか確認しま
したが、何もなかったとのことでした。

○今回の事象について、職員に周知
するとともに、同様の事象があった場
合の対応を再確認しました。

事
件
等

2011年1月7日 2011年1月7日

○事業所の経理担当者様が来所され、「社
会保険の職員を名乗る若い男が、保険料の
件で事業所を訪れ、取引先もいる中、従業員
に対し保険料が口座振替できなかった旨の
話をし始めたため、近くにいた事業主が男を
叱り、男はそのまま帰っていった。事業主の
話では、口座振替不能については年金事務
所に連絡を入れてあることを話したが、男
は、分かっているが、一応お伺いしたと言っ
ていた」とのお申出がありました。

○当該事業所からは、口座振替不能であっ
た旨事前連絡があり、納付書により納入いた
だくよう説明した記録を確認しました。当所の
職員が訪問したことはありません。

1名 ―

年金事務
所職員を
装った社
会保険料
の集金詐
欺につい
て 事

故
等
奈良 桜井

だきますとお伝えしました。

154

155

身分証明
書の紛失
について

事
故
等
愛媛

事務
センター

2011年2月10日 2011年2月18日

○職員が、退社時に身分証明書を入れた名
札ストラップを外そうとしたところ、ストラップ
ケースごと外れてなくなっていることが判明し
ました。

○出社した際に、机から身分証明書を入れ
た名札ストラップケースを取り出して首に掛
けており、勤務時間中及び休憩時間中も含
めて、建物外には出ていないため、勤務中に
建物内で外れ、紛失してしまったものと思わ
れます。

1名 ― 0

○建物内を隅々まで探しましたが、発
見できませんでした。また、念のため
建物外の周辺も探しましたが、発見で
きませんでした。
○身分証明書の再発行を申請しまし
た。

○朝礼の際に今回の事象を説明し、
日頃から身分証明書の管理に注意す
るよう周知しました。

内
部

41
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156

市役所職
員を装って
個人情報
を収集しよ
うとした不
審電話に
ついて

事
故
等
愛知 豊川 2011年2月16日 2011年2月16日

○市役所職員ハシモトを名乗る男から、国民
年金の記録照会について、年金事務所への
電話照会があり、不審に思った職員が市役
所に確認しましたところ、ハシモトという職員
は在籍していないことが判明しました。

○市役所に確認しましたが、年金担当係に
は、ハシモトという職員は在籍していないこと
から、市役所職員を装った個人情報収集の
不審電話であることが確認できました。
○応対した職員が聞き覚えのない名前であ
ること、また、市町村照会者名簿に登載がな
かったことから、国民年金の担当者の確認を
依頼しましたところ、「後ほど掛け直します」と
相手から電話を切りましたが、その後同様の
電話は掛かってきていません。

1名 ― 0

○今後とも、市役所からの照会につい
ては相手市町村、担当部署、氏名の
確認を徹底するとともに、管内市町村
に対し、市町村照会電話の使用、担当
部署名の確認及び市町村照会者名簿
の異動報告について協力依頼を行い
ました。

○今回の事象について、職員に周知
するとともに、同様の事象があった場
合の対応を再確認しました。

事
件
等

不審な電
話情報に

○お客様より、「社会保険事務所を名乗る男
より不審な電話があったので 応確認した

○配偶者様の勤務先へ、社会保険事務所を
名乗る男から 家族構成や住所について 勤

○社会保険庁は廃止となり、公的年
金に係る 連の運営業務は日本年金

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指

157

話情報に
ついて

事
故
等
滋賀 彦根 2011年2月16日 2011年2月16日

より不審な電話があったので、一応確認した
い」とのお問合せがありました。

名乗る男から、家族構成や住所について、勤
務先の受付事務職員に照会があったとのこ
とでした。個人情報であるため、配偶者様へ
電話を取り次ぎ、この時に、配偶者様と同姓
同名の人の厚生年金記録についての照会で
あることを告げたとのことでした。配偶者様は
電話の相手の名前等を確認せずに、個人情
報を質問され、回答してしまったとのことでし
た。

1名 ― 0

金に係る一連の運営業務は日本年金
機構が行っていることを回答しました。
○また、社会保険庁が行っていた医療
給付の業務は、平成２０年１０月から
全国健康保険協会が行っていることを
回答し、同様の電話や文書には応対
しないように注意喚起を図りました。

内部にお客様に注意を促すように指
示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しました。

事
件
等

158

不審電話
について

事
故
等
愛媛

事務
センター

2011年2月14日
2011年2月17日

2011年2月17日

○お客様から、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお問合せがありました。
○お客様の勤務先のフリーダイヤルに非通
知で電話連絡があったため、本当に日本年
金機構の職員か不審に思い、確認するため
にご連絡をいただいたものです。

○オオニシと名乗る男から、「ねんきん定期
便が未提出だが、７年くらい前に空白期間が
ある」と電話があったので、詳しい期間を尋
ねたところ、「手元に詳しい資料がない」と教
えてくれなかったとのことでした。さらに電話
があり、７年前に空白期間はないと答えると
「きちんと掛けていただいてますね。今後もね

1名 ― 0

○お客様に、ねんきん定期便提出の
有無をご本人様に確認のうえ、ねんき
ん定期便未提出の方への照会はして
いない旨を説明し、日本年金機構の
職員を装った不審電話の可能性が高
いのでご注意いただくようお話しまし
た。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しました。

事
件
等

んきん定期便が届きます」と言われたとのこ
とでした。

159

不審電話
について

事
故
等
茨城 日立 2011年2月21日 2011年2月21日

○お客様から、「不審な電話があったので、
確認したい」とのお申出がありました。

○医療費（年金かも知れない）の還付金が４
９，８００円あるので１０時までにＡＴＭに行く
よう、社会保険事務局本部ホリエと名乗る男
から電話があり、ＡＴＭに着いたら０３－○○
○○ー△△△△に電話するようと言われたと
のことでした。
○直接、年金事務所に行くと話したところ、
「直接は行かないで下さい」と話しをされ、不
審に思い当所に電話したとのことでした。

1名 ― 0

○還付金の支払いで直接ＡＴＭに行く
よう連絡することはないことを説明し、
指示には従わないようお伝えしまし
た。

○平成２２年９月１０日、日本年金機構
内部にお客様に注意を促すように指
示しました。
○平成２２年９月１６日、日本年金機構
ホームページに、不審電話及び不審
な訪問に関する注意を促すコーナーを
作成しました。

事
件
等

身分証明
書等の紛

○職員が業務終了後、買い物をしていた際
に、身分証明書・健康保険被保険者証等の

○数十秒カートから目を離した際に置き引き
に遭ったものです。

○同職員は即座に、店舗に置き引き
に遭った旨を申出て、近辺やトイレ等

○全職員に対し、身分証明書等の適
切な管理について周知しました。

160

失につい
て

事
故
等
岡山

事務
センター

2011年2月22日 2011年2月22日

入った財布の置き引きに遭いました。

1名 ― 0

を捜索しましたが、見つかりませんで
した。
○警察に電話にて置き引き被害に
あったことを申出て、被害届を提出し
ました。
○身分証明書及び健康保険被保険者
証の再交付請求をしました。

事
件
等
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整理
番号
発生年月日 判明年月日 件名 事象 原因

影響
範囲

影響
区分

影響金額
(単位：円)

対応 対策
判明
契機

1 2006年4月 2010年7月28日

老齢基礎
年金一部
繰上げ受
給者に係
る付加年
金の未払
いについ
て

○監査部からの連絡により、老齢基礎
年金を６０歳到達時より一部繰上げて
受給している方であり、かつ、６５歳前
の付加年金が一部繰上げによる減額に
より０円となっている方について、本来、
６５歳到達時点より付加年金が支給さ
れるべきところ、支給されていない事象
が判明しました。

○老齢基礎年金一部繰上げに係るシス
テム開発の際、受給権発生当初の付加
年金が０円であった方が、６５歳到達に
伴う老齢基礎年金加算処理により１円
以上となるケースがあることの考慮漏
れによるものです。

2名 未払い 1,578

○対象者の２名の方に対し、お詫び
の手紙を送付するとともに、未払い
額の支払を行いました。

○あらゆる年金給付パターンについ
て、業者とともに検討を実施すること
としました。

内部

日本年金機構の平成23年2月分システム事故等一覧

2 2011年1月31日
2011年3月5日

2011年1月31日
2011年3月5日

歳入金電
子納付シ
ステムの
データ
ベースア
クセスエ
ラーにつ
いて

○厚生年金保険料又は国民年金保険
料を金融機関のＡＴＭやインターネット
から納付(電子納付）することが出来な
い状態となりました。（エラーメッセージ
が表示）

○汎用データベースソフトの不具合によ
り、データベースへのアクセスが行えな
かったものです。

不明 ― 0

○不具合が発生した汎用データベー
スソフトを停止すること等により、受
付エラーを防止しました。

○不具合が発生した汎用データベー
スソフトに対して、平成２３年３月１３
日に所要の措置を講じました。

内部

3 2011年2月28日 2011年2月28日

ねんきん
ネットサー
ビスの不
具合につ
いて

○日本年金機構ホームページから、ね
んきんネットの申請用トップページまた
は、ログイン用画面へアクセスしていた
だくこととしていますが、エラーメッセー
ジが表示され、申請手続きまたは年金
記録の閲覧ができない、という事象が
発生しました。

○日本年金機構ホームページと、ねん
きんネットとのページ遷移の障害に係る
設定誤りが原因です。
○なお、全国の年金事務所窓口及び一
部の市区町村や郵便局の窓口での
サービス提供には、影響がありません
でした。 不明 ― 0

○ねんきんネットのログイン用のＵＲ
Ｌをブラウザのアドレス欄に直接入力
いただくか、コピーして貼り付けてい
ただければ、ご利用可能になる旨を
日本年金機構ホームページ等でご案
内しました。
○あわせて、発生日の夜間帯にねん
きんネットサービスを一時停止し、正
常に使用できるよう、システム修正を
行いました。

（平成２３年２月２８日、公表及び日
本年金機構ホームページに掲載済）

○今後は、システムの設計にあた
り、一層の細心の注意を払うととも
に、実稼働相当環境での動作確認テ
ストを徹底する等の再発防止策を講
じることとしました。

内部
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